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編者のまえがき
計測は科学の基本であり、私たち人類は様々な

計測技術を開発することで、この世界の現象を解

き明かそうとしている。世界各国の研究者と手を

取り合って未知の深淵をのぞきこむためには、共

通の測定の基準が必要である。現在、その役割を

担っているのが「国際単位系（SI）」であり、その

基盤となる基本単位の定義には、その時代の最先

端技術が結集されてきた。つまり、単位の定義は

永劫不変ではなく、科学技術の発展とともに進化

し続けているのである。

2019 年 5 月 20 日、SI にかかる大きな改定が実

施された。七つの基本単位のうち、質量の単位「キ

ログラム」、電流の単位「アンペア」、熱力学温度

の単位「ケルビン」、物質量の単位「モル」の定義

が改定されたのである。特に、キログラムに関し

ては、130 年ぶりの改定であった。この改定によっ

て、SI の基本単位は全て人工物から解放され、自

然界の法則にもとづく定義へと進化したことにな

る。

定義の改定は、定義にもとづき様々な測定の基

準を作りだす取り組みのみに影響を与えるのでは

ない。中・長期的には、SI 全体の整合性が向上す

る、様々な測定の精度が向上する、という産業界、

社会への寄与が期待される。本冊子は、それらの

定義改定にかかる情報を、学術界、産業界に向け

て広く発信することを目的に、国立研究開発法人 

産業技術総合研究所 計量標準総合センター（NMIJ）

で企画・執筆された。包括的な情報発信のために、

定義の改定された四つの単位だけでなく、七つの

基本単位のそれぞれについての解説記事を本冊子

に収録した。各記事では、各単位の概要、NMIJ お

よびその前身である各研究所における計量標準に

関する技術開発の歴史、定義改定がもたらす影響、

定義の実現方法と計量標準などについて解説して

いる。さらに、国際度量衡局（BIPM）が 2019 年

に発行した「The International System of Units, 9th 

edition」の日本語版「SI 文書第 9 版（2019）日本語版」

を、付録として収録した。本文書には、基本単位

の新たな定義の詳細が掲載されており、各基本単

位とそれらを定義する「定義定数」との厳密な関

係を知ることができる。

なお、SI 文書第 9 版（2019）日本語版は、著作

権を保持している BIPM から許可を得た後に作成

された。BIPM は、翻訳で提供される情報および

資料の関連性、正確性、完全性、または品質につ

いて一切の責任を負わない。また、SI 文書第 9 版

（2019）の唯一の公式版は、BIPM によって発行さ

れた文書のオリジナル版である。

2019 年 5 月 20 日に実施された改定の結果、全て

の基本単位が、人工物を使った標準および測定方

法のいずれにも関連づけられないかたちで定義さ

れている。これによって、定義定数を単位に結び

つける物理式であれば、いかなるものでも、その

単位の実現に使うことができる。つまり、今回の

定義改定は、今後の科学技術の進展に伴って、単

位の実現の精度が飛躍的に高められていく素地を

整える大きな意義を持つ。本冊子が、この歴史的

な定義改定にかかる情報を収集する際の包括的な

リファレンスとなれば幸いである。

2019 年 2 月

国立研究開発法人 産業技術総合研究所

計量標準総合センター
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出版委員会

委員長 藤井 賢一、幹事 倉本 直樹、事務局 越智 信

昭、委員 稲場 肇、臼田 孝、金子 晋久、蔀 洋司、

高津 章子、中野 享、平井 亜紀子、堀内 竜三、安
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国際単位系（SI）基本単位の定義改定と計量標準（総論）

臼田　孝

産業技術総合研究所 計量標準総合センター長

1 はじめに
こんにちの計測基盤である、国際単位系、SI（エスア 

イ）は、18 世紀のフランスで生まれたメートル法を

源流としている。メートル法はその後 1875 年のメー

トル条約の成立を経て次第に世界に受け入れられて

きた。そして電磁気や化学の計量も取り込みながら

基本 7 単位からなる国際単位系 SI（エスアイ）に体

系化されて現在に至っている。

単位はその量を記述する「定義」と、技術的に実

現する「実現」から成り立つ。かつては人工物であ

る「メートル原器」のように、定義と実現が不可分

であった単位が、今日ではメートルの場合定義は光

の速さという、不変と思われる物理定数に委ねられ、

その実現は波長安定化レーザや光周波数コムなどの

最新技術によっている。その他の単位も科学技術の

発展とともに、定義は自然の中にある不変の原理に

倣い、その実現は量子効果デバイスなどの最新技術

に置き換えられてきた。

単位の定義はメートル条約の最高議決機関、国際

度量衡総会（CGPM）における承認事項である。そ

して 2018 年 11 月に開催された第 26 回国際度量衡総

会では、基本４単位の定義を変更する大規模な改定

が決定され、2019 年 5 月 20 日から実施された。新し

く施行される国際単位系では、唯一人工物によって

定義されているキログラムを、プランク定数を使っ

て定義するなど、基本単位は全て器物から解放され、

自然界の法則にしたがった定義が完成したことにな

る。

2  従来の国際単位系（SI）とそれが抱
える課題

国際単位系（SI）は長さ、質量、時間、電流、熱力

学温度、物質量及び光度について明確に定義された

単位、すなわち、メートル（m）、キログラム（kg）、
秒（s）、アンペア（A）、ケルビン（K）、モル（mol）、
カンデラ（cd）を基礎として構築されている。これ

らの単位を基本単位（base units）と呼び、変更とな

る 4 単位の定義は簡潔には下記の通りとなっていた。

質量・キログラム（kg）：国際キログラム原器の質

量

電流・アンペア（A）：真空中に 1 メートルの間隔

で平行に配置された無限に細く無限に長い二本の直

線状導体が一定の力を及ぼし合う電流（実質的に磁

気定数を規定）

熱力学温度・ケルビン（K）：水の三重点の熱力学

温度の 1/273.16 
物質量・モル（mol）：0.012 キログラムの炭素 12 

の中に存在する原子の数に等しい数の要素粒子を含

む系の物質量

以上のような従来の単位系は次のような課題を内

包していた。

・質量が国際キログラム原器という器物に依存して

いるため、破損など長期的な安定性に課題があるこ

と。

・電流が電気量（電圧、抵抗、等）における再現性

を優先するため、ジョセフソン効果などの量子現象

により実現されており、厳密には現在の定義に従っ

ていないこと。また、量子現象に関わるジョセフソ

ン定数、フォン・クリッツィング定数が 1990 年にお

ける協定値を採用しているため、最新の値と異なる

こと。

・熱力学温度が水の三重点で定義されているため、

将来的な超高温、極低温での温度測定の不確かさ低

減の限界が危惧されること。

これらの関係を示したのが図 1 である。矢印が向

かう単位は、元となる単位の影響を受けることを示

している。定義から明らかなとおり、長さは時間の

測定精度に依存するが、時間は今日原子時計により

十分な精度が確保されている。一方、質量からは多
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光
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図 1　従来の基本単位の依存関係
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に質量の定義はこれまでに比べ難解であるが、計量

学的見地からは今回の定義は将来の技術開発を阻害

しない、普遍性を十分吟味した結果であると言える。

例えばメートルの定義は、1960 年に原器に代わって

クリプトンランプのスペクトルが採択されたが、同

時期に出現したレーザの安定化が進むにつれ、波長

安定化レーザによる定義が検討された。しかし将来

より安定度の良い高精度のレーザ波長漂準ができる

可能性が十分あり得ることなどを考慮し、特定の安

定化レーザよりは光の速さを基準にして定義した方

がよいとの考えから、1983 年の光の速さによる定義

に至った。この普遍的定義は今日光コムのようにレー

ザ周波数を直接測る技術が出現しても破綻せず、一

次標準の改良が続いている。また光の飛行時間や、

光波干渉など測定対象によって最適な技術で、定義

に忠実な測定技術が確立している。これが天文学的

長大な距離も、ナノテクノロジーに必要とされる微

小なスケールの測定も高い精度で可能とした訳であ

る。

今回の一連の定義改定により、将来の技術的進歩を

阻害せずに測定精度の向上が期待できる。例えばナ

ノテクに必要となる極微小な質量測定精度の向上や、

MEMS など機電一体デバイスの効率向上などが想定

できる。なお、1967年に採択された時間（秒）の定義は、

セシウム原子から発せられる電磁波を元にしている

が、より波長の短い（分解能の高い）光時計が今日

開発されながら、この定義のためにセシウム原子時

計以上の正確さで波長を決定することが原理的に出

来ないという事態に陥っている。秒の定義改定は今

回の大規模な改定の次に来る課題である。

さて、原器に頼らない計量標準が実現したいま、

これまでの原器保管機関であった国際度量衡局や、

その第一コピーを所有する立場にある各国の国家計

量標準機関（NMI）の役割はどのように変容するだ

ろうか。定義はいわば単位の仕様書である。実現は

その仕様を満たす技術的設計、製作、および運用方

法と言える。そしてその実現の精度は各国 NMI の技

術的能力に掛かっており、その能力は相互比較によっ

て担保されることになる。

既に多くの一次標準は、その同等性を評価する枠

組みが出来上がっている。ただし、質量については

現時点で一次標準を実現する能力を有する機関は限

られている。当面は国際度量衡局が中心となって標

準供給を行っていく体制が維持されるだろう。NMIJ
としては現時点で数少ない質量の一次標準実現能力

を持つ機関として、そのような国際的な枠組みを担

う活動にもより一層注力することが期待されると認

識している。

くの矢印が伸びており、質量（国際キログラム原器）

の安定性が多くの単位（すなわち組立量に kg が含ま

れるあらゆる測定結果）に影響を与えていることに

なる。さらに電流標準は 90 年に採択されたジョセフ

ソン定数とフォン・クリッツィング定数の協定値に

基づいて量子デバイスにより実現されており、他の

単位との整合性を損なうリスクを帯びている。図 1
で長さと質量からの矢印が×印で途切れているのは、

このことを示す。

3　 定義改定の方向性
これらの課題は、質量をキログラム原器という人

工物ではなく、質量に関係する基礎物理定数で定義

すること、また電流を改めて電磁気力を介して力学

量と正確に関係づけること、などにより解決するこ

とができる。具体的にはキログラムをプランク定数

で、アンペアを電気素量で定義し直す。またケルビ

ンはボルツマン定数で、モルをアボガドロ定数で定

義し直し、前者は水、後者は炭素 12 という特定の物

質に依存しない定義とする。なお、これら改定前後

で十分小さい不確かさで各物理定数を決定するため、

測定結果の連続性は確保される。

図 2 はこの新定義に基づく単位相互の関係を示し

ている。各単位は普遍的な基礎物理定数で決定され、

国際キログラム原器という器物への依存はなくなる。

一方、質量はもはや単独では決定できず、長さ・時

間の正確な測定（これらは原子時計や光波干渉計に

より十分正確な測定が可能である）技術によって得

られる組立量となる。

4　 改定がもたらす計量標準の将来
改定により原器という器物から単位の定義が解放

される、すなわち原器という人工の器物の劣化や紛

失の恐れが無くなる、というのは大変判りやすいメ

リットである。一方で基礎物理定数による定義、特

長さ

光度

物質
量

熱力学
温度

時間

質量

電流

図 2　新しい定義における基本単位の依存関係
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国際単位系における長さの単位「メートル」の定義と実現
稲場　肇*、 平井　亜紀子**、 阿部　誠***

***産業技術総合研究所 計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 周波数計測研究グループ長

***産業技術総合研究所 計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 ナノスケール標準研究グループ長

***株式会社ミツトヨ 執行役員 研究開発本部副本部長

1 はじめに
長さの単位メートルは、国際単位系（SI）において

７つある基本単位のうちの１つである。計量標準に

関する国際条約がメートル条約と呼ばれることから

もわかるように、メートルは基本単位の中でも長い

歴史を持ち、特に重要な役割を担ってきた。現代に

おいても、自動車や半導体をはじめとする多くの産

業において必要であることはもちろん、科学・文化

などにも深く浸透している。本稿ではSIにおけるメー

トルの定義と実現について、2019 年 5 月に実施され

た SI の定義改定にもふれながら解説する。また、長

さ計測に関する最近のトピックについて解説する。

2 メートルの定義の変遷
SI によるメートル法は、単位の同等性、恒常性を

保証し、いつでもどこでも誰でも同じように単位（例

えばメートル）を使えるようにすることを理念の一

つとしている。その拠り所としては「不滅の自然物」

がふさわしく、できるだけ高精度であることも理念

の一つである。そして、実際にその量を実現し（現

実のものとし）、計測に役立てていくための実用性を

重視している。

メートルの
定義

国際メートル原器の
目盛線間の距離

86Krの準位 2p10 と
5d5 間の遷移に対応
する光の真空中に

おける波長の
1,650,763.73倍

光が真空中を1 / 299 792 458秒間に
伝わる行程の長さ

日本の
国家標準 メートル原器 クリプトンランプ

よう素安定化
ヘリウムネオンレーザ 光コム+UTC(NMIJ)

精度： 10-6～10-7
（1983～2009） （2009～）（1960～1983）（1889～1960）
不確かさ： 2.1 × 10-11精度： 10-8～10-9 不確かさ： 6.8 × 10-14

周波数+

表 1　メートルの定義、日本の国家標準の変遷

 

長さの定義は、時代の流れに伴って高精度なもの

へと変遷してきた。古くは人体、物、感覚により定

義されていたが 1)、これらは時間的空間的に局在的で

あった。いつでもどこでも使える長さの定義が現れ

たのは、1875 年にメートル条約が 17 カ国間で締結さ

れたのが始まりである 2)。表１にメートル条約締結後

の長さ標準、および日本の国家標準 1 の変遷を示す。

メートル法が運用されはじめる時、メートルは子

午線長の測量結果に基づき製作された「メートル原

器」を用いて定義された。これは白金 90% とイリジ

ウム 10% の合金であり、0 ℃において間隔 1 m とな

る目盛線が引かれたものであった 3)。子午線長の測量

はメートル条約締結から遡ること約 100 年、フラン

ス科学アカデミーにより行われている 4)。当時測定さ

れた赤道から北極に至る子午線長を 10000 kmとして、

その 1000 万分の 1 を 1 m と定義したのだが、現在、

子午線長は 10001.966 km となっている 5)。この差は

当時の測量技術などの限界による誤差である。

日本がメートル条約に加入したのは 1885 年（明治

18 年）である。これにより日本でもメートル法が適

用されるようになり、度量衡法を 1891 年（明治 24 年）

に制定、1903 年（明治 36 年）に中央度量衡器検定所

が設置された。これはその後計量研究所となり、現

在の産業技術総合研究所 計量標準総合センターの一

部となっている。1890 年には「日本国メートル原器」

（No. 22）が国際度量衡局（BIPM）から日本に到着、

使用されるようになっている。

メートル原器は、精度が 10-7 程度と低いことも問題

であったが、そのことよりもむしろ、壊れたり経年変

化したりするリスクのある「原器」であることが問題

であり、メートル法の理念（不滅の自然物に依る標準）

に沿ったものでないことが当時から意識されていた。

「光の波長」は早くから長さの標準候補として注

目されていた。電磁気学を確立したマクスウェルは

1873 年には高精度 2 な光源の波長をメートルの単位

とすべきと著書の中で既に主張している 6)。エーテル

の測定実験で有名なマイケルソンは、1892 年にはメー

トル原器を基準に光の波長を実験的に測定し、その

標準としての可能性を指摘している 2)。

1960 年、長さの基準は不滅の自然物であるクリプト

ン 86 原子を使うよう変更され、「クリプトン 86 原子の

1　「国家標準」は「当該の量の種類について、他の測定

標準に量の値を付与するための根拠として、ある国又は

経済圏で用いるように国家当局が承認した測定標準。」

であり 4)、国によって位置づけが異なる。現在の日本では、

「特定標準器」が、計量法に基づき経済産業大臣に指定

される国家標準といえる。本稿では、これらを使い分け

て表記した。

2　現在、標準の値の曖昧さを指して「不確かさ」と呼び、

「精度」はやや曖昧な用語である。また、不確かさの概

念が導入されたのは最近 20 年ほどである。本稿では明

らかに不確かさと言えるもの以外は「精度」とした。
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次周波数標準器により校正される時系である「協定

世界時（UTC）」として運用され、各国の標準研でも

これに同期した時系（例えば産総研では UTC(NMIJ)）
が時間標準として利用されている。

長さに話を戻すと、1970 年頃にはメタンの飽和吸

収スペクトルを基準とした安定化レーザーが 10-13 に

達する周波数安定度を持つようになり、1973 年には

その絶対周波数を「周波数チェーン」という技術を

用いて 10-10 程度の精度で測定できるようになってき

た 8,9)。1973 年のメートルの定義に関する諮問委員会

（CCDM）は、これらの測定値などから光の速さの暫

定値を c = 299 792 458 m/s とすることを決めた。その

後もメタン、よう素分子に安定化されたレーザーの

波長と周波数が国際的に比較されたり測られたりす

るようになり、整合性が得られるようになった。

複数の波長で整合性が得られる状況になると、レー

ザーの波長で長さを定義するよりは、c を定数として

定義し、例えば (1) 式中のレーザーの周波数 νから λ
を算出して長さの基準とするのが良いと考えられる

ようになってきた。その理由は主に以下の３つであ

る。①各国から報告された c はクリプトン 86 の精度

に制限されており、c 自体の精度はそれより高いと

思われたこと。②クリプトンの波長 606 nm 帯の遷移

を用いた定義を廃止でき、かつクリプトンランプを

使った標準器を継続使用することが可能なこと。③

安定化レーザーは定義とするのにふさわしくない面

があったこと。

③の具体例としては、安定化レーザーには様々な使

用条件があり、時間標準のように擾乱ゼロの環境下に

ある分子の吸収線波長／周波数を推測することは難し

かったこと、および安定化レーザーの進歩はめざまし

く、どの吸収線とレーザーの組み合わせを定義とすべ

きかを決めることは難しかったこと、がある。

一方で、c を定数とするには懸念もあった。経年変

化がないのか、地球あるいは天球に対する光の進行

方向によって差がないのか、そして電磁波の波長に

よって差がないのかなど、実際にどのくらいの不確

かさがあるのか、その時点では確認できず、定義改

定のためには特殊相対論の光速度不変の原理を信じ

る必要があった 6,8)。

様々な議論を経て、1983 年の第 17 回国際度量衡総

会において、「メートルは、1 秒の 299 792 458 分の 1 メートルは、1 秒の 299 792 458 分の 1 
の時間に光が真空中を伝わる行程の長さとする。の時間に光が真空中を伝わる行程の長さとする。」と

の定義に改定された。メートルの定義を素直に読め

ば、長さを l、光の飛行時間を t としたとき、l = ct に
より距離を実現するような定義に見えるが、実際に

は「光の速さを 299 792 458 m/s と定義する。」という

意味であり、実現方法は他にもある。これについて

準位 2p10 と 5d5 の間の遷移に対応する光の真空中におけ

る波長の 1 650 763.73 倍に等しい長さ」と定義された 7)。

クリプトン 86 原子の放射光（波長 606 nm）が定義

として選ばれた理由は、この遷移に基づく放射光が

多くのランプのスペクトル線の中で最も狭いスペク

トル線幅を持つからであった。動作条件であった窒

素の三重点（約 -210℃）における線幅は約 400 MHz
であり、これが標準としての精度を 10-7 ～ 10-8 に制

約していた。

定義改定があった 1960 年に、ルビーレーザーと

ヘリウムネオン（HeNe）レーザーの発振が相次いで

報告されたことは興味深い因縁である。レーザーの

スペクトル線幅は狭く、長さの定義とすれば 10-10 ～

10-11 の精度が期待できる。特に連続発振し、スペク

トル線幅が 100 kHz 程度の HeNe レーザーなどの気体

レーザーは標準候補として注目された。

そして、波長（または周波数）安定化レーザー（以

下単に安定化レーザーと呼ぶ）、および光周波数計測

法の出現が、長さの定義改定に決定的な影響を与え

た。ここでは、波の速さの公式

 　　　　　　　　　　　
(1)c νλ=            

を考えるとわかりやすい。c は光の速さ、νは光の周

波数、そして λは光の波長である。(1) 式から、波長

（周波数）が安定化されたレーザーの波長及び周波数

を測定すれば、光の速さが求められることがわかる。

これは「光速（度）測定」などと呼ばれ、1960 ～ 70
年代には、レーザーの波長をクリプトン 86 原子の放

射光波長に基づいて測定するとともに、光の周波数

を「時間標準」に基づいて測り、光の速さを求める

研究が多く行われている。この頃から、長さと時間

は密接に関係するようになる。

周波数は時間の逆数であり、時間の単位「秒」はメー

トル同様 SI の基本単位である。秒の定義は、1967 年

にそれまでの地球の公転による定義から、不滅の自然

物であるセシウム 133 原子を用いた定義「秒は、セ

シウム 133 の原子の基底状態の二つの超微細構造準

位の間の遷移に対応する放射の周期の 9 192 631 770
倍の継続時間である。」に改定されている。装置とし

ての時間標準は、一次周波数標準器と呼ばれ、様々

な擾乱が管理され、擾乱ゼロ環境におけるセシウム

133 原子の共鳴周波数を推測できる装置により実現

されている。最新の一次周波数標準器は、原子泉型

（ファウンテン）と呼ばれる装置で、その不確かさは

10-16 台に達する一方、定常的に運用することは難し

く、世界に 10 台程度しかない。時間標準には定常的

連続的な運用が必要であることから、実用的な周波

数標準は、世界中のたくさんの原子時計を用い、一
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ものといえる。この実現方法が勧告されていること

からも、メートルの定義では c を定義しただけであ

ることがわかる。この方法も a）同様、時間標準に基

づいた長さ測定である。

方法 c）は、定義とは別に放射のリストを作成し、

それを用いて長さを実現するものである。リストに

は基準となる原子分子の遷移とその勧告周波数値、

必要に応じてレーザーの種類や動作条件が記されて

いる 13)。ある程度技術が確立し、周波数が測られ

て不確かさの検証がなされた波長安定化レーザーは

このリストに載り、誰が作っても同じ値が得られる

intrinsic standard として、学術的には長さの標準とし

て使うことができる 14)。

干渉計測にもっともよく使われるのは波長 633 nm
の HeNe（ヘリウムネオン）レーザーである。現在

は、このリストに「未安定化 HeNe レーザー」が掲載

されている 15)。未安定化 HeNe レーザーの真空波長の

勧告値は 632.9908 nm、不確かさは 95 ％信頼区間で 
3.0 × 10-6（相対値）となっており、学術的には HeNe 
レーザーは光ってさえいれば校正せずとも 5、6 桁の

精度があることになっている（厳密には、633 nm 以

外の波長が混ざっていない必要があるが、現在製造さ

れている出力が 3 mW-4 mW 以下の HeNe レーザーで

はそのようなことはほとんどない。）。

3.2  日本の国家標準１　よう素安定化ヘリウム
ネオンレーザー

日本をはじめ、多くの国で長さのトレーサビリティ

に組み込まれている、波長 633 nm よう素安定化ヘリ

ウムネオンレーザーは、上述した長さの実現方法 c）
の放射リストに記載されているレーザーの代表であ

る。このリストには多くの遷移、およびレーザーが

記載されているが、「よう素 127 の R（127）11-5 ブ

ランチの f 線」に安定化された「波長 633 nm よう素

安定化ヘリウムネオンレーザー（以下 I2/HeNe レー

ザー）」が、ほぼ唯一、長さの国家標準として各国で

利用されている吸収線、およびレーザーである。国

際的に見れば、今でもこのレーザーを国家標準とし

て利用している国が大多数である。日本でも、2009
年までは「長さ用六百三十三ナノメートルよう素分

子吸収線波長安定化ヘリウムネオンレーザー装置で

あって、独立行政法人産業技術総合研究所が保管す

るもの」が国家標準であると経済産業省告示によっ

て指定されていた。現在でも特定標準器により直接

校正される「特定二次標準器」という役割を果たし

続けている 16)。

前述した MeP 中にある方法 c）の放射のリスト（2003
年）によると、I2/HeNe レーザーは、個体差による再

は次章で述べる。また、2019 年に実施された SI の定

義改定では、c を定義するということがより明確に記

述された。これについては 4 章で述べる。

このような定義改定の過程は、キログラムおよび

ケルビンの定義改定においても同様に採られている。

つまり、複数の基本単位を結ぶ基礎物理定数を、基

本単位の定義に基づいて精密測定した後、逆にその

定数を定義（固定値）として、基本単位とするよう

に変更するのである。

3 メートルの実現
3.1 長さの定義の実現方法

1983 年に改定されたメートルの定義では、国際度

量衡委員会（CIPM）から、定義の具体的な実現方法

（Mise en Pratique: MeP、英語では Practical realizations 
of the definitions）が勧告されている 10)。MeP は、や

や漠然とした感のある定義を踏まえ、それを具現化

するための手段を示す重要なものである。その内容

は以下の通りである。

a） 真空中の伝播距離 l は、測定された平面電磁波の

伝わる時間 t を用い l = ct の関係式から求める。

b） 周波数 ν の平面電磁波の真空中の波長 λ は、 
λ = c/νの関係式から求める。

c） あるいは、真空中の波長および周波数が与えられ

ている、国際度量衡委員会（CIPM）が勧告する放

射リストにある一つの放射。

　方法 a）は、光パルスや変調光を用い、その飛行

時間（time of flight: TOF）から距離を求めるものであ

る。c が定義となったことにより、波長とは関係な

く長さを決めることが可能となった。例えば、アポ

ロ 11 号などが月に置いてきた光反射板に向け、地球

上からパルスレーザーを発射し、約 38 万キロメート

ルの距離が現在は 1 mm（3 × 10-9）程度の不確かさ

で測定されている 11)。クリプトン 86 原子に基づく波

長標準の時代には、波長標準に起因する c の精度（3 
× 10-8）を被らなくてはならなかったが、定義改定に

より、一桁の精度向上を果たした。他にも、この方

法を使って長さを測定する装置に、測量などに用い

られる距離計がある。光の強度を変調して出射光と

反射光の位相差を検出する方式が現在の主流である。

光コム距離計 12) もこの原理に基づいている。この方

法は比較的長い距離の測定に適している。

方法 b）では、時間標準に基づいてレーザーの周波

数 νを測り、レーザー波長λ（= c/ν）を求める。そして、

波長が決定されたレーザーをマイケルソン干渉計等

の基準レーザーとして用いて長さ測定を行う。現在、

長さの精密な計測にはレーザー干渉計が使われるこ

とが多く、メートルの実現方法として最も一般的な
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光コムの最も重要な性質の 1 つは、周波数軸上に

おけるモード間隔が波長に依らず一定なことである。

そのため、図 1 に示すように、ゼロから数えて n 番

目のコムモードの周波数 ν (n) は次式のように表され

る。

                  (2)
  

( ) ceo repn f n f= +ν

ここで n は整数である。fceo はキャリアエンベロー

プオフセット周波数と呼ばれ、コムモードを frep 間隔

で仮想的にゼロまで延伸した時の余りの周波数であ

る。frep と fceo は RF 領域であり、これらを観測または

制御することで、光領域の ν (n) を一意に決めること

ができる。

（1）式を元に、周波数 ν0 の CW レーザーと光コム

の n番目のモードとのビート周波数が fbeatであるとき、

                  (3)0 ceo rep beatf n f f= + +
               

ν

の関係が成り立つ。fceo および frep を周波数標準である

UTC(NMIJ) に位相同期し、fbeat を計測することにより、

ν0 を求める（絶対周波数を計測する）ことができる。

3.3.2　国家標準「光周波数コム装置」
光コムは I2/HeNe レーザーと異なり超短光パルス

列である。これは、長さの標準として違和感がある

かもしれない。実際、光コムを既存の長さ測定用光

干渉計にそのまま適用することはできない。しかし、

特定標準器の役割は図 2 に示すようにレーザー周波

数の校正であり、干渉計に直接使えなくても問題は

ない。

特定標準器を光コムにすることには以下のような

メリットがある。

現性を含む標準不確かさが 2.1 × 10-11 であり、長さ

でいえば、月までの距離に対して 10 μm 以下の精度

に相当する。現在、干渉計測における空気の屈折率

補正は 10-9 台が限界であり、I2/HeNe レーザーの精度

は問題になっていない。

3.3  日本の国家標準２　光周波数コム

メートルの定義改定から 20 年近く経った 2000 年

頃、光周波数コム（光コム）によるレーザーの（絶対）

周波数計測が報告された 17)。レーザーの周波数計測

に必要な装置の規模は、部屋一杯の装置群だった「周

波数チェーン」から、光学定盤一台に十分に収まる

ものになった。さらに光コムは進化し、ファイバレー

ザーによる光コムの実現により、光周波数計測は、

実用的で、定常的に運用可能な課題となった。そして、

日本における長さの実現方法を、方法 c）から b）へ

変更すること、すなわち光コムを長さの特定標準器に

する可能性が浮上してきた。

3.3.1　光コムによるレーザーの周波数計測
光コムによるレーザーの周波数計測について簡単に

述べる。光コムは時間軸上では超短光パルス列であり、

周波数軸上で観察すると、図 1 に示すような等しい周

波数間隔で並んだモード（コムモード）群となる。そ

して、これら周波数軸上のコムモード一本一本は連続

発振レーザーとして扱うことができる 18)。

 

0
fceo

スペクトルが櫛のような形
→光コム（光の櫛）

周波数
νn = fceo + n・frep

時間

フーリエ変換

時間波形は超短光パルス列

frep

n本目のコムモードの周波数νn

図 1　光コムのスペクトル（概念図）

633 nmよう素安定化
He-Neレーザー

国際比較

波長1.55 �m帯の
安定化レーザ

長さ用波長633 nmよう素
安定化ヘリウムネオンレーザー

532 nmよう素安定化
Nd:YAGレーザー

1542 nmアセチレン
安定化レーザー

532 nmよう素安定化
Nd:YAGレーザー

※

ユーザー ユーザー ユーザー

国家標準

特定二次
標準器

633 nmよう素安定化
HeNeレーザー

国際的
整合性

光周波数コム装置

633 nmよう素
安定化HeNeレーザ

532 nmよう素安
定化レーザ

1.5 µm（Ｃバンド）
安定化レーザ

ユーザー

国際原子時（SI秒）

2009年7月に変更

長さ用波長633 nmよう素
安定化ヘリウムネオンレーザー

※ ※

ユーザー ユーザーユーザー

※特定標準器

図 2　日本の長さのトレーサビリティ体系（特定標準器に近いところのみ）
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これをもって日本では、メートルを実現する方法が c）
から b）に変わったといえる。

トレーサビリティ体系も図 2 に示すように変わっ

たが、ユーザーから見ると、レーザー周波数の校正

を受ける先が変わったのみで、ユーザーの設備を変

更する必要はなかった。また、産業界の長さ標準を

支えている 633 nm I2/HeNe レーザーについては、特

定標準器が 633 nm I2/HeNe レーザーであった時代は、

校正において被測定器物が特定標準器と同等である

ことを確かめる手続きとなっていたが、特定標準器

が光コムとなってからは、測定値とその不確かさを

校正証明書に明記できるようになった。

余談だが、他にも光コムを特定標準器とするメリッ

トがある。光コムは次世代の時間標準である光時計

にも必須の技術であるとともに、他にも多くの先端

的研究テーマや産業応用があり、当面は研究開発に

おいて活躍が想定される装置である。また、I2/HeNe
レーザーには産業的に大きな需要がなく、レーザー

チューブやガスセルの供給に若干の不安を抱えてい

る。一方で我々が利用している光コムは、エルビウ

ム添加光ファイバや励起用半導体レーザーなど、光

通信で使われる部品でほとんど組み立てることがで

き、供給に不安がない。

4 新しい SIにおけるメートル
2019 年、メートルを含む全ての基本単位の定義が

改定された。メートルについては「メートル（記号はm）メートル（記号はm）

は長さの SI 単位であり、真空中の光の速さは長さの SI 単位であり、真空中の光の速さ cc を単位を単位

m sm s − 1− 1 で表したときに、その数値を 299 792 458 と定で表したときに、その数値を 299 792 458 と定

めることによって定義される。ここで、秒はセシウめることによって定義される。ここで、秒はセシウ

ム周波数∆ム周波数∆νCsCs によって定義されるによって定義される。」と改定された。

メートルに関しては、実質的に何も変わらない。

光の速さ c を定義し、時間標準を基に長さを決める

ということをより明確に示すように文章が変更され

ているのみである。c の単位は [m/s] であり、時間 [s]
と長さ [m] を繋ぐ定数という解釈もしやすい。

一緒に定義が改定される質量（キログラム）、電流

（アンペア）、温度（ケルビン）については実質的に

大きく変わり、メートル同様、時間標準を基に、い

くつかの定義された基礎物理定数で定義されるよう

に改定される。長さ（メートル）に関しては、1983
年時点で既に、2019 年の改定を先取りしていたこと

になる。

メートルは、基礎物理定数を使って単位を定義す

ることにより実現方法を定義から切り離せることを、

実例として示してきた。例えば光コムの出現のよう

に技術が進化しても、定義を改定すること無しに、

新しく優れたメートルの実現方法を開発できる。

①　周波数の不確かさが小さい。

光コムの測定不確かさは、多くの場合、ほぼ基準周

波数のそれで決まる。光コム自体が持つ光とマイク

ロ波周波数の比較能力は、平均時間 1000 秒において

10-14 ～ 10-17 であり、産総研の時間標準 UTC(NMIJ) の
不確かさ（平均時間 1000 秒において 6.7 × 10-14）よ

りも十分に高い。すなわち、UTC(NMIJ) の精度での

光周波数計測が可能である。不確かさが小さいだけ

でなく、アライメントなどによって値が狂うことが

ないため、信頼性が高い。

②　広い波長帯の光周波数を 1 つの光コムで測定で

きる。

波長 633 nm の I2/HeNe が波長 633 nm のレーザーし

か校正できないのに対し、エルビウム添加光ファイ

バを用いたモード同期ファイバレーザーを基にすれ

ば、波長 500-2000 nm において光コムを発生させる

ことができ、この波長範囲では同じ不確かさでの周

波数計測が可能である。近年は大容量光通信で光通

信における波長管理が厳しくなり、波長 1.55 μm 帯の

レーザー周波数校正が求められるようになっている。

このような 633 nm 以外のレーザーとのトレーサビリ

ティを確保する上で、特定標準器が光コムであれば、

全ての校正を特定標準器によるものとでき、シンプ

ルである。

③　国際的な承認を得るための運用が容易。

光コム自体は周波数変換・比較装置なので、基本的

には、その基準である UTC(NMIJ) の値さえ国際的に

承認されていれば、測定結果は国際的に承認される。

UTC(NMIJ) は GPS 衛星を介して常時国際的に比較

されており、よう素安定化ヘリウムネオンレーザー

のように海外に持ち出して比較する必要がなくなる。

実際には、光コムの周波数変換・比較能力を、二つ

の光コムを比較するなどして評価しておく必要があ

るが、これはその場でできる作業である。

そして 2009 年、光コムは特定標準器「光周波数コ

ム装置であって、独立行政法人産業技術総合研究所

が保管するもの」として指定されるに至った 19)-21)。

図 3　産総研が保有する長さの特定標準器・光コム
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測長精度はせいぜい 7 桁である 22)。工場などの悪環

境下では 5 桁程度、つまり 1 m に対して 10 μm に落

ちると思った方が安全である。

　測定長さが長くない場合には、周波数（波長）の

安定度以外の要因が支配的な誤差になる。測定さ

れた光信号の位相を電気的に分割読み取りするの

で、干渉計の見かけの分解能はいくらでも上げら

れる。しかしながら、ヘテロダイン方式の場合に

は光学系の不完全さに起因する偏光のクロストー

クなどにより、またホモダイン方式の場合には光

検出器のゲインのばらつきなどにより、本来きれ

いな正弦波を描くはずの干渉信号に歪みが生じ 
る 23)。この誤差は干渉計の測定単位である 2 分の 1
波長毎に周期的に表れるためサイクリックエラーと

呼ばれ、装置によるが大きいものでは数 nm ある。最

近、測定光の空間分離及び光学素子の一体化により

サイクリックエラーを抑えたヘテロダイン干渉計が

開発され、これと、干渉信号のリサージュ図形をデ

ジタル信号処理により補正してサイクリックエラー

を補正したホモダイン干渉計を比較して、どちらも

サイクリックエラーが数 pm であることを確認した例

がある 24)。

5.2 ブロックゲージ

　レーザー干渉測長器は長さの「測定器」である。

それに対して、長さなどの量そのものを示す実体物

を「実量器」というが、なじみのない用語であり、

通常はゲージと呼ばれている。長さの世界で代表的

なものに、直方体の端面間隔で長さを表すブロック

ゲージがある。

　ブロックゲージを高精度に校正する際には干渉計

が使われる。ブロックゲージの一方の測定面を平面

基板に密着し、平面基板の表面とブロックゲージの

少しだけ注意したいのは、学術的に、光の速さが

本当に無限に高精度なのかどうかは別の問題だとい

うことである。将来、極めて精度の高い時間基準と

波長基準が現れ、これらを基に光の速さを c = νλか
ら算出したら、c の不確かさが観察できるようになる

かもしれない。その場合、SI では νまたは λの不確

かさとして辻褄を合わせることになる。筆者にはそ

のような状況は想像できないが、例えそのような不

確かさが存在したとしても、（恐らく極めて小さいの

で、）それをゼロとすることによる SI の歪みは長期間

発生しないように思える。

5 長さ計測におけるトピック
日本国内の長さ・幾何学量の標準供給体系の一部

を図 4 に示す。図 2 にあるように、特定二次標準器

は三つの波長帯のレーザーであるが、長さ・幾何学

量分野では、633 nm HeNe レーザーを用いることがほ

とんどである。これらのうち、上位標準や近年、産

業的重要性が増してきている標準について最近のト

ピックを紹介する。

5.1 レーザー干渉測長器

レーザー干渉測長器は一般的に高価であり、また

トレーサビリティ体系の上位に位置しているという

認識も影響して、測定精度が過大評価されているこ

とが多い。もちろん適切かつ注意深く使えば非常に

高い精度が得られる装置であるが、様々な誤差要因

があり、カタログ通りの精度を達成することは容易

ではない。

　通常のレーザー干渉計に利用される周波数安定化

レーザー自体の相対周波数安定度は 9 桁程度である

が、実際の長さ測定においては空気の乱れに大きな

影響を受け、理想的な測定環境においても得られる

よう素安定化HeNeレーザー（633 nm）

実用波長安定化HeNeレーザー（633 nm）

各 種 長 さ 測 定 機 器 （マイクロメータ、ノギスなど）

リングゲージ三次元測定機ナノスケール

巻尺，直尺

ブロックゲージ標準尺
デジタルスケール

レーザー干渉測長器
光波距離計

光周波数コム装置

図 4　長さ・幾何学量の標準供給体系（一部）
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着する方法より小さな不確かさを達成するのはまだ

困難である。

5.3 座標測定システム

　工業製品・部品の設計形状は、高性能化や高付加

価値化などの要請に応えて複雑化しており、三次元

離散座標の組み合わせによって形状や寸法の測定を

行う座標測定システム（Coordinate Measuring System : 
CMS）の普及が進んでいる 30)。CMSの基本的な構成は、

測定対象物の表面について、三次元座標を特定する

ための測定フレーム、および測定対象物の表面を検

知するためのプロービングシステムのふたつからな

る。

CMS は複数の離散的な測定点を組み合わせ、複雑

な図面指示や幾何公差に対応した測定を実現できる

が、測定のトレーサビリティを実用的に確保する観

点から、長さ・形状測定に関する性能評価法を受入

検査等として実施する。具体的には ISO 10360 シリー

ズおよび対応する JIS B7440 シリーズが広く用いられ

ている。

接触子を機械的に接触させて測定対象物の表面の

座標を取得する伝統的な CMS は 1 m あたり 1.5 µm
よりも良好な長さ測定誤差を少数の離散点測定によ

り実現できる一方、原理的に測定のスループットの

低い課題がある。近年注目されるのは圧倒的にスルー

プットの高い、可視光や X 線を用いた非接触 CMS で

ある。

5.4 光学式座標測定システム

　測定対象物に縞模様などのパターンを投影

し、異なる角度からカメラ撮像したときの投

影パターンの歪みから測定対象物の三次元形

状 を 三 角 測 量 に よ り 復 元 す る 光 学 式 CMS が

多 用 さ れ て い る（ 図 5）。 光 学 式 CMS の 高 速 
化・高分解能化により、測定に要する数秒間に 1000

もう一方の測定面との間隔を干渉計により測定する。

その際、レーザー干渉測長器のように干渉縞の数を

数える「計数法」ではなく、「合致法」が用いられ 
る 25)。あまり高精度でないブロックゲージの校正で

は、電気マイクロメータを使って、光波干渉によっ

て校正されたブロックゲージとの機械的な比較測定

が行われる。

ブロックゲージは長さの実量器としてもっとも高

精度なため、様々な測定器の校正に利用されてき

た。しかしながら、最近の超高精度三次元測定機の

校正に用いるのには十分な精度とは言えなくなって

きた。その最大の原因はブロックゲージの熱膨張

係数（CTE）の不確かさである。一般に三次元測定

機で測定する空間は広く、また、設置環境を長さ

の標準温度である 20 ℃に保つのも難しいため、ブ

ロックゲージの熱膨張による不確かさの影響が大き

い。鋼製のブロックゲージの CTE は ISO, JIS により 
(11.5 ± 1.0) × 10-6 K-1 程度とあるが、実際には、こ

の範囲内ではあるが期待値が 11.5 × 10-6 K-1 より小さ

いブロックゲージも多いし、範囲が± 1.0 × 10-6 K-1

しか保証されていないのでは不確かさが大きくなる。

最近は CTE を実測して CTE の不確かさを小さくした

ブロックゲージも市販されている。CTE の不確かさ

を小さくするもう一つの方法は、CTE 自体を小さく

する方法であり、比例して CTE の不確かさも小さく

なる。CTE がほぼゼロの低熱膨張ガラスやセラミッ

クを使ったブロックゲージも市販されている。

　ブロックゲージの長さは、経年変化することがあ

り、多くの場合製作直後の変化が大きく、時間と共

にその変化量は小さくなる。低熱膨張材料製のブロッ

クゲージは歴史が浅いためその振る舞いが未知であ

り、定期的に再校正するなど注意を要する 26)。

　また、最近のトピックとして、ブロックゲージ

を 2 台の干渉計で両側から測定する技術開発があ

る。ブロックゲージを平面基板に密着するには技術

が必要であり、ブロックゲージや平面基板を傷つけ

るおそれがあるし、手間がかかる。また、上記の熱

膨張や経年変化を評価する際には、変化量だけが

わかれば良いが、変化量が小さい場合が多く、測

定毎の密着によるばらつきが無視できない。その

ため、ブロックゲージを密着せず、両側の測定面

を光波干渉により測定する干渉計が開発されてい 
る 27-29)。ただし、ISO や JIS におけるブロックゲージ

の寸法の定義は、平面基板に密着したときの平面基

板表面とブロックゲージ測定面との間隔なので、こ

の干渉計でブロックゲージの絶対寸法を求める場合

には、光の表面反射における位相変化や表面粗さに

よる補正が両面分必要なため、従来の平面基板に密 図 5　光学式 CMS の測定例
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(a)

(b) 
図 6　計測用 X 線 CT によるホールプレートの撮像

(a) 配置 (b) ホールプレート

レートの矩形の輪郭形状と相関する形状偏差が円筒

穴に現れていることがわかる。

計測用 X 線 CT の性能評価法については産総研の

リードによって ISO 10360-11 として開発が始まって

いる。測定対象物の外部だけでなく内部についての

形状・寸法の測定を実現できる特徴と付随する誤差

要因とを考慮した、客観的な性能評価法を確立する

ことを目指している。

万点を越える測定点を出力し、測定対象の寸法・形

状を「面」の情報として得られるようになっている。

また、例えば 500 mm 程度の測定視野において 20 µm
よりも良好な長さ測定誤差を多数点群により実現す

るものも実用化されている。

多数点群による座標測定システムの性能評価法と

しては、直交型の測定フレームをもつものに限定し

て ISO 10360-831) およびこれに対応する JIS B7440-832)

が産総研のリーダシップにより整備済みである。こ

れ以外の形式の測定フレームをもつか、または測定

フレームを明確な形式ではもたない CMS（以下、非

直交光学式 CMS）の国際的な性能評価法も産総研の

リードにより ISO 10360-13 として開発が始まった。

その過程で、既存のガイドライン 33) が記載する 2 球

間距離による評価法は、非直交光学式 CMS の系統誤

差の分布によっては、測定誤差を十分には捕捉でき

ないことがわかってきた。そこで従来は補完的な評

価項目と位置づけられた平面形状を参照する評価項

目を強化することにより、この懸案を解消すること

を目指している。

5.5 計測用 X線 CT

　X 線 CT は医療用の断層撮影装置として発明・実用

化された。その後、主として非破壊検査を主な用途

として産業用の X 線 CT 装置が普及した。さらに X
線 CT の 3D スキャンイメージと 3D-CAD イメージと

を重ね合わせ、例えば製品・部品の形状が設計通り

にできているかどうかを検証するための計測手段と

して期待が集まっている。

近年になって、例えば光学式座標測定システムと

同程度の測定精度を実現する計測用 X 線 CT 装置の

開発および製品化が進められている。

X 線 CT は、複数の異なる方向から撮像した X 線

透過画像（レントゲン写真）をもとに、計算機上で

再構成計算を行って測定対象物の三次元形状を復元

する。そのため、測定対象の内部の密度分布や内部

の形状に依存して測定性能が変わる。X 線が物体内

部を透過することによる長さ測定誤差への影響につ

いて、計算機シミュレーションや実験によって検証

する試みも報告 34) されている。

約 50 mm 角の矩形の輪郭をもつアルミ合金の基板

に複数の円筒穴を開けたホールプレートを計測用 X
線 CT により撮像（図 6）して得た断面形状の例を図

7 に示す。この例の場合、X 線がホールプレートを

透過する距離はホールプレートの回転方向の角度位

置によって√2 倍の変動となる。図 7 には計測用 X 線

CT による測定値について、最小二乗あてはめ円から

の偏差を 10 倍に拡大して可視化している。ホールプ 図 7　測定されたホールプレートの断面形状例
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よる最初の定義から始まり、不滅の自然物であるク

リプトンランプによる定義、そして基礎物理定数に

よる定義のさきがけとなった、光の速さによる定義

改定と、長さ標準の歴史にも語るべきことは多い。

技術的な進歩がこれらの改定を推し進めてきた。

一見地味に見える計量標準の世界であるが、長さ標

準に関わるだけでも、レーザーの発明による干渉計

測や飛行時間測定、エレクトロニクスとコンピュー

タの発達によるデータ収集・解析、光コムの発明など、

多くのノーベル賞にも関わる革新が起こってきた。

メートルは、30 年以上前から時間標準と光の速さ

c によって定義されてきたこともあって、時間・周

波数分野との融合が一番進んでいる基本単位である。

そのため、長さ標準や長さ計測は、光コムの発明に

スムーズに対応することができた。そして、このよ

うなメートルの成功が 2019 年の SI の定義大改定を後

押ししたと言えよう。

新しい SI の定義はやや取っつきにくい感もあるか

もしれないが、基本的には洗練された美しい体系に

なっており、将来にわたり長期間使っていくのにふ

さわしいものであると考えている。メートルは最も

単純なモデルとして、理解のきっかけにしやすい単

位であろう。本稿が読者の計量標準に対する理解の

一助となれば幸甚である。

謝辞　本稿の執筆にあたっては、計量研究所 OB であ
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安定化レーザ」産工会，革新的研究成果誕生秘話，

33 (2016)
9) K. M. Evenson, J. S. Wells, Danielso.Bl, G. W. Day and 

5.6 ナノ長さ標準

　ナノテク産業で必要な標準は数多くあり、長さ計

測も例外ではない。例えば、半導体製造における品

質管理には計測性能が保証された走査型電子顕微鏡

CD-SEM が不可欠である。半導体の製造がアジアの

諸外国に押される中で、CD-SEM に関して日本は優

位を保っておりその世界シェアも非常に高い。

　CD-SEM の試料チャンバー内には校正済みのマイ

クロスケールが搭載されており、それを定期的に測

定することにより正確な長さ測定が行える。現在 100 
nm の周期構造を持つマイクロスケールが市販されて

おり、計量法登録事業者制度に基づいてその値を校

正する業者も存在する。その校正原理は波長 193 nm
の紫外線を試料表面に照射して、スケールにより回

折された光の回折角を測定するものである。さらに

50 nm のマイクロスケールも市販されているが、これ

だけ小さいピッチになると光を使っての測定は不可

能であるため、X線の回折を使って測定を行っている。

　ここで 100 nm のスケールの校正だけが計量法に基

づいて行われると記したのは、X 線の波長は、先に

述べた特定標準器である光コムより短く、トレーサ

ビリティが確立できないことによる。MeP に載って

いる光の波長はいずれも、現在のナノテク技術にとっ

ては長すぎて使えない。そこでもっと短い長さ標準

を確立する研究と、並行してそれらを計量標準とし

て確立する努力が続けられている。

　国際度量衡委員会（CIPM）長さ諮問委員会（CCL）
で提案されているナノ長さ標準は、校正を必要とせず

に自然現象に基づいて長さ標準が実現される intrinsic 
standard である。具体的には、シリコンの結晶格子間

隔が検討されている。

ナノ計測における他の重要な話題は、method 
divergence、つまり測定原理により測定値が異なる現

象である。ナノメートルスケールの線幅や粒径測定

には、原子間力顕微鏡や電子顕微鏡、光学的方法な

ど、複数の測定方法が使われているが、探針、電子線、

光などのプローブと被測定対象との相互作用が異な

るため、測定結果も異なる。測定値そのものや個々

の方法の不確かさに対して、方法間の結果の差が大

きい。標準試料が産業界で装置校正に使用される際

や異なる手法の結果比較の際には、method divergence 
に留意しなければいけない。

6. まとめ
国際単位系 (SI) における長さ（メートル：m）の定

義の歴史、実現方法、および長さ計測に関する最近

の動向について述べた。19 世紀末のメートル原器に
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プランク定数にもとづくキログラムの新しい定義とその実現方法
藤井　賢一

産業技術総合研究所　工学計測標準研究部門　首席研究員

1 はじめに
キログラムは質量の SI 基本単位であり、多くの力

学関連量を表す際に用いられる最も基本的な単位の

ひとつである。力、トルク、密度、粘度、質量流量

などの力学量に加えて比熱などのように単位質量あ

たりの物理量を表すときにも用いられる。また、原

子や素粒子の質量やその相対論的エネルギーを求め

る場合にも用いられるので、その利用範囲は極めて

広い。

現在、SI 基本単位として用いられているメート

ル（m）とキログラム（kg）の概念が明確になって

きたのは 18 世紀末のフランス革命の頃に遡る。この

とき、メートルは北極から赤道までの子午線の長さ

の 1 千万分の 1 として定義された。長さの単位が定

義できたので、物体の形状を測れば長さの定義から

体積の単位をつくることができる。当時、4℃におけ

る純水の最大密度は一定であると考えられていたの

で、キログラムは最大密度にある純水 1 リットルの

質量として定義された。しかし、質量を測る度に水

の体積を測るのは大変なので、利便性の観点から分

銅の質量に置き換えられた。このような考え方にも

とづいてつくられた純粋な白金製の確定メートル原

器と確定キログラム原器（図 1 参照）を基準として、

1799 年に世界で最初にフランスでメートル法が公布

された。

その後、メートル法の優位性は海外でも認められ

るようになり、1875 年にメートル条約が締結される

と国際度量衡局（BIPM）が設立され、1889 年にメー

トル条約にもとづいて第 1 回国際度量衡総会（CGPM）

が開催された。このとき、キログラムは白金にイリ

ジウムを 10 % 混ぜて硬度を高めた白金イリジウム合

金製の国際キログラム原器（International Prototype of 
the Kilogram: IPK）によって定義された（図 2 参照）。

当時、IPK と同じ材料でつくられた複製品が 40 個つ

くられ、IPK との質量比較によってそれぞれ質量が値

づけされたキログラム原器がメートル条約加盟国に

配布された。世界の質量標準は IPK とキログラム原

器によって維持されてきた。キログラムは、この IPK
という 130 年前につくられた人工物の質量によって

維持されてきた非常に珍しい単位である。7 つの SI
基本単位のなかで最後まで人工物によって定義され

てきたのがキログラムだった。

しかし、図 3 に示すとおり、IPK やその複製品は人

図 1　1799 年にフランスのメート

ル法で採用された確定キログラム

原器（左）と確定メートル原器

（右）：何れも純粋な白金製。写真

提供 : Terence J. Quinn 元 BIPM 局長

図 3　100 年間における各国のキログラム原器

と国際キログラム原器（IPK）との質量差の変

動 ∆m の履歴：副原器は BIPM に保管されてい

る IPK の複製品。多くのキログラム原器の質量

は IPK に対して増加してきたかのようのみえる

が、IPK そのものの質量が減少してきた可能性も

ある。

図 2　1889 年にメートル条約にも

とづいて質量の単位の定義として

採用された国際キログラム原器：

直径、高さともに 39 mm の直円

筒型。白金イリジウム合金製。写

真提供 : BIPM
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づく新しい定義がもたらす影響などについて述べる。

2 新しい定義についての考え方
キログラムの新しい定義としては、原子の数から

質量を決めるアボガドロ定数 NA にもとづくものと、

アインシュタインの関係式（特殊相対性理論と光量

子仮説）から光子のエネルギーと質量とを関係づけ

るプランク定数 h にもとづくものとが提案されてき

た 10-19)。前者は比較的古くからある考え方であり、相

対原子質量の基準である 12C の 1 原子あたりの質量を

基準にすれば、

　◆　 キログラムは基底状態にある静止した 5.018··· 
× 1025 個の自由な炭素原子 12C の質量に等し

い。

と定義することができる。ここで、5.018··· × 1025 と

いう数値はアボガドロ定数 NA = 6.022··· × 1023 mol − 1

の数値の部分を 1000/12 倍して求めることができる。

一方、プランク定数にもとづく定義は比較的最近

提案されるようになってきた考え方である。前述の

アインシュタインの関係式を用いればエネルギー

を E = mc2 = hνと表すことができる。ここで、m は

物体の静止質量、νは光子の周波数を表す。エネル

ギーと質量が等価であり、しかも光子の周波数に

よってそのエネルギーを表すことができるので、静

止質量 m と等価なエネルギーをもつ光子の周波数は 
ν = mc2/h として表すことができる。真空中の光の速さ 
c = 299 792 458 m/s は 1983 年のメートルの定義改定以

来、既に不確かさのない定数になっているので、m に

1 kg を代入して、プランク定数 h = 6.626··· × 10 − 34 J s
を不確かさのない定数として定義してしまえば、

　◆　 キログラムは周波数が (299 792 458)2/(6.626···
× 10 − 34) ヘルツ（Hz）の光子のエネルギーと

等価な質量である。

と定義することもできる。

キログラムの定義を改定する上で、アボガドロ

定数とプランク定数の何れを基準にすべきである

のかがしばしば議論されてきたが、キログラム

だけに着目すれば、何れの定数を用いても定義

することが可能である。ここで重要なことは NA

と h の間に厳密な関係が成立するということであ

る。Me を電子のモル質量、αを微細構造定数、R∞
をリュードベリ定数とすると、電子の質量は me =  
2h R∞ / (c α2) で表され、定義から NA = Me / me である

ことから、NA は以下の式によって h に関連づけられ

る。

  (1)　
　

2. 新しい定義についての考え方 

2
=

2
e

A hR
cM

N
∞

α

工物なので、表面汚染などによる質量変動が避けら

れない。このため、これらの質量の安定性は 50 µg（1
億分の 5）程度が限界であると考えられている 1)-3)。

このため基礎物理定数 4) など自然界に存在する決し

て変わることのない普遍的な定数にもとづいてキロ

グラムの定義を改定することがかなり以前から提案

されてきた。しかし、これまでは IPK の質量安定性

を超える精度でアボガドロ定数やプランク定数など

の基礎物理定数を測定することができなかったため、

キログラムの定義改定は長い間実現しなかった。2012
年の科学誌ネイチャー 5) によれば、キログラムの定義

改定は重力波検出などと並び、物理学において解決

できていない 5 つの重要課題の 1 つに挙げられてい

た。

しかし今世紀に入ってからようやく、これを上ま

わる精度での測定が可能になり、国際度量衡委員会

（CIPM）の単位諮問委員会（CCU）では、キログラ

ムだけではなくアンペア、ケルビン、モルを含む 4
つの SI 基本単位をそれぞれプランク定数 h、電気素

量 e、ボルツマン定数 k、アボガドロ定数 NA を用い

て定義し直すことを提案してきた 6, 7)。

2011 年に開催された第 24 回 CGPM では、上記の 4
つの SI 基本単位の定義を将来同時に改定することい

う基本方針を採択した。この時点では定義を改定す

る時期と、用いるべき基礎物理定数の値は決められ

なかったが、将来、これらの基礎物理定数の不確か

さが十分に小さくなった段階で、科学技術データ委

員会（CODATA）の基礎定数作業部会（Task Group on 
Fundamental Constants: TGFC）4) が決定する値を用いて

これらの SI 基本単位の定義を改定することが採択さ

れた。さらに 2014 年に開催された第 25 回 CGPM で

は、前回の決議を引き継ぐとともに、2018 年に開催

される第 26 回 CGPM において、これらの定義改定を

実施するかどうかを審議することが決議された。そ

のために、CODATA の基礎定数作業部会（TGFC）で

は 2017 年 7 月 1 日までに受理された論文に報告され

ているデータにもとづいて、SI の新しい定義で用い

られるプランク定数 h、電気素量 e、ボルツマン定数 k、
アボガドロ定数 NA の特別調整値を決定した 8, 9)。

2018 年 11 月に開催された第 26 回 CGPM では、

CODATA の TGFC が決定した特別調整値を用いて新

しい定義に移行することが、メートル条約加盟国の

賛成多数で採択された。その結果、2019 年 5 月 20 日

の世界計量記念日（World Metrology Day）から新しい

定義が施行され、130 年ぶりにキログラムの定義が改

定された。

本稿ではキログラムの定義改定をめぐる最新の動

向について解説するとともに、プランク定数にもと
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から、アボガドロ定数は NA = M(Si)/m(Si) として求

められる。ここで、M(Si) はシリコンのモル質量 
（1 モル当たりの質量）を表す。したがって、アボガ

ドロ定数は次式で与えられる。

      　　　(2)
　

3A (Si)
(Si)8=

(Si)
(Si)=

aρ
M

m
MN

M Mx

x

i

i

i

i

i(Si)  = ∑ ( Si ) ( Si )
30

= 28

∑ ( Si )30
= 28  = 1

上式において、面指数 (lmn) の格子面間隔を dlmn とす

ると格子定数は a = (l2 + m2 + n2)1/2dlmn として与えられ

るので、例えば、面指数 (2 2 0) の格子面間隔 d220 を

X 線回折によって測定すれば格子定数は a = 81/2d220 と

して求められる。

モル質量は同位体存在比の測定から求められる。自

然界に存在するシリコンには 3種類の安定同位体 28Si、
29Si、30Si があり、それらの存在比はそれぞれ約 92 %、 
5 %、3 % である。これらの核種の相対原子質量

Ar(
iSi) は 10 − 10 よりも小さい相対標準不確かさで既に

求められているので、それぞれの核種の存在比 x(iSi)
を質量分析計によって測定すれば、その平均モル質

量は次式から求められる。

　
3A (Si)

(Si)8=
(Si)
(Si)=

aρ
M

m
MN

M Mx

x

i

i

i

i

i(Si)  = ∑ ( Si ) ( Si )
30

= 28

∑ ( Si )30
= 28  = 1

(3)　

　　　
　

3A (Si)
(Si)8=

(Si)
(Si)=

aρ
M

m
MN

M Mx

x

i

i

i

i

i(Si)  = ∑ ( Si ) ( Si )
30

= 28

∑ ( Si )30
= 28  = 1ここで、　　　　　　=1 であり、従来の SI の定義に

おいて各核種のモル質量は M(iSi) = Ar(
iSi) g/mol とし

て与えられる。

Ｘ線結晶密度法によるアボガドロ定数の測定にお

いて重要な役割を果たしたのは、1965 年の Bonse 
ら 25) によるＸ線干渉計（x-ray interferometer）の開発

である。それまで、結晶の格子定数は X 線の波長を

基準として X 線回折から求められていたが、基準と

なる X 線波長の不確かさが大きかったため、それよ

りも小さい不確かさで格子定数を測定できなかった。

Ｘ線干渉計が開発されたことによって、光の波長を

基準にして格子定数を測定することが可能となり、

不確かさが飛躍的に減少した。

上式において、h を除く基礎物理定数群 NA h = c Me α
2 /  

(2 R∞ ) はモルプランク定数（molar Planck constant）と

呼ばれ、その値は 4.5 × 10 − 10 の相対標準不確かさで

既に求められている 4)。この不確かさは NA や h につ

いての最新の測定の不確かさよりも十分に小さいの

で、何れの定数を用いてもキログラムを定義するこ

とが原理的には可能である。

しかし、電圧と電気抵抗につてはそれぞれ交流

ジョセフソン効果と量子ホール効果を用いた電気

標準が既に実用化され、高い再現性で維持され

ている。このため、プランク定数 h をキログラ

ムの定義に採用し、さらに電気素量 e も不確かさ

のない定数として定義してしまえば、ジョセフ

ソン定数（KJ = 2e/h）とフォンクリッツィング定

数（RK = h/e2）に関する 1990 年の協定値（KJ-90 と 
RK-90）

20), 21) に頼ることなく、SI の定義として交流ジョ

セフソン効果と量子ホール効果からアンペアの定義

を実現することが可能になる。このような考え方か

ら、2011 年に開催された第 24 回 CGPM では、キロ

グラムの定義として以下のようにプランク定数 h の

値を明示する表現方法が採択された。

　◆　 キログラム（記号は kg）は質量のSI単位であり、

プランク定数 h を単位 J s（kg m2 s − 1 に等しい）

で表したときに、その数値を 6.626 … × 10 − 34

と定めることによって定義される。

今回の定義改定ではアンペア、ケルビン、モルの定

義についても同様にそれぞれ電気素量 e、ボルツマン

定数 k、アボガドロ定数 NA の値を明示する表現方法

が採択された。

3 アボガドロ定数の測定方法
従来用いられてきた SI の定義 22, 23) では、アボガド

ロ定数 NA はモルの定義から測定によって求められる

基礎物理定数だったので、12 g の 12C に含まれる原

子の数を数えればよいと思われるかもしれない。し

かし、その数が膨大であるため、直接的に原子や分

子の数を測るには天文学的に長い時間を要する。そ

こで、シリコン結晶などの完全性の高い結晶の格子

面間距離を測定して原子の数を求める X 線結晶密度

（X-ray crystal density: XRCD）法 23) と呼ばれる測定原

理が開発されてきた。

図 4 に示すようにシリコン結晶などは立方晶系

に属する結晶であり、格子定数 a の単位胞（unit 
cell）には平均で 8 個の原子が含まれ、その体積

は a3 である。シリコン結晶の単位胞の密度、すな

わち、微視的な密度が巨視的な密度 ρ(Si) に等しい

ものと仮定すると、シリコン原子１個あたりの質

量 m(Si) は ρ(Si)a3/8 に等しい。また、モルの定義

図 4　シリコンの結晶構造：一辺の長さはを格子定数 a
とする立方晶系の単位胞には平均で 8 個のシリコン原子

が含まれる。
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線と回折 X 線は干渉し、格子面間距離に等しい周期

でアナライザーが移動する毎に X 線は明滅する。し

たがって、アナライザーの移動距離 x をレーザー干

渉計で絶対測定しながらＸ線の強度変化を観測すれ

ば、結晶の格子面間距離を絶対測定することができ

る。

3.1 シリコンの同位体濃縮とモル質量の測定

XRCD 法による従来の測定では自然同位体比のシ

リコンが用いられてきたので、モル質量 M(Si) の測

定精度に限界があり、質量分析計によるシリコンの

モル質量の測定の相対標準不確かさは最も小さい場

合でも 2.4 × 10 − 7 だった 26)。これが原因となり、IPK
の質量安定性を超える精度でアボガドロ定数を測る

ことができなかった。

この課題を解決するために、28Si 同位体濃縮単結晶

を用いて NA を高精度化するためのアボガドロ国際プ

ロジェクト（International Avogadro Coordination (IAC) 
Project）が 2004 年から実施された 27), 28)。このプロジェ

クトには現在、産業技術総合研究所の計量標準総合

センター（NMIJ）、ドイツ物理工学研究所（PTB）、
イタリア計量研究所（INRiM）、オーストラリア連邦

計量研究所（NMIA）、BIPM などが参加している。遠

心分離法による同位体濃縮 29)、化学精製、多結晶化

などを経て 99.99 % まで同位体濃縮された 5 kg の 28Si
同位体濃縮単結晶が 2007 年に得られた。このような

大規模なシリコンの同位体濃縮を行ったのはこのプ

ロジェクトが世界で最初である。

この結晶の同位体測定には誘導結合プラズ

マ 質 量 分 析 計（ICP-MS） を 用 い た 同 位 体 希 釈

分析法が用いられた。その測定に当初は気体

質量分析法 26) が用いられたが、濃縮度が高い

ため、質量分析計で検出されるイオン電流の

比 I(29SiF3
+)/I(28SiF3

+) と I(30SiF3
+)/I(28SiF3

+) は 1 × 
10 − 5 程度であり、この小さな比を高精度に測定する

ことは極めて困難だった。

このため、PTB の Pramann ら 30) は 28Si 同位体濃縮

結晶の測定のための同位体希釈分析法を開発した。

この方法は、28Si とのイオン電流比を直接測定するの

ではなく、微量成分である 29Si と 30Si についての測定

の他に、29Si 同位体濃縮試料と 30Si 同位体濃縮試料に

ついての測定も実施し、連立方程式を解くことによっ

て、x(28Si) = 1 – x(29Si) – x(30Si) の関係から 28Si 同位体

濃縮結晶のモル質量を求めることを特徴とする。こ

れによって、極めて小さなイオン電流の比の測定を

避けることができるようになった。その結果、モル

質量の測定精度を飛躍的に向上させることが可能に

なった。

図 5にマッハ・ツェンダー型のX線干渉計を示した。

シリコン単結晶の塊を研削して、3 枚並行に等間隔に

並んだ形の厚さ約 1 mm の平行平板を準備する。そし

て、3 枚目の結晶（アナライザー）を切断し、その格

子面に対して法線の方向に平行移動させる。

図 6 に結晶よる動力学的回折 10) によって X 線の透

過型対称反射が起こる様子を示した。アナライザー

をその格子面に対して法線の方向（逆格子ベクトル

の方向、ここでは x 方向）に平行移動すると、透過 X
線の位相は変化しないが、回折 X 線の位相はアナラ

イザーの移動距離 x に応じて変化するので、透過Ｘ

図 5　X 線干渉計の構造：シリコン単結晶の塊を研削し

て、3 枚並行に等間隔に並んだ形の厚さ約 1 mm の平行

平板を準備する。そして、3 枚目の結晶（アナライザー）

を切断し、その格子面に対して法線の方向に平行移動さ

せることができるようにする。

スプリッター

ミラー

アナライザー

入射X線

x

透過X線 回折X線

透過方向 回折方向

d220

図 6　Ｘ線干渉計による格子定数の測定原理：アナライ

ザーを逆格子ベクトルの方向（x 方向）に走査すると、

透過Ｘ線と回折Ｘ線とアナライザーで干渉し格子面間距

離 d220 に等しい周期で明滅する。アナライザーの移動距

離 x をＸ線の強度変化の関数としてレーザー干渉計で絶

対測定すれば、光の波長を基準として格子面間距離 d220

を絶対測定することができる。
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膨張係数は室温において約 2.56 × 10–6 K–1 なので、X
線干渉計によって格子定数を測ったときの温度と球

体の直径を測った時の温度が高い精度で整合してい

る必要がある。このため、図 7 に示す真空容器の側

面と上下面に恒温水を循環させて真空槽そのものの

温度を一定に保ち、さらに真空容器の内部に銅の放

射シールドを設け、放射シールドの外側に面状に貼

りつけたヒーターによって、放射シールドの温度を

制御する。放射シールドの内面には黒体塗装が施し

てあるので、黒体放射によって球体の温度を一定に

保つ。このようにして得られる球体の温度の安定性

は約 0.3 mK であり、ITS-90 にもとづく温度測定の標

準不確かさは 0.6 mK である 34)。
28Si 同位体濃縮単結晶球体の表面は厚さ数ナノメー

トルの酸化膜などの表面層で覆われている。このた

め、NMIJ では精密な密度測定を行うために、藤田 
ら 36) による分光エリプソメトリー（SE）と張ら 37) に

よる X 線光電子分光法（XPS）など複数の表面計測

技術によって、球体表面に存在する物質の種類、化

学組成、化学的結合状態、厚さなどを評価し、シリ

コン単結晶の部分（core）の体積と質量からその密度

を求める方法を開発した。これらの表面分析技術を

導入することによって、表面層が直径測定に与える

影響の標準不確かさを 0.2 nm 程度にまで低減させる

ことに成功した 35)。温度測定や表面分析などの不確

かさを考慮した直径測定の標準不確かさは 0.6 nm で

あり、水島ら 38) による球体の質量測定や表面層の質

量測定 35)-37) の不確かさなど、全ての不確かさを含め

ると、28Si 同位体濃縮単結晶の密度測定の相対標準不

確かさは約 2.3 × 10 − 8 である。

3.3 格子定数の測定とその均一性の評価

X 線干渉計によって X 線の明滅を観測するために

は、数ナノラジアン（nrad = 10 − 9 rad）の精度でアナ

ライザーの角度を制御し、かつ、その移動距離を数

ピコメートル（pm）の精度で測定する必要がある。

このため、従来の X 線干渉計では、精度の高い並行

移動を実現するために金属の弾性変形を使ったヒン

ジメカニズム 10) を用いていた。しかし、その移動距

離は最も大きい場合でも 0.1 mm 程度だったので、格

子定数の測定精度を向上させることは困難だった。

この問題を解決するために、INRiM の Massa ら 39)

は移動距離 50 mm の移動台の上に置かれた 3 個の圧

電素子（PZT）を利用し、アナライザーの動きを原子

レベルの精度でセンシングして制御し、極めて高い

精度での並行移動を実現しながら長い移動距離を得

ることに成功した。これによって格子面間距離 d220 の

測定精度が大幅に向上し、1.7 × 10 − 9 の相対標準不確

その後、この測定には様々な改良が施され、NMIJ
の成川ら 31) は、シリコン結晶の溶媒として、従来よ

く用いられてきた水酸化ナトリウム（NaOH）に代わ

り、水酸化テトラメチルアンモニウム（TMAH）を

用いた。これによって、ICP-MS によるイオン電流測

定のノイズ（background）を減らすことができるよう

になり、28Si 同位体濃縮結晶のモル質量測定の相対標

準不確かさを 5.2 × 10 − 9 まで低減させることが可能

になった。

3.2 球体を用いた結晶密度の測定

従来、シリコン単結晶の密度測定にはアルキメデ

スの原理を用いた浮力測定が用いられてきたが、シ

リコン単結晶球体を用いれば、浮力測定を介すこと

なく、その質量と形状計測からシリコン単結晶の密

度を直接求め、密度測定の精度を極限まで向上させ

ることができる。このため、アボガドロ国際プロジェ

クトでは 28Si 同位体濃縮単結晶から質量約 1 kg、直

径約 94 mm の球体 2 個を切り出して研磨した。

アボガドロ国際プロジェクトを開始した当初、球

体はオーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO）
32) で研磨されていたが、その後、金属による表面汚

染が少ない研磨技術が PTB で開発され、直径の凹凸

の最大値が約 70 nm、標準偏差が約 7 nm の球体が得

られるようになった。凹凸の小さい球体の体積はそ

の平均直径から小さい不確かさで求めることができ

るという幾何学的な解析結果 33) があるので、NMIJ で
は球体の表面にほぼ均一に分布した 2320 方位からそ

の直径を測定した。直径測定のために倉本ら 34), 35) 開

発したレーザー干渉計を図 7 に示した。

直径測定においては球体の温度測定も重要な要素

である。X 線結晶密度法において結晶試料の熱力学

温度の絶対値は必要ではないが、シリコン結晶の線

図 7　中央にみえるシリコン球体の直径（約 94 mm）を

サブナノメートルの精度で測るレーザー干渉計 34), 35)。
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照射するマイクロ波の周波数を表す。また、量子化

ホール抵抗 RH(i) = RK/i（i は整数）によって校正され

た標準抵抗の抵抗値を R = bRH（b は校正係数）として、

この標準抵抗に電流 I を流し、この標準抵抗に生ずる

電位差をジョセフソン電圧 UJ2 = n2 f2/KJ として測定す

れば、電気標準を基準として電流 I を計測することが

できる。このとき電気的仕事率は次式で表される。

  (4)　
　

= J J1 2 =
 1  2  1  2

J
2
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= ℎ

 1  2  1  2

4

ℎ mgv=
4
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式 (4) において電気的仕事率 UI は力学的仕事率 Fv に

等しいので、重力加速度 g のもとで質量 m の物体に

加わる重力 mg と釣り合うように電磁力 F を制御すれ

ば、プランク定数 h は次式から求められる。

(5)　
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式 (5) において、電磁力 F と速度 v は、質量、長さ、

時間の測定から求められる。したがって、交流ジョ

セフソン効果と量子ホール効果を用いることにより、

キッブルバランス法から SI 単位の定義にしたがって

プランク定数 h を絶対測定することができる。キロ

グラムの定義改定後には、逆にプランク定数 h を基

準として式 (5) から物体の質量 m を求め、キログラム

の新しい定義を実現する。

図 9 にラジアル磁場（中心から周囲に湧き出る磁

場）を用いた測定原理を示した。ラジアル磁場を用

いると、ムービングコイルの移動範囲にわたってほ

ぼ均一な磁場が得られ、また、移動コイルを通過す

る全磁束が、コイルの大きさや形によらずにほぼ一

定に保たれるので、安定性の高い測定が可能になる。

ムービングコイルとラジアル磁場を用いても UI = Fv

という関係が保たれる。(a) の電流測定モードではコ

イルに電流 I を流し、ムービングコイルが発生する電

磁力 F と重力 mg が釣り合うように電流 I を制御する。

この時、ムービングコイル側（左）に 1 kg の分銅を

置き、補助コイル側（右）に 500 g の分銅を置いた状

態で、1 kg の分銅を加除すると、電流 I の向きを変え

ることで 1 kg の質量差に相当する電磁力差を発生さ

せることができるので、より少ない電流での測定が

可能になり、コイルでの発熱を抑えることができる。

また、電流 I の向きを変えることで、電圧測定に伴う

オフセットなどを相殺することができる。キッブル

バランス法では絶対重力加速度計を用いた g の精密

測定も必要である。(b) の電圧測定モードでは、ムー

ビングコイルが一定の速度 v で移動するように補助コ

イルに流す電流を制御し、ムービングコイルの変位

を時間の関数としてレーザー干渉計で測定しながら、

かさで格子定数を測定することが可能になった。

結晶内の格子定数は必ずしも一様ではなく、不純

物濃度などの影響によって格子定数は変化する。こ

のため、X 線干渉計の部分の測定だけから結晶全体

の格子定数を評価することはできない。NMIJ の早稲

田ら 40) は高エネルギー加速器研究機構（KEK）で得

られる放射光を利用し、自己参照型格子比較器を開

発した。これによって、高い分解能で板状の結晶試

料の格子定数の 2 次元分布を短時間で評価すること

が可能になった。その結果、格子定数の 2 次元分布

の標準偏差は 5.5 × 10 − 9 であることが確かめられた。

また、この評価技術は、異なる結晶試料間の格子比

較にも利用されている。

４ プランク定数の測定方法
ワットバランス（watt balance）41), 42) は電流天びんと

も呼ばれ、当初はアンペアの定義を実現するために

考案された実験装置であるが、電圧は交流ジョセフ

ソン効果、電気抵抗は量子ホール効果によって実現

できるようになった現在では、電気標準の再現性が

飛躍的に高まった。このため、電気標準を基準として、

逆にキログラムの定義を実現することが試みられて

いる。最近では原理発明者の名前に因んでキッブル

バランス（Kibble balance）と呼ばれることも多い。

その測定原理を図 8 に示した。磁束密度 B の磁場

中で長さ L の導体に電流 I を流したときに導体に働く

電磁力 F を測定し、次に、同一磁場中における同一

導体を速度 v で移動したときに生じる電圧（起電力）

U を測定する。このときの電気的仕事率 UI は力学的

仕事率 Fv に厳密に等しくなる。この測定方法がワッ

トバランス（仕事率天びん）法と呼ばれる由縁であ

る。電圧 U は、ジョセフソン電圧 UJ1 = n1 f1/KJ として

測定することができる。ここで、n1 はシャピロース

テップの数を表す整数、 f1 はジョセフソン接合素子に

UI = Fv
図 8　キッブルバランス法による仕事率の測定原理 : 電
子力 F と速度 v の積は電圧 U と電流 I の積に厳密に等し

くなる。
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はこれらのデータの共分散を評価し、アボガドロ国

際プロジェクトで得られた NA の値を最終的に以下の

ように評価した。

 NA = 6.022 140 588(65) × 1023 mol − 1　　　(6)

ここで、括弧内の数値は最後の桁における標準不確

かさを表す。その相対標準不確かさは 1.1 × 10 − 8 で

ある。

CODATA では 2017 年 7 月 1 日までに受理された論

文に報告されているデータにもとづいて、h、e、k、
NA の値を決定した。これを CODATA による 2017 年

特別調整と呼んでいる。プランク定数 h については

図 10 に示す 8 つのデータからキログラムの新しい

定義に用いられる h の値が決定された 8), 9)。筆者も

CODATA 基礎定数作業部会の委員の一人として今回

のプランク定数の値と不確かさの評価を行った。こ

れら 8 つのデータのうち、4 つはキッブルバランス法
48)-51) によって測定され、残りの 4 つはアボガドロ国

際プロジェクト（IAC）において XRCD 法 28), 44)-46) に

よって測定されたものあり、そのうちの 1 つは NMIJ
単独 46) での測定結果である。CODATA では、これら

8 つのデータの共分散を評価し、それらの重み付け平

均から h の特別調整値を決定した。

さらに CODATA では音響気体温度計（acoustic gas 
thermometer: AGT）52) によるモル気体定数 R の測定結

果など合計で 11 のデータからボルツマン定数 k の特

別調整値を決定した。電気素量 e の特別調整値は以

下の式

  (7)　
　

=
2α
μ c

e ℎ

0

を用いて、アボガドロ定数 NA の特別調整値は式 (1)
を用いて h の特別調整値から決定された。

ムービングコイルに生じる電圧 U を測定する。

米国国立標準技術研究所（NIST）の Steiner ら 43) は

この方法によって 3.6 × 10 − 8 の相対標準不確かさで h
を測定し、IPK の質量安定性（5 × 10 − 8）超える精度

でhを測定することに世界で初めて成功した。その後、

後述するように、カナダ国立研究機構（NRC）やフ

ランス国立標準研究所（LNE）でもキッブルバラン

ス法による高精度なデータが得られている。

５ プランク定数の決定
アボガドロ国際プロジェクトでは、28Si 同位体濃縮

結晶の格子定数、密度、モル質量などの精密測定を

行い、2011 年から 2017 年かけて改良を施しながら、

合計で 4 つの測定結果を発表した 28), 44)-46)。筆者ら 47)

(a) 電流測定モード

(b) 電圧測定モード

1 kg

位置検出

光波干渉計

500 g

制御電流 I

磁束密度B
分銅加除機構

ナイフエッジ

ムービングコイル

F = mg

速度検出

光波干渉計

制御電流

磁束密度B
電圧 U

ナイフエッジ

ムービングコイル 補助コイル

図 9　ラジアル磁場を用いたキッブルバランス法による

仕事率の測定原理 : (a) 磁束密度 B の磁場中にあるムー

ビングコイルに流す電流 I を制御し、1 kg の物体に働く

重力 mg と電磁力 F とを釣り合わせる。(b) このムービ

ングコイルが同一の磁場中において一定速度 v で移動す

るよう補助コイルの電流を制御し、ムービングコイルに

生じる電圧（誘導起電力）U を測定する。

図 10　2017 年 7 月 1 日までに報告されたプランク定数

の測定結果と CODATA が決定したプランク定数の特別

調整値 : エラーバーは標準不確かさを表す。
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ここで、Vcore は光波干渉測定と表面分析から得られる
28Si 同位体濃縮結晶球体の結晶部分の体積、Ar(e) は電

子の相対原子質量、mdeficit は不純物や原子空孔などの

点欠陥の影響を表す。式 (8) において 2hR∞ /(cα2) は電

子の質量 me を表すので、この方法がプランク定数に

トレーサブルであることを示す。今のところ、NMIJ
では 24 µg の標準不確かさでプランク定数からキログ

ラムの新しい定義を実現することに成功している 35)。

7  キログラムの新しい定義がもたらす
もの

キログラムの新しい定義がもたらす恩恵として最

も大きなものは、BIPM に保管されている IPK に頼る

ことなく、技術さえあれば誰もがプランク定数を基

準として質量の基準をもつことができるようになる

こということである。これは 1983 年に長さの定義が

光速度に移行し、光周波数さえ測れれば誰もが長さ

の基準をもつことができるようになったのと同じで

ある。

キログラム、アンペア、ケルビン、モルの定義が

改定されると、h、e、k、NA は不確かさのない定数に

表 1 に CODATA による h、e、k、NA についての

2017 年特別調整の結果を示した。プランク定数の特

別調整値の相対標準不確かさは 1.0 × 10 − 8（1 億分の

1.0）である。これはプランク定数の測定の不確かさ

が IPK の質量の安定性である 5 × 10 − 8（1 億分の 5）
よりも十分に小さいことを表す。SI の新しい定義で

はこれらの値は表 2 に示す通り、不確かさのない定

数として定義された。今回のプランク定数の決定に

おいて、NMIJ は半数である 4 つのデータに貢献した。

1889 年に IPK によって質量の単位が定義されて以来

130 年ぶりとなるキログラムの定義改定に、日本が大

きく貢献する成果を残すことができた。

6 キログラムの新しい定義の実現方法
キッブルバランス法によってキログラムの新

しい定義の実現する方法については 4 章で既に

解説した。X 線結晶密度法によってキログラム

の新しい定義を実現する場合、28Si 同位体濃縮結

晶の格子定数とモル質量は一度測定してしまえ

ば、その結晶については、それらの値は変化しな

いので、NMIJ では 28Si 同位体濃縮結晶球体の直 
径、体積、表面の測定からキログラムの定義を精度

よく実現するための研究を行っている。

図 11 に示すように、球体の表面には酸化物（SiO2）

などの幾つかの層が存在する。これらの層の厚さは

数ナノメートル、質量は約 100 µg に及ぶので、キロ

グラムの定義を実現する上では無視できない。この

ため SE36) や XPS37) などによって表面層の厚さと質量

を評価することが必要である。表面層の質量を mSL、

結晶部分の質量を mcore とすると、球全体の質量 msphere

は式 (1) と (2) から次のように表される 17), 19), 24)。

図 11　シリコン単結晶球体の表面には酸化膜（SiO2）
など厚さの合計が 1 nm ～ 2 nm の層（surface layer: SL）
が存在する : 表面分析によってこれらの厚さと質量を評

価し、結晶部分（core）の体積 Vcore から X 線結晶密度

法によって core の部分の質量 mcore を求め、それに表面

層の質量 mSL を加えて、シリコン結晶球体全体の質量

msphere が求められる。

表 1　CODATA による 2017 年特別調整

表 2　SI の新しい定義で用いられる基礎物理定数
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通じてナノテクノジーなどに広く貢献するものと期

待されている 57)。
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1 はじめに
時間は国際単位系（SI）の七つの基本量の一つであ

り、記号は t、単位は「秒」で、単位の記号は s であ

る。また、古くから使われている「分」、「時」、「日」

の三つの時間単位も SI と併用することが認められて

いる。時間は、あらゆる計測量の中で、最も正確に

計測できるもので、長さや電圧など、他の基本単位

の精度を支えている。例として、GPS ナビゲーショ

ンシステムでは、衛星に搭載されている原子時計の

信号を使って、距離計測を行い、車などの物体の位

置を精度良く決めている。

時間を計るのは時計なので、ここで時計の原理を

説明しておこう。時計は、周期現象を伴う振動子と

その周期を数えるカウンター（計数器）から構成さ

れている。人間が太古の時代から使ってきた日時計

は、地球の自転という周期現象を利用し、太陽光の

影をカウンターとして使った。また 17 世紀に発明さ

れた振り子時計は、振り子の振動を数えて時計の針

を進める仕組みを持っている。振り子の振動数は、

周波数ともいい、単位はヘルツ（Hz）である。この

周波数という物理量は、時間と密接に関係し、周期

現象において時間と逆数関係にある。周波数が決ま

れば時間も一義的に決まるので、時間の定義を実現

する時間標準は周波数標準とも呼ばれ、時間を計る

ことはすなわち周波数を測ることでもある。さて、

時間を精度良く計るには、時間をより細かく分割す

る、つまり時計に利用される周期現象の周波数を上

げる必要がある。このことが、まさに時間を計る技

術が発展する歴史の中で貫かれている基本線であり、

この解説の中でも随所に登場する。

この解説では、秒の定義の変遷を振り返りながら、

原子時計の原理やその応用について説明する。また、

時計比較の重要性を言及しながら、GPS、通信衛星、

光ファイバーネットワークなどによる比較方法を紹

介する。さらに、原子時計から作られる国際原子時

や協定世界時などの時系について説明し、これらの

時系が周波数校正や日本標準時などサービスを通じ

て産業界や日常生活に貢献していることを紹介する。

最後に、次世代原子時計である「光時計」を紹介し

ながら、秒の再定義への道のりと今後の展望につい

て述べる。秒の再定義は、このリレー解説の中心と

なっている、キログラム、アンペア、ケルビン、モ

ルの 4 単位の基礎定数を用いた定義への改定 1) とは

別に、今後次世代原子時計の研究成果がまとまった

段階で行われる予定である。

2. 秒の定義とその変遷
秒の定義は、他の単位と同様に常に不確かさの小

さいものを目指して変化してきた。さらに、より普

遍的な定義の仕方を求めて、「もの」による標準から

量子力学の原理を利用した「量子標準」へと進化し

てきた。図 1 に秒の定義の変遷を示す。

図 1　秒の定義の変遷

1956 年までは、1 秒は地球の自転から定義され、1
日（平均太陽日）の 86 400 分の 1 と決められていた。

測定の不確かさは 10-7 程度で、潮汐摩擦などによる

地球自転の不整が不確かさ要因であった。1956 ～

1967 年の間では、1 秒は地球の公転から定義され、1
太陽年の 31 556 925.9747 分の 1 とされていた。この

定義による秒の不確かさは約 2 × 10-9 である。この

定義は、惑星の運動を司るニュートン力学を拠り所

としており、地球という「もの」による前の定義よ

りは進歩したと言える。しかしこの定義では、利用

している周期現象の地球の公転は、自転よりも長い

周期を持っているので、小さい不確かさを実現する

にはかなり長い年月の測定が必要であった。

1956 年に、国際度量衡委員会において SI に統合

しうるような秒の定義について助言するための諮問



26

ている。

さて、一次周波数標準器は大きく分けて、原子ビー

ム方式と原子泉方式がある。過去 20 年間においては、

レーザー冷却技術を用いた原子泉方式の実現が大き

なステップとなった。原子泉方式では、原子集団を

約 2 μK 程度まで冷却し、上方に打ち上げて自由落下

させることにより約 1 s の長い滞空時間、すなわち実

効的な相互作用時間を確保している（図 2 b）。これ

により、約 1 Hz の線幅のラムゼイ共鳴スペクトルが

得られ（図 2 c）、原子ビーム方式と比べて 1 桁以上

小さい不確かさを実現している。セシウム原子時計

の不確かさは、これまで約 10 年に 1 桁の割合で減少

し、エッセンの原子時計から 50 年以上経過した現在

では 10-16 のレベルに到達している。この不確かさの

主な要因は原子の衝突による周波数シフトである。

一次周波数標準器は、フランス、アメリカ、ドイツ、

イタリア、イギリス、日本、ロシアで運用されており、

日本では、産業技術総合研究所と情報通信研究機構

が運用している。

    

図 2　a) セシウム原子基底状態の超微細構造を使った時

計遷移；b) 原子集団がレーザー冷却され、打ち上げられ

る様子；c) 原子のラムゼイ共鳴スペクトル

3.2 商用セシウム原子時計

商用のセシウム原子時計（型番 5071A、米国

Microsemi FTD 社）は、長期安定度が極めて優れて

おり、メンテナンスフリーの連続運転が可能である。

平均時間 5 日以上で周波数安定度が <1 × 10-14 とな

り、数ヶ月にわたってそれを維持することが可能で

ある。単体での秒の定義の実現能力を周波数不確か

さで表すと 5 × 10-13 となる。多くの標準研究機関が

1 つもしくは複数の商用のセシウム原子時計を運用し

て、その研究機関の現地版協定世界時を作り出して

いる（詳細は第 5 章を参照）。この時計の内部にバッ

テリが搭載されており、最長 45 分間の継続運転が可

委員会が創設され、翌 1957 年にその第 1 回会合が開

かれた。この会合では、イギリス国立物理学研究所

（NPL）のエッセン（Essen）氏が 1 × 10-10 の不確か

さをもつセシウム時計ができているので 1 日も早く

これを採択すべきだと主張したが、まだ研究途上と

いう理由で採り入れられなかった。最終的には 10 年

後の 1967 年に、第 13 回国際度量衡総会において「秒

はセシウム 133 の原子の基底状態の 2 つの超微細準

位間の遷移に対応する放射の周期の 9 192 631 770 倍

の持続時間である」という新しい定義が採択された。

ここで基準として用いられるセシウム原子の超微細

構造は量子力学によって決まっている。ついに秒の

定義は量子標準へと進化し、物理学者の手に委ねら

れるようになった。この定義が利用する原子の周期

現象は約 9 GHz の周波数を持ち、地球の自転と比べ

て約 1015 倍、公転と比べて約 1017 倍周波数が高いので、

時間の測定精度を高める上で重要な役割を果たして

いる。このセシウム原子に基づく時間の定義は今日

まで使われている。

3. 原子時計
上記秒の定義を実現するのが、セシウム原子時計

である。セシウム原子時計は大きく分けて、一次周

波数標準器と商用セシウム原子時計がある。一次周

波数標準器は、世界の少数の標準研究機関で実現さ

れている最高精度のセシウム原子時計である。一方、

商用セシウム原子時計は大多数の標準研究機関が所

有し、各国の時間標準として運用している。また多

種多様なニーズに対応するために、水素メーザー、

ルビジウム原子時計、チップスケール原子時計など

の原子時計が開発されている。さらに、次世代の原

子時計として、光時計の研究開発も進んでいるが、

その詳細は第 6 章で述べる。

3.1 一次周波数標準器
133Cs はアルカリ原子であり、原子核を取り巻く電

子の閉殻の外側に１個の電子を配置した構造になっ

ている。基底状態（62S1/2）では最外殻電子の軌道角

運動量がゼロなので、核スピン I=7/2 と最外殻電子ス

ピン S=1/2 が結合し、全角運動量 F=4 と F=3 の超微

細構造となる。この二つの準位がそれぞれ角運動量

を有しているため、磁場があれば 9 本と 7 本のゼー

マン準位に分裂する（図 2 a）。この中で磁場による

変動の最も少ない [F=4, mF=0] と [F=3, mF=0] の二つ

の準位間の遷移がセシウム原子時計の時計遷移とし

て用いられている。ここで、さらに mF=0 同士の時計

遷移でも磁場によるわずかな周波数のシフトがある

ので、磁場を正確に測定し、その周波数補正を行っ
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ケール原子時計では、米粒より小さいガスセルやマッ

チ箱サイズの標準器が実現されている。積算時間 1 
秒における短期安定度が 2.5 × 10-10 で、エージング

による 1 ヶ月の周波数変動が 3 × 10-10 以下である。

GPS 信号の届かない水中探査や地下の掘削などの機

器に組み込んで使うことができる。

3.6 原子時計から 1秒を作る

時計を動作させるには、振動子の振動を数えて時計

の針を進める必要がある。機械式時計では、心臓部

にテンプという振動する部品が入っており、典型的

なものはその振動を 8 回数えて時計の針を 1 秒進め

る。また、今日我々が日常的に使っている腕時計には、

水晶振動子が入っており、水晶の振動を 32768 回数

えて時計の針を 1 秒進める。セシウム原子時計を使っ

て時刻を表示するには、カウンターで 9 192 631 770
回の電磁波振動を測って、時計の針を 1 秒動かすよ

うな仕組みを使う必要がある。また、約 9.2 GHz の周

波数を低い周波数へと分周し、最終的に 1Hz の信号

を導き出して、時計の針を 1秒ずつ動かす方法もある。

4. 時計の比較
19 世紀の初期、イギリスのグリニッジ天文台がそ

の屋根に「報時球」を設置し、午後 1 時ちょうどの

時刻に球を落下させ、ロンドン港に訪れる船に時計

を合わせるサービスを提供していた。航海する船に

とって、自分の位置を正確に割り出すのに、時計の

正確さがとても重要である。現代では、ナビゲーショ

ンだけではなく、情報通信から株の取引まで正確な

時間が必要とされている。ここではまず、正確な時

間を作り出すために、原子時計がどのように比較さ

れているかを見てみよう。

4.1　GPS衛星

GPS ナビゲーションシステムは、30 個の非静止衛

星で構成され、受信者が自身の現在位置を知るシス

テムであるが、原子時計による時刻信号も放送して

いる。この時刻信号を用いて、高精度な時計比較を

実施することが可能で、よく用いられるのは GPS コ

モンビュー（common view）法である（図 3）。2 つの

遠隔地にある地上局は GPS 衛星の時刻情報を同時に

受信し、それぞれ自局の時計との時刻の差を記録す

る。それらのデータの差をとることにより、GPS 衛

星の時刻情報が相殺され、遠隔地におかれた時計の

時刻比較が行われる。さらに、時間をおいて測定す

ることにより、時刻比較結果の差から周波数比較を

行うことができる。

能で、外部バッテリを使えば運転しながらの長距離

移動も可能となる。

3.3 水素メーザー

水素原子の基底状態では、電子スピン 1/2 と原子核

である陽子スピン 1/2 が結合し、全角運動量 F=1 と

F=0 の超微細構造が存在する。この超微細構造間のマ

イクロ波遷移の周波数が約 1.42 GHz である。この遷

移によるメーザー発振を利用したのが水素メーザー

である。水素メーザーの周波数変動要因は、マイク

ロ波共振器の周波数変動、遷移の二次ゼーマンシフ

ト、スピン交換シフト及び二次ドップラーシフトで、

これらの変動要因を抑えるには、共振器の温度、磁

場及び水素原子ビーム量を精度良く制御する必要が

ある。水素メーザーの一番の特徴は、短期周波数安

定度の良さである。積算時間 1 秒において、商用セ

シウム原子時計と比べて数十倍良く、さらに数時間

の積算時間で 1 × 10-15 の安定度に到達する。したがっ

て、一日以内の測定時間において高安定な参照基準

が必要な応用では欠かせない存在となっており、後

述する光時計の絶対周波数計測でも大いに活躍する。

1 つもしくは複数の水素メーザーを運用して、現地版

協定世界時を作り出す標準研究機関も多い。

3.4 ルビジウム原子時計

ルビジウム原子の基底状態では、核スピン I=3/2 と

最外殻電子スピン S=1/2 が結合し、全角運動量 F=2
と F=1 の超微細構造が存在する。この超微細構造間

のマイクロ波遷移の周波数が約 6.835 GHz である。こ

の遷移を周波数基準として用いて、低雑音の水晶発

振器を制御して作られるのがルビジウム原子時計で

ある。積算時間 1 秒における短期安定度が約 2 × 10-11

で、1 ヶ月の周波数変動が 5 × 10-11 以下である。ル

ビジウム原子時計は、小型・安価で、標準研究機関

以外の大学及び企業などの研究機関でよく使われる

実用標準器である。ルビジウム原子時計と GPS 受信

機の組み合わせで高精度な周波数標準を実現する。

さらに第 5 章で述べる周波数校正サービスを受けれ

ば、国家標準へのトレーサビリティも確保できる。

3.5 チップスケール原子時計

ルビジウム原子時計は、光とマイクロ波の二重共

鳴方式を使い、原子にマイクロ波照射を行うための

共振器を必要とするので小型の限界がある。一方、

レーザー光のみを用いるコヒーレント・ポピュレー

ション・トラッピング（CPT）方式では光学的な現象

を用いてマイクロ波遷移を検出するため、小型化が

可能となる。この原理を利用したセシウムチップス
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を切る不確かさで周波数比較を行うことができる。

２）衛星双方向搬送波位相法

この方法では、両方の地上局から通信で使う静止衛

星を経由して自局の時計信号を送信しあうので、2 つ

の信号が同一の経路を通って電離層や対流圏の遅延

の影響がキャンセルされ、不確かさが小さくなる。

この方法による時刻比較の不確かさが数 ps から 10 ps
なので、1 日の平均時間で 10-15 ～ 10-17 の不確かさで

周波数比較を行うことができる。

３）光ファイバー双方向周波数比較

この方法は、実際に敷設されている光ファーバーを

利用して、伝搬する光信号そのものを使って周波数

比較を行う。通常、振動や温度変化によって光ファ

イバー中の実行光路長が変化し、その結果光信号の

位相が大きく乱れ、時計の周波数比較に悪影響を及

ぼす。受け取った信号光をもう一度送り返すことに

より、ファイバー光路長の変化を検出することがで

きる。そして、検出した光路長の変化をフィードバッ

ク制御によりキャンセルすることができる。この比

較法による周波数比較の不確かさが 1 秒の平均時間

で 10-15 を切るので、平均時間を増やせば 10-18 の不確

かさで時計の周波数比較が実現できる。

5. 時系
時系は時間を表す基準である。同一時刻でも、用い

る時系によって表現する時間が違ってくる。例えば

この章で述べる協定世界時（UTC）と国際原子時（TAI）
とでは 2014 年現在、UTC による時刻は TAI による時

刻よりも 35 秒遅れた値となる。原子時計が誕生する

前に、よく用いられた時系として、地球の自転にも

とづく世界時（UT）と地球の公転にもとづく暦表時

（ET）があった。もっと昔を遡れば、グリニッジ子午

線（経度 0 度）における平均太陽時であるグリニッ

ジ標準時（GMT）が世界時間の基礎を作り、航海な

どで使われていた。

図 3　GPS コモンビュー法による時計比較の原理図

GPS コモンビュー法において、15 分間平均すると、

実験データのばらつきから求められる不確かさが約

数ナノ秒（ns）となる。これを周波数不確かさに直す

と、

ns/15 min = (1 × 10-9)/(15 × 60) ～ 1 × 10-12

となる。この周波数不確かさは、平均時間に反比例

するので、５日間の平均で 10-15 台の時計周波数比較

ができる。なお、GPS コモンビュー法において、時

刻比較方法のバイアス値の不確かさも存在するが、

この不確かさは周波数比較には寄与しない。GPS コ

モンビュー法は、第 5 章で述べる周波数遠隔校正サー

ビスで応用されている。また、後述する国際原子時

を決定する際にも GPS コモンビュー法が用いられて

いたが、最近では GPS 軌道情報や電離層パラメーター

の精度向上により、複数衛星の観測から自局の時計

の時間を計算するオールインビュー（All in view）法

が採用されるようになった。さらに、ロシアの衛星

ナビゲーションシステム（GLONASS）を利用した時

計比較も広く行われるようになった。他にも、最近

では中国の BeiDou、欧州の Galileo も利用されている。

4.2 より高精度な時計比較方法

原子時計の性能向上により、一層高精度な時計比

較方法が求められるようになった。原子泉方式のセ

シウム原子時計の不確かさが 10-16 で、さらに第６章

で述べる光時計の不確かさが 10-18 まで向上している。

特に、光時計は短期の安定度が非常に優れているの

で、短時間で高精度な比較方法の研究開発が重要で

ある。以下にいくつかの例を示す。

１）GPS 搬送波位相法

この方法は、GPS の時刻情報の載っているコード信

号ではなく、周波数が約 1000 倍大きい搬送波の位相

情報を用いて時計の比較を行う。時刻比較の不確か

さが数十ピコ秒（ps）なので、1 日の平均時間で 10-15 図 4　国際原子時と協定世界時
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の標準研の内、約 20 の標準研が [UTC – UTC(k)] を±

10 ns に近い精度で運用している。各国の標準研究所

はこのサーキュラー T の情報、もしくは自前の一次

周波数標準器の情報をもとに、UTC(k) に補正をかけ

ることができる。サーキュラー T で発表される UTC
が 1 ヶ月前の情報であるため、UTC は実時間で生成

されるものではない。それに対して、UTC(k) は実

時間で生成しているため、時間・周波数関連の各種

サービスに用いることが可能である。日本では、産

業技術総合研究所計量標準総合センター（NMIJ）と

情報通信研究機構（NICT）がそれぞれ UTC(NMIJ) と
UTC(NICT) の運用を行っている。

5.3 UTC(NMIJ)を用いた周波数校正サービス

産業技術総合研究所計量標準総合センターでは、

UTC(NMIJ) を運用して、各種の時間・周波数関連業

務を行っている。その中でもっともユーザーに近い業

務は、各種測定器メーカーが利用する周波数校正サー

ビスである。周波数校正サービスは、大きく分けて

持込校正と遠隔校正の 2 つの形態がある。持込校正

では、顧客に校正器物を研究所に持ち込んでもらい、

UTC(NMIJ) で直接校正を実施する。一方、遠隔校正

は校正器物を顧客のサイトに置いた状態で校正を行

う。遠隔校正では、第 4 章で紹介された GPS コモン

ビュー法による測定を行い、校正器物と UTC(NMIJ)
の周波数差を出して、校正証明書に記載する。周波

数校正サービスは産業界の発展に寄与するものであ

る。

5.4　UTC(NICT)を用いた日本標準時

情報通信研究機構では、UTC(NICT) を運用して、

各種の時間・周波数関連業務を行っている。その中

でもっともユーザーに近い業務は、日本標準時（JST）
の供給サービスである。日本標準時は UTC(NICT) を
9 時間（東経 135 度分の時差）進めた時刻である。日

本標準時を載せた標準電波（JJY）は、福島県のおお

たかどや山標準電波送信所（40 kHz）及び佐賀県のは

がね山標準電波送信所（60 kHz）から送信され、常時

ユーザーに供給されている。日本国内で広く普及し

ている電波時計は、この標準電波を受信することに

よって、日本標準時に合わせている。日本標準時の

供給サービスは日常生活や時計産業に貢献している。

6. 光時計と秒の二次表現
原子時計の性能をさらに上げるために、原子（ま

たはイオン）の基底状態と励起状態間の光遷移を周

波数の基準として用いる「光時計」の研究開発が進

められている。光の周波数はマイクロ波と比べて 5

5.1 国際原子時

時系は、時間の流れを表現する基準で、途切れる

ことなく続くものである。原子時計が発明された当

初は、メンテナンスなどの理由から、果たして原子

時計は時系を維持できるかどうか、疑問があった。

この心配は、たくさんの原子時計集合体で時系を維

持することで解消された。原子時計の時系である国

際原子時（TAI）は、世界各国約 70 の標準研などの

機関で稼働している 420 台前後の工業製原子時計（商

用セシウム原子時計や水素メーザー）及び一次周波

数標準器の相互比較のデータや機関間の比較データ

をもとに構築されている（図 4）。機関間の時計比較は、

GPS 衛星や衛星双方向比較法などを用いて行われて

いる。国際度量衡局に報告された工業製原子時計比

較データは、各時計の加重平均として計算される自

由原子時（EAL）と呼ばれる時系を作るのに使われ

る。自由原子時が目指すのは長期間安定な時系であ

る。この自由原子時に対して、一次周波数標準器に

よる評価結果を加味して周波数が微調整され、国際

原子時（TAI）と呼ばれる時系が計算される。調整の

結果、国際原子時の 1 秒と一次周波数標準器で実現

される SI 秒の差が 10-16 台の低いところで抑えられて

いる。このように、正確さを保ちつつ、その中長期

の安定性を損なわない方法で国際原子時が運用され

ているのである。

  5.2 協定世界時

国際原子時による時間は刻み方が非常に正確で、そ

の時間と地球の自転にもとづく世界時との間にずれ

が生じてしまう。つまり、地球の回転がふらふらし

ているため、国際原子時と世界時がどんどん離れて

いってしまい、天文観測や日常生活にも支障をきた

すおそれがある。この問題を解決するために、原子

時と世界時が 0.9 秒以上離れないよう国際原子時に対

してうるう秒調整を行い、協定世界時（UTC）とい

う時系を構築した。うるう秒の実施は国際地球回転・

基準系事業（IERS）によって発表される。協定世界

時の 1 秒の長さは国際原子時と同じだが、うるう秒

が挿入されているため現在の協定世界時の時刻は国

際原子時の時刻と比べて遅れている。

各国の標準研究所では、1 台もしくは複数の工業

製原子時計を運用して現地版の協定世界時 UTC(k) と
いう時系を作っている。国際度量衡局は、毎月 1 回、

先月分の協定世界時と現地版協定世界時の差 [UTC – 
UTC(k)] を 5 日間毎に分けて、サーキュラー T という

形でホームページを通じて公表している。サーキュ

ラー T はいわば UTC(k) の成績表のようなもので、70
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計遷移の周波数に影響を及ぼさない 5)。最初に実現

された光格子時計は 87Sr によるもので、今や最も研

究されている光時計となって、6.4 × 10-18 という光

時計の不確かさのチャンピオンデータを出してい 
る 6)。また最近では、171Yb や 199Hg を用いた光格子時

計も実現され、光格子時計の研究が広がりを見せて

いる。

6.2 秒の二次表現

光時計に関する研究の飛躍的な発展は、光時計の

測定不確かさがセシウム原子時計で制限される事態

を招いた。つまり、光時計同士の直接比較によって

光時計がより良い再現性を持っていることを示せて

も、秒の定義であるセシウム原子時計の正確さ以上

に周波数を測る（セシウム原子時計の正確さ以上の

桁数で光時計の周波数を表現する）ことは原理的にで

きない。国際度量衡委員会は、このような状況を分析

し、「秒の二次表現」という秒の再定義の候補リスト

を構築することを決めた。もちろん、秒の二次表現の

正確さはセシウムを超えることはできない。しかし、

この候補リストの構築は、秒の再定義の準備過程にお

ける異なる標準の比較にとってたいへん有用である。

2006 年に、国際度量衡委員会はマイクロ波時計の
87Rb 及び光時計の 88Sr+, 199Hg+, 171Yb+（四重極子遷移）、
87Sr が秒の二次表現として使えることを決めた。2009
年には、秒の二次表現である 87Sr 光格子時計の新し

い研究成果を取り入れて、その周波数値及び不確か

さを改定した。また 2013 年には、各国から報告され

た光時計の測定結果を検討した結果、新たに 171Yb, 
171Yb+（八重極子遷移）、27Al+ の三種類の光時計を秒

の二次表現に加えることを決めた。2017 年には新た

に 199Hg が追加された。表 1 に、現在勧告されている

全 9 種類の秒の二次表現を示す。これらの秒の二次

表現の勧告値を決める上で、日本から報告された測

定結果も多く採択されているが、詳細は別の解説に

譲る 7)。

表 1　秒の二次表現（2017 年） 
方式         時計の周波数 (Hz)    不確かさ  

87Sr 光格子時計 429228004229873.0     4 × 10 − 16 
171Yb 光格子時計 518295836590863.6    5 × 10 − 16 
199Hg 光格子時計 1128575290808154.4    5 × 10 − 16

171Yb 単一イオン光時計

（四重極遷移）

688358979309308.3    6 × 10 − 16  

171Yb 単一イオン光時計

（八重極遷移）

642121496772645.0     6 × 10 − 16  

88Sr 単一イオン光時計 444779044095486.5     1.5 × 10 − 15

199Hg 単一イオン光時計 1064721609899145.3    1.9 × 10 − 15

27Al 単一イオン光時計 1121015393207857.3    1.9 × 10 − 15

87Rb マイクロ波時計 6834682610.9043126    6 × 10 − 16

今は原子時計の大競争時代で、秒の二次表現はどれ

桁高いので、光時計を用いることで時間をより細か

く測定することが可能となり、時間分解能が一気に 5
桁上がる。しかし 20 世紀の終わりまでは、光周波数

をカウントすることが非常に困難であった。1999 年

頃から、ドイツと米国のグループで、モード同期超

短パルスレーザーによる「光周波数コム」2) を用いた

レーザー周波数カウンターの提案がなされ、この分

野において極めて大きな技術革新が起こった。高精

度な光周波数標準と光周波数コムの組み合わせで「光

時計」が誕生する。

ここで光周波数コムのもう 1 つの応用に言及して

おこう。産総研の「光周波数コム装置」は長さの国

家標準であり、UTC(NMIJ) と合わせて、超精密な波

長標準を実現し、長さのトレーサビリティの頂点に

位置している 3)。これも時間標準がほかの計測量を支

える好例である。

6.1 光時計

光時計は主に「単一イオン光時計」と「光格子時計」

の 2 つのタイプがある（図 5）。単一イオン光時計で

は、レーザー冷却された単一イオンがトラップポテ

ンシャルの底に置かれ、相互作用時間が長いなどの

長所がある。最新の報告によると、Al 単一イオン光

時計の不確かさは 8.6 × 10-18 に達し 4)、33 cm の高低

差による時計の遅れ（相対性理論）を確認すること

に成功した。しかし、イオン光時計は単一の粒子か

らの弱い信号を使うため、周波数安定度が上がらな

いという欠点がある。

        

図 5　単一イオン光時計及び光格子時計の概念

光格子時計は東大工学部香取の提案によるもの

で、レーザー光の定在波で作る光格子ポテンシャル

に閉じ込められる多くの原子がすべて信号に寄与す

るので、周波数安定度が単一イオン光時計よりもよ

くなる。光格子を作るレーザー光の強度に依存し

た時計遷移の周波数シフト（光シフト）に関して

は、上準位と下準位の光シフトが等しくなる光格子

波長（魔法波長）の存在が見出され、光シフトが時
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状態となるが、リュードベリ定数の不確かさは、現

状の光周波数標準で実現されている不確かさには遠

く及ばないものである。この不確かさを低減するた

めには、高次のQED理論の精密化と同時に、水素原子、

または、水素様ヘリウムイオンの高精度レーザー分

光技術の向上が求められるが、それらの質量が小さ

いことに由来する２次のドップラーシフトの低減や、

レーザー冷却に必要となる光源の波長が 100 nm 程度

と短いことなどが実験的な困難さにつながっている。

2）ある単一の光時計遷移に基づく定義

第 6 章に、秒の再定義候補としての、秒の二次表現

リストが掲載されている。特に、レーザー冷却され

た単一イオンや、魔法波長の光格子に捕獲された中

性原子を参照に用いる光時計が、候補となると考え

られる。もっとも単純な定義改定の方法は、このリ

ストの中から、「最も良い」遷移を選びだすことであ

るが、これは思ったよりも簡単なものではないこと

が分かる。2010 年代初頭においては、最も小さな不

確かさを誇っていたのは、Al+ イオン時計であった。

もっとも小さな不確かさを持つ時計が、最も良い時

計である、という単純な考え方によれば、この Al+

イオン時計が再定義候補ということになるが、当時、

量子情報的手法によって時計遷移を測定していた Al+

イオン時計が実現されていたのは、米国の NIST のみ

であった。その後、Sr や Yb を用いた光格子時計が、

Al+ イオン時計の性能を上回ることが実証された。光

格子時計を保有する研究機関は世界に広く分布して

おり、この点も標準の観点からは望ましいものと考

えられる。

3）単一の光時計遷移と、光周波数比セットとの組み

合わせによる定義

2017 年現在の秒の二次表現リストの不確かさ項目を

見てわかるように、ある種の光時計の不確かさが突

出して（桁違いに）小さい、ということはなく、多

くの光時計の不確かさは、おおむね同等な桁に収まっ

ているといえる。（この不確かさを制限しているのは、

光時計自身の不確かさではなく、Cs 一次標準器比較

のための光リンクの不確かさであることから）この

事実により、まず、最も小さな不確かさを持つ、単

一イオン時計、または、光格子時計を一次標準とし、

この一次標準と比べて不確かさが 10 倍以下に収まる

ような単一イオン、または、光格子時計を秒の二次

表現セットとするシナリオも想定可能である。光周

波数コムによる光周波数の比較精度は、10-19 以下で

あるので、定義へのトレーサビリティは容易に確保

できると考えられる。このシナリオによれば、一次

標準、または、二次表現リストのうちのいずれかの

標準を用いることによって、主要な時間周波数標準

も新しい秒の定義となる可能性をもっている。では、

秒の再定義への道のりはどのようになるのだろうか。

新しい秒の定義となる光時計は複数の国際機関で実

現されていることが望ましい。光格子時計の研究開

発においては、各国の標準研究機関が多くのリソー

スの投入をしている。多くの研究者が光格子時計に

将来性を見出していることは確かである。また、新

しい秒の定義となるには現行の国際原子時への寄与

が求められる。現在の 1 次周波数標準と同じように、

決められた報告期間中の測定結果を国際度量衡局に

報告し、その結果を使って国際原子時を決めること

となる。

7. 秒の再定義
秒の再定義候補として、秒の二次表現リストが作

成され、順調に更新されているが、次に考えるべき

ことは、秒の再定義が、どのように、いつごろ行わ

れるか、ということである。

7.1　秒の再定義アルゴリズム

秒の再定義の方法（アルゴリズム）については、P. 
Gill による以下の 5 つの提案がある 8)。

1）リュードベリ定数を不確かさゼロの定数に固定す

ることによって得られる定義

2018 年の SI 単位大改定は、この考え方に基づくもの

であり、プランク定数（質量）、素電荷（電流）、ボ

ルツマン定数（温度）、アボガドロ定数（物質量）が、

それぞれの基礎物理定数に相当する。秒（周波数）

については、リュードベリ定数が相当する。さて、

単一の陽子と電子の組み合わせである水素原子につ

いては、最も高い精度でエネルギー準位構造を計算

することが可能である。非相対論的な水素原子の記

述によれば、そのエネルギー準位 En は以下のように

与えられる。

        En ~ -hcR∞ /n2

ここで、n は主量子数、c は光速度、h はプランク定数、

R∞はリュードベリ定数である。水素原子の 1S-2S 遷

移周波数の直接的な測定結果と、ラムシフト周波数

を適切に比較するためには、ディラック方程式に相

対論的効果を全面的に取り入れるだけでは不十分で

あり、量子電磁力学（QED）的効果をも考慮しなく

てはならない。現在、水素原子の 1S-2S遷移の精密レー

ザー分光による測定の不確かさは、1.4 × 10-14 であり、

ラムシフトの見積もりのための水素原子の他の遷移

の測定不確かさとも合わせて、リュードベリ定数の

最小の不確かさは、6.6 × 10-12 となっている。もしも

この定義が実現されれば、7 つの SI 基本単位のすべ

てが基礎物理定数に基づくものとなり、「上がり」の
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状態を持つ。これは、波長で表すと、163 nm に相当

し、周波数で表すと、1840(120) THz に相当する。実

験的提案としては、229Th3+ の核遷移を、固体結晶中、

または、rf トラップ中に捕獲された孤立イオン中で

プローブするというものがある。一般的に、核遷移は、

電子遷移と比べて、外部環境からの摂動から遮蔽さ

れている。固体結晶中における場合には、反跳効果

が結晶格子によって抑制されるという利点があるが、

結晶場の強い影響を適切に見積もらなくてはならな

い。rf トラップ中に捕獲する場合には、レーザー冷却

法によりドップラー広がりを抑制できるし、その他

の電子遷移に起因するシフトは大幅に抑制できるか

存在しなくなる。しかし、現在の大きな課題は、そ

もそもその遷移が見つかっていないということであ

る。現在、242 THz もの広大な周波数掃引範囲の中か

ら、狭線幅紫外遷移の探索が試みられている。この

核遷移を検出するために、二重共鳴量子跳躍法が提

案されている。これは、核遷移を探索しつつ、強く

許容された電気双極子遷移をプローブするという手

法である。核遷移が励起された場合には、核モーメ

ントとスピンが変化し、その結果、電子の超微細分

裂と角運動量に変化が生じることとなる。このこと

が、電子共鳴の損失につながり、核励起が検出され

るという手法である。この探索に向けた努力は、ド

イツ、アメリカ、そして、わが国においても精力的

に行われている。しかし、核遷移の共鳴周波数が特

定されたとしても、この原子核時計が定義として採

用されるまでに成熟するためには、まだ一定の時間

を要すると考えられる。

以上、5 つのアルゴリズム候補を紹介したが、筆者

の主観によれば、3）が最も可能性が高いと考えられ

る。

7.2  秒の再定義に向けたマイルストーン

第 6 章、　6.2　秒の二次表現、のリストに示される

ように、多くの光時計の不確かさは、それ自体の不

確かさというよりも、Cs 一次標準器もしくは、それ

ら同士の比較の不確かさで制限されるようになって

きた。光時計自身の不確かさは、最善のものについ

てはすでに、10-18 台前半の性能をたたき出しており、

さらには、10-19 台の不確かさも視野に入りつつある。

しかし、正確な重力ポテンシャルについての知識が

限られたものであることから、地上においてそのよ

うなレベルで実用的な時間スケールを取り扱うこと

は困難であると考えられる。10-18 台の相対不確かさ

を議論するためには、重力赤方シフトを正しく取り

扱うために、cm レベルで重力ポテンシャルを決定し

なくてはならない。このような観点から、秒の再定

研究所間、また、トレーサビリティ的に下位の２次

的な標準機関への時間周波数の配信が可能となる。

この選択肢によれば、国家計量研究所間の適切な遠

隔時計比較技術が導入された場合に、最も正確で効

率的な時間周波数標準供給のためのインフラを提供

できると考えられる。

4）「最良の」光時計遷移の組み合わせ（マトリックス）

に基づく、「仮想的」周波数による定義

この方法では、個々の原子種の最も正確に測定され

た値を組み合わせることで、再定義の時点における、

周波数比のセットと、周波数マトリックス値の重み

付き平均値が用いられる。その後、適切な時期に、個々

の原子種の周波数値は、そのバイアスと不確かさが

更新されていくこととなる。このアイデアの欠点は、

周波数マトリックス値は仮想的なものであり、物理

的な実体を持たないということである。また、定期

的な更新も必要となることと、新しい周波数が導入

された場合には、周波数マトリックス値が大きく変

更される可能性もあるという欠点もある。

5）真空紫外域、または、X 線領域の高周波数遷移に

基づく定義

最後に考慮するのは、真空紫外（VUV）、または、X
線 / 極端紫外（XUV）領域に属する高周波数遷移で

ある。これは、より高い Q 値を持つ吸収線を探索し

てきた流れの延長線上にある。もちろん、この方向

性を追求するためには、これらの周波数領域で定常

的に動作できる狭い線幅の光源の確保という技術的

課題の解決が必要となる。水素の 1S-2S 遷移をプロー

ブするという従来からの分光学的手法とは別に、最

近の研究においては、可視光領域の光周波数コムの

高調波発生によって、VUV や XUV 領域の周波数と、

光周波数との比較が可能となってきている。この周

波数領域における測定精度と、測定機器の支援体制

については、まだ研究の余地がある。

このような高エネルギー領域においては、電子の

X 線遷移に加えて、原子核のγ線遷移を励起できる

可能性が浮上してくる。そのような核遷移は、マイ

クロヘルツ領域のきわめて狭い自然幅を持ち、潜在

的には 1020 のオーダーの Q 値を持つ。ただし、自由

な原子における場合には、反跳効果や、それに伴う

大きなドップラーシフトの影響により、この手の遷

移を観測することは困難である。この問題はメスバ

ウワー分光法によって回避されてきた。すなわち、

固体中の格子によって反跳を吸収させるというもの

である。ここ何年かの間、トリウムの放射性同位体
229Th を原子核時計として利用する可能性についての

関心が高まってきた。229Th は、基底状態から測って、

わずか 7.6(5) eV と、異常に低いエネルギーの異性核
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7.3 秒の再定義ロードマップ

秒の再定義について、国際度量衡総会（CGPM）

への発議がいつ頃なされるかは、国際度量衡委員会

（CIPM）が責任を持って決める事項である。CCTF
と CGPM が開催されるタイミングと上記のマイルス

トーン達成状況から判断して、秒の定義改定が行わ

れるのは、おそらく 2026 年または 2030 年ころでは

ないかと考えられている。秒の再定義後は、従来の

時間周波数標準は、これまでと同等の不確かさで秒

を実現できる、秒の二次表現として働くこととなる。

また、セシウム原子時計の改良は、すでに確立され

た枠組み内で、秒の二次表現として定常的に評価さ

れることとなる。

7.4 秒の再定義に向けた現在の動向

マイルストーン 1）については、すでにわが国（理

研・東大）、並びに、米国（JILA）にて 10-18 台前半

の不確かさを持つ光時計（Sr 光格子時計）が実現さ

れている。よって、このマイルストーン 1）の達成が

最も早く期待される。また、マイルストーン 2）につ

いては、日米欧の各地域において、光ファイバーを

用いた遠隔周波数比較実験が行われている。その中

でも、ヨーロッパのものは、数か国をつないだ最も

大規模なものである。また、ドイツ物理工学研究所

（PTB）で開発された可搬型 Sr 光格子時計は、イタリ

アやフランスに運搬されて、相対論的測地学の原理

検証実験も含めた、精密比較実験において大いに活

躍している。2017年 6月に開催されたCCTFにおいて、

10 年あまりの歳月をかけて、Sr の時計遷移周波数の

絶対値が、不確かさの範囲内で収束してきたことが

示された。これは、前節のマイルストーン 3）の条件

が満足されつつあることを意味している。国際原子

時（TAI）への光時計の定常的な貢献を謳った、マイ

ルストーン 4）については、フランス時空標準機構

（SYRTE）の Sr光格子時計が予備的な報告を行い、サー

キュラー T にその結果が報告された。また、イギリ

ス NPL の Yb+ 時計や、わが国の NICT における Sr 光
格子時計も光時系の生成に向けて、研究開発が精力

的に行われている。マイルストーン 5）については、
27Al+/199Hg+, 40Ca+/87Sr, 171Yb+(E3)/171Yb+(E2), 199Hg/87Sr, 
171Yb/87Sr, 199Hg/87Rb など、数多くの周波数比の測定

が行われている。上記の周波数比測定と、セシウム

一次標準器による絶対周波数測定のデータセットは、

未知数の数よりも方程式の数の方が多いものとな

る。よって、全体として不確かさを最小に保つため

に、基礎物理定数の決定の際に用いられる手法が用

いられた。例えば、Margolis らによる最小二乗法や、

義のタイミングとして適切なのは、光時計の典型的

な不確かさとして、およそ 10-18 のレベルを示せるよ

うになるときであろう。また、その不確かさは、そ

の時点でのセシウム原子泉時計の不確かさよりもお

おむね二けた小さなものであろう。上記の考え方を

背景として、秒の再定義のタイミングを適切に予測

するために、CCTF WGSP（時間周波数諮問委員会　

戦略企画作業部会）にて、秒の再定義を行うにあた

り達成すべき条件としてのマイルストーンが設定さ

れ、それを時間軸上に配置したロードマップが提示

された 9)。マイルストーンは全部で 5 つあり、以下の

ように列挙される。まず、光時計がセシウム一次標

準器よりも二桁小さな不確かさをもつことを立証す

るために、以下のマイルストーン 1）と 2）が設定さ

れた。

1）少なくとも 3 つの異なる光時計（異なる研究機関、

または異なる原子種）が、その時点での最高性能の

セシウム原子時計よりもおよそ 2 桁小さな不確かさ

（10-18 乗前半）を示すこと。（以下、この条件を満た

す光時計をマイルストーン 1 時計と呼ぶ。）

2）異なる研究機関における、マイルストーン 1 時計

との独立な比較測定が少なくとも 3 つ行われること。

（< 5 × 10-18）比較方法としては、可搬型時計、高性

能光リンク、周波数比閉包測定のいずれでも良い。

現在の秒の定義との連続性を確保するために、以下

のマイルストーン 3）が設定された。

3）マイルストーン１時計のセシウム一次時計による

絶対周波数測定が少なくとも 3 つ独立に行われるこ

と。（< 3 × 10-16）

　秒の二次表現というステータスに認定された光時

計が定期的に TAI に貢献することは、時系の精度向

上と、時刻比較のための技術的、また、手続きの進

んだ方法を開発するという観点からも望ましいもの

である。よって以下のマイルストーンが設定される。

4）秒の 2 次表現リストに掲載された光時計が定常的

に国際原子時（TAI）に貢献すること。

　第 7 章、7.1　秒の再定義アルゴリズム、の 3）で

表されたように、10-18 レベルでの時計の評価は、異

なる光時計同士の比較によってのみ可能となる。ま

た、これまで長年かけてどの光時計（原子種）が最

も良いかを探索するために開発されてきた種々の光

時計のリソースを引き続き有効利用するという観点

からも、光周波数比の決定は重要である。よって以

下のマイルストーンが設定される。

5）少なくとも 5 つの光時計間の光周波数比測定が行

われること；各々の周波数比が独立な研究機関で少

なくとも 2 回行われ、例えば、5 × 10-18 よりも小さ

な不確かさで一致すること。
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Robertsson らによるグラフ理論を用いた解析などであ 
る 10),11)。

7.5 懸念事項

秒の再定義という歴史的イベントに向けて、世界的

な盛り上がりを見せている現在であるが、その一方

でいくつか懸念事項も指摘されている。それは、現

在の秒を維持管理するシステムについてである。ま

ず、TAI の校正に寄与しているセシウム一次周波数標

準器（ファウンテン時計）の数が漸減傾向にあると

のことである。マイクロ波による時計から、光時計

へと移行しつつある時期であり、そのような状況で

は、リソースの投入も難しくなってくる可能性もあ

る。これが事実かどうかを確認するために、2010 年

以降のサーキュラー T の記述を元にして、TAI の校

正に寄与した 1 次周波数標準器（または、それによ

る校正イベント）の個数をプロットしたのが下の図

である。
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図 6　TAI の校正に寄与したセシウム一次標準器の個数

の履歴（横軸：サーキュラー T の発行番号。おおむね

2010 年から 2018 年に相当する。縦軸、セシウム一次標

準器の個数）

この図を虚心坦懐に眺めれば、危惧されるほどの個

数の減少傾向は見られない。しかし、不確かさの小

ささからその寄与の重みが大きなセシウム原子泉時

計を定常的に運転できているのが、実質的にドイツ

PTB とフランス SYRTE の 2 か国である場合が多いと

いうのが現状である。中国の NIM も健闘していると

いえるが、SI 秒の信頼性の確保のためには、わが国

を含めたアジア諸国、そして北米諸国のさらなる貢

献も望まれるところである。さらに光時計による TAI
の校正が頻繁に行われるようになれば、懸念が低減

されるとともに、秒の再定義を促進するようになる。

もう一つ指摘された懸念事項は、衛星双方向方式を

含めた時刻比較にかかわる機器の老朽化の現状を意

識した、インフラ投資の呼びかけである。これらの

インフラ機器は、停止することが許されるものでは

なく、また、秒の再定義後も引き続き重要な役割を

果たすので、適切な維持・管理が望まれる。

8. 終わりに
次世代原子時計は、秒の再定義のほかにどのよう

な応用があるのだろうか。光時計は最も精密な量子

標準であると同時に、相対性理論の効果を身近に観

測するツールとなり得る。また、物理定数の恒常性

を検証する上でもたいへん有効であることがわかっ

てきた。さらに、重力ポテンシャルの高精度センサー

として、鉱物の探査や地殻変動の観測にも役に立つ

と期待されている。次世代原子時計である光時計は

基礎科学と実用技術の両面で多くの研究成果を生み

出すことは間違いない。
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改定国際単位系における電気標準

金子　晋久

産業技術総合研究所計量標準総合センター物理計測標準研究部門首席研究員

1 まえがき
国際単位系（SI）は、量子力学に基づき、かつ器物

に依存しない形へと改定され 2019 年 5 月 20 日から

適用された。電流の単位であるアンペアは、改定前

の SI においては 2 本の平行電流間に働く力の大きさ

により定義されていたが、改定後の SI においては、

電気素量と周波数により定義されている。また、こ

の電気素量に加えてプランク定数が定義値となった

ことにより、これまで国際的に合意された「協定値」

をもとに電気標準として利用されてきたジョセフソ

ン効果電圧標準、量子ホール効果抵抗標準も完全に

SI に準拠することとなった。これらについて解説し、

さらにそのメリットと改定の具体的な手続きについ

て述べる。

2.  SI基本単位の電流と関連する基礎物
理定数

国際単位系（SI）は 2018 年 11 月に国際度量衡総会

において改定が決議され、その改定 SI は 2019 年 5 月

20 日から適用された。改定 SI においても電流の単位

「アンペア」は引き続き、7 つの基本単位の一つであ 
る。ここで改定 SI では単位の定義が出発点となるの

ではなく、真空中の光の速さなどに加え新たに定義

されるプランク定数、電気素量、アボガドロ定数、

ボルツマン定数が基本となり、それらの基礎物理定

数に基づき単位が定義される。

まず、改定前のアンペアについて説明する。その

定義は、

アンペアは、真空中に 1 メートルの間隔で平行

に配置された無限に小さい円形断面積を有する

無限に長い二本の直線状導体のそれぞれを流れ、

これらの導体の長さ 1 メートルにつき 2 × 10–7

ニュートンの力を及ぼし合う一定の電流である。

と表現されている。この定義は、1948 年の第 9 回国

際度量衡総会（CGPM）で採択され、その後、1954
年の第 10 回 CGPM で電流の基本単位として正式に

承認されている。この定義を簡単に示したのが、図 1
である。

図 1　理想化された状態での 2 つの電流線の単位長さあ

たりに働く力を図示したもの : Δl は単位長さ、ΔF はそ

の単位長さあたりの線間に働く力、電流 I1、I2 は共に 1 A、

B は電流によって発生する円状磁界。

図 1 で示される、同じ（反対）方向に電流が流れ

ている 2 本の導体つまり電線間に働く引力（斥力）

はアンペールの法則で表現でき、実際に数式で記述

すると下式のようになる。 

この式から、直接 
     　　　(1)

∆F =
µ0 I 1 I 2

2πr
∆ l

2 × 10－7 =
µ0 × 1 × 1

2π × 1
× 1

µ0 = 4 π × 10－7 N /A2

が導かれる。つまりアンペアの定義は実体として磁

気定数（真空の透磁率） μ0 を式 (1) で定義しているこ

とと同義である。この表現は採択当時の修辞・表記

上他の定義との統一性も考慮すべきとの考えからで

きたものである。仮に改定 SI でこの定義を使うとす

ると、「磁気定数が式 (1) となるように、アンペアを

定める」という表現になるであろう。しかし、改定

SI ではこの定義は破棄された。

この改定前のアンペアの定義の字義通りに実験を

行い、十分小さな不確かさでアンペアを実現するこ

とは困難に思われるが、実際このアンペアの定義を

直接利用して電流を実現する方法は電流天びんと呼

ばれる装置を用いることにより可能で、1930 年代か

ら 1940 年代初めまでにアメリカ、ドイツ、フランス、
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的問題によるからである。すなわち、アンペアは SI
基本単位にも関わらず、その実現においては直接的

な一次表現は行われてきていない。一方、後で述べ

るように上記二つの量子効果による電圧、抵抗標準

は極めて安定であり、比較的容易に実現できる。

しかし、改定前のアンペアやその他の SI の定義（国

際キログラム原器によるキログラムの実現など力学

量の定義など）からプランク定数と電気素量を測定

し、それらに基づきジョセフソン効果電圧標準と量

子ホール効果抵抗標準を実現すると、その不確かさ

はそれらの量子効果の普遍性と比較して大幅に大き

く、産業界の要求を満たさなかった。具体的には改

定前の SI において他の SI 量にトレーサブルにする場

合、ジョセフソン効果を利用した電圧測定では 4 × 
10–7（k = 1、ここで k は包含係数）、量子ホール効果

を用いた抵抗測定では 1 × 10–7（k = 1）の不確かさを

付加的に付与する規則 6)–8) になっていた。電気標準で

は、他の物理量の測定に起因するこのような不確か

さの影響を避けるため、厳密な意味では他の SI 単位

から離れ、それら二つの量子効果を記述する特徴的

基礎物理定数であるジョセフソン定数とフォン・ク

リッツィング定数の不確かさを零として定めること

となった。それらの値は「協定値」 9) と呼ばれ、その

協定値をもとに 1990 年より 2019 年改定時まで標準

の実現・供給がなされていた。このことは 1987 年の

第 18 回 CGPM にて決議されメートル条約加盟国間

で合意されたものである。つまり、電気標準は純粋

な意味では SI とのトレーサビリティを失ったことに

なっていた。このことは、実用的には電気標準、電

気計測業界に大きな利益をもたらした反面、改定前

のアンペアの定義には直接的には従わない方法であ

ることは自明であった。ジョセフソン定数とフォン・

クリッツィング定数の協定値は、

     　　　(3)
K J−90 ≡ 483597 .9 ×109 HzV− 1 ～

2e
h
≡KJ

RK−90 ≡ 25 812.807Ω～
h
e2

≡RK

であり、この値は 1989 年当時、最も確からしくかつ

近い将来大きな変更をする必要がないように慎重に

決定されていた。この式において「~」の記号は、数

値的には近いがプランク定数 h と電気素量 e への直

接的なトレーサビリティを喪失していることを意味

する。逆にいうと、科学・測定技術の発展で h と e
の値がより小さい不確かさで決定できても、改定前

の規則ではその恩恵を享受できる論理的構造を取っ

ていなかった。

改定 SI では、ジョセフソン効果、量子ホール効果

を記述するプランク定数と電気素量が定義値となる

日本で盛んに研究が行われた 1),2)。

磁気定数 μ0、電気定数（真空の誘電率）ϵ0、および

真空中の光の速さ c の間には 

     　　　(2)1
c

= √ µ0 0

Z 0 = µ0 c =
µ0

0

1 / 2

Y0 =
1

µ0 c
= 0

µ0

1 / 2

=
1

Z 0

µ0 = α
2h
ce2

の厳密な関係式がある。改定前の SI では μ0 と c は定

義値であるので、この厳密式を通じ ϵ0 も含めこの三

つの基礎物理定数は全て不確かさ零として扱わてき

ている。ただし、c = 299 792 458 m/s は有限の桁数、

μ0 は式 (1) で定義されているが、それらから式 (2) を
通じて導出される電気定数は、

ϵ0 = 8.854 187 817 …× 10
–12

 F/m

となり、形式的には無限の桁数を持つことになる。

改定 SI では磁気定数 μ0（および電気定数 ϵ0）は定

義量でなくなり不確かさを持つ被測定量である。そ

の不確かさは、微細構造定数 α、真空の特性インピー

ダンス Z0、真空の特性アドミッタンス Y0 と同じ（改

定時点で拡張相対不確かさ 2.3 × 10–10）である。この

ことは、上式 (2) に加え厳密式、1
c

= √ µ0 0

Z 0 = µ0 c =
µ0

0

1 / 2

Y0 =
1

µ0 c
= 0

µ0

1 / 2

=
1

Z 0

µ0 = α
2h
ce2

から即導くことができる。ここで h はプランク定数、

e は電気素量、つまり電子の電荷の符号を変えたもの

である。一方、c は改定 SI においても長さ、メート

ルの基準でありその値は定義値として維持される。 

3. 改定 SIにおける電気標準
電流天びんの研究が一段落した後、いくつか他の

絶対測定の手段が開発されたが、1962 年のジョセフ

ソン効果の理論的導出 3) とその後の検証実験、1980
年の量子ホール効果の発見 4) により、電気関係量の

具体的な実現にはこの二つの量子効果を用いたジョ

セフソン効果電圧標準と量子ホール効果抵抗標準を

用いることがほとんどとなっている。アンペアの「実

現」においては、これら「ボルト」と「オーム」の

2 つを用いて逆に「組み立て量」として「アンペア」

を導く。つまり、アンペアの改定前の定義は実態と

しては電気標準には利用されていなかった。多くの

場合、これら 2 つの量子効果を利用し、必要に応じ

て電流を実現する方が不確かさが小さいという現実
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んに研究が行われている。しかし、発生できる電流

はナノアンペア程度と比較的小さく今後の研究が待

たれている。この研究はナノテクノロジーおよび量

子ナノ構造、キュービット、量子コンピューティン

グなど物性物理の最先端の技術と親和性が高く周辺

技術の発展とともに飛躍的な電流増大が期待されて

いる。この課題については 5.3 節で取り扱いたい。

ここで、改定 SI におけるプランク定数と電気素量

の値 10), 11) を示しておく。 

     　　　 (5)
h≡ 6.626 070 15 ×10− 34 J s
e ≡ 1.602 176 634 ×10− 19 C

h = 6 .626 070 150(69) ×10− 34 J s [1.0 ×10− 8 ]
e = 1 .602 176 6341(83) ×10− 19 C [5.2 ×10− 9 ]

これらは、2017 年の基礎物理定数 CODATA 特別調整 
値 10) 

h = 6.626 070 150(69) × 10–34 J s [1.0 × 10–8] 
e = 1.602 176 6341(83) × 10–19 C [5.2 × 10–9]

から決定されたものである（ [ 括弧内 ] は相対不確か

さ）。式 (5) から、改定 SI で利用されるジョセフソン

定数、フォン・クリッツィング定数が計算される。 

     　　　(6)
K J ≡

2e
h

= 483 597.848 416 984 GHz V− 1

RK ≡
h
e2

= 25 812.807 459 3045 Ω

勿論、桁数はいくらでも取ることは可能だが、多く

の研究開発、標準での利用において、実用上問題の

ない桁数として 15 桁を取ることを原則とする。しか

しそれ以上の桁数が必要であれば、h および e の式 (5)
の定義値を用いて桁数を追加することは自由である。 

4.  SIの改定による校正サービス、トレー
サビリティへの影響

前節で、ジョセフソン定数とフォン・クリッツィ

ング定数の協定値と改定 SI での値を述べた。その差

が、改定 SI による電気標準への影響である。実際に

式 (3) と式 (6) の値の差を取る。 

     　　　(7)
K J − K J− 90

K J
= − 106.7 ppb

RK − RK− 90

RK
=  + 17.79 ppb

ここで「ppb」は相対値 10–9 を表す。これらの相対

変化量は、式 (6) あるいは式 (5) に応じてより多くの

桁数を取ることも可能である。改定後の SI で使用

されるジョセフソン定数は協定値の値と比較し、約  
106.7 ppb（ = 0.1067 ppm、ppm は 10–6）減り、フォン・

クリッツィング定数は約 17.79 ppb ( = 0.017 79 ppm)
増えることになる。

日本では国際的な合意と決議に則り、この改定 SI

ため、それら量子効果を用いた標準は厳密な SI トレー

サビリティを取り戻すことになった。つまり、電圧、

抵抗標準は SI の改定後も改定前と同じ様にジョセフ

ソン効果、量子ホール効果をもとに実現できる。そ

して改定後は完全な SI トレーサビリティを持つとと

もに、これらをもとにオームの法則を通じて SI トレー

サブルな電流標準を作ることも自然に可能である。

さらに改定 SI では、単位時間に流れる電子の数で

もアンペアは実現可能である。改定前の SI では被測

定量であった電気素量 e が定義値となるためである。

つまり別に定まる周波数標準と組み合わせ一秒間に 
fSET 個の電子を移送、つまり fSET (1/s) の周波数で移送

することで、

     　　　(4)
　

I = e · f SET (C/s)
dU
d tの電流が得られる。これはまさに改定されるアンペ

アの定義、

　　 アンペア（記号は A）は、電流の SI 単位である。

これは、単位 C（A s に等しい）による表現にお

いて、電気素量 e を正確に 1.602 176 634 × 10–19

と定めることによって設定される。ここで、

秒は ΔνCs により定義されている。

と同じ意味を持ち、そのまま実現方法の一つとなっ

ている。ここで、電流の単位は C/s = A となる。また、

ΔνCs は時間・周波数標準に利用されているセシウム 
133 原子の基底状態の超微細準位の周期であり、正確

に 9 192 631 770 Hz である。

これ以外にもアンペアの実現方法が提示されており、

まとめると、

◦ オームの法則、つまり単位間の関係式 A = V/Ω そ

してジョセフソン効果と量子ホール効果による

SI 組立単位であるボルト V、オーム Ω を用いて

実現。 
◦ 単一電子移送（single electron transport, SET）ある

いは同様の素子と単位間の関係式 A = C/s、アン

ペアの定義において与えられる電気素量 e の値、

そして SI 基本単位である秒 s を用いて実現。 
◦ 関係式 I = C ・   　と A = F ・ V/s、SI 組立単位であ

るボルト V とファラド F そして SI 基本単位の秒 
s を用いて実現。

　　　　　　 　

I = e · f SET (C/s)
dU
d t

の三つである。この二つ目の実現方法つまり、電気

素量 e と周波数 f を用いる方法は SI に忠実な手段と

して、特に微小電流を発生する手段として各国で盛
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行った上でそれを基準にした校正作業をお

こなう。

産業界や様々な研究開発現場で利用されている標

準電圧発生器や標準抵抗器は極めて高い安定度を

有する。例えば、ツェナーダイオード電圧標準は  
2 ppm/year 程度以下、標準抵抗器は 1 ppm/year 程度以

下の経年安定度がある。これらの標準器を利用した

測定・校正の不確かさは当然標準器自体の安定性か

らくる不確かさより大きくなるが、それでもほとん

どの分野で十分な性能である。ここで、これらの安

定度の値を式 (7)、(8) で示す SI の改定による値の相

対変化量と比べると、相対変化量はかなり小さいこ

とがわかる。つまり、ほとんどの校正事業者や研究

開発現場での校正は上記の 2.5d ≤ U の分類に当ては

まり、実態として SI の改定による校正値への影響は

ないと考えられる。

それらの相対変化量は当然量子効果を用いた一次

標準の不確かさに比べると大きい。日本国家計量標

準の場合、ジョセフソン効果電圧標準の不確かさは

10 V において 4.5 ppb (k = 2)、量子ホール効果抵抗標

準は 100 Ω での場合 56 ppb (k = 2)（国際比較時など

の場合に用いる実力値としてはこの値の数分の１か

１桁程度小さい）である。つまり、国家計量標準機

関を中心とした量子効果を用いて標準を維持してい

る機関での校正作業は上記の U < 2.5d の分類に当て

はまり、これらの相対変化量を考慮して校正サービ

スなどへ対応する。

最後に、代表的な電気関係量について連動して発

生する相対変化量を表 1 にまとめておく。 

5. 量子電気標準の実現
前節で述べた様に、ジョセフソン効果と量子ホー

ル効果が現在の電気標準の基準であり、改定 SI でも

引き続き利用される。これらについて概説 13) してお

く。 

5.1 ジョセフソン効果電圧標準

二つの超伝導体に挟まれた薄い絶縁層または金属

層からなる接合素子をジョセフソン接合素子と呼ぶ。

超伝導転移温度以下に冷却したジョセフソン接合素

子に高周波を照射し、超伝導の電極間に適切なバイ

アス電流を流すと、超伝導電極間の電流−電圧特性上

に櫛状又は階段状の定電圧ステップが生じる。これ

をシャピロステップと呼び、この効果を発見者の名

前にちなみジョセフソン効果と呼ぶ 3)。シャピロス

テップの一例を図 2 に示す。これは超伝導とトンネ

ル効果という二つの量子効果を同時利用した素子で

への移行が 2019 年 5 月 20 日に実行された。また、

対応する計量単位令を改正する政令も同日に合わせ

て施行された。この対応状況は各国により異なる。

つまり日本においては「厳密」にいうと、改定 SI
の使用が開始される 2019 年 5 月 20 日以降の校正値

VSI、ΩSI はその直前の校正値 V90、Ω90 から、

     　　　(8)
VSI = V90 + 106 .7 ppb
ΩSI = Ω90 +  17.79 ppb

の調整が必要である。ここで電圧に関して式 (7) と符

号が逆転しているのは、式 (6) の単位や後に説明す

る式 (9) から自明に分かるように、電圧は KJ の逆数

で表現されるからである。整理すると改定後、電圧

の SI トレーサブルな校正値は改定前の KJ–90 を基準に

した校正値に比べ 106.7 ppb だけ大きくなり、抵抗の

SI トレーサブルな校正値は RK–90 を基準にした校正値

に比べ 17.79 ppb だけ大きくなることを意味する。こ

れは、単位の視点から見たときに「1 V」が 106.7 ppb
だけ小さくなり、「1 Ω」が 17.79 ppb だけ小さくなる

ことによる。

例えば、量子化ホール抵抗とそれと同じ値を持つ

抵抗器、つまり抵抗比「1」の校正を考えるとわかり

やすい。抵抗ブリッジでその比を測定するとき、改

定に関わらず物理現象は変化しないので、改定前後

でその比「1」は変化しない。よって抵抗器の値は改

定前は RK–90 で改定後は RK である。つまり、ある基礎

物理定数にある相対変化量が与えられるとき、対応

する物理量に換算して正の相対変化量を生じること

になる場合、その分その物理量の校正値は増え、負

の相対変化量があればその分校正値は小さくなる。

この調整について 2019 年 5 月 20 日以降の校正で

取るべき対応 12) を記載しておく。校正事業者で宣言

している拡張相対不確かさ（k = 2）を U、式 (7)、(8)
で示す相対変化量を d とすると、下記の 2 つの分類

に整理できる。 

2.5d ≤ U	　�次回の参照標準器の校正まで、相対変化

量の調整なしに校正作業を継続しても良

い。電圧関連量では 2.5 × 10–7 以上の不確

かさ、抵抗関連量では 5 × 10–8 以上の不確

かさの場合がこの分類に対応する。ほとん

どの校正事業者の対応、あるいは電力など

多くの組み立て量の校正はこの分類に当て

はまる。

 
U < 2.5d	　�参照標準器の校正値をこの相対変化量の

分だけ数値的に調整して校正を行うか、改

定 SI に基づいた参照標準器の再校正を
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VJ(0) VJ(2) 
VJ(1) VJ(3) 

ppb
*UNMIJ / AIST

k = 2, ppb量 数式 相対変化量（　  ） 備考（         　  ）

電圧
抵抗
電流
電荷
電力
キャパシタンス
インダクタンス
* 産総研の拡張相対不確かさ ** クロスキャパシタを用いる場合には改定で変化なし 、　はそれぞれ虚数単位と角周波数

VSI = V90 [1 + (106 .7 × 10− 9 )] +106 .7 4.5 (10 V) V ∝1/K J
ΩSI = Ω90 [1 + (17 .79 × 10− 9 )] +17 .79 56 (100 Ω) Ω ∝R K
A SI = A 90 [1 + (88 .87 × 10− 9 )] +88 .87 A = V/ Ω ∝1/ (K J R K )
CSI = C90 [1 + (88 .87 × 10− 9 )] +88 .87 C = A/ ω ∝1/ (K J R K )
W SI = W 90 [1 + (195 .5 × 10− 9 )] +195 .5 W = AV = V 2 / Ω ∝1/ (K 2

J R K )
** FSI = F90 [1 − (17 .79 × 10− 9 )] − 17.79 72 (1000 pF) F = 1 / (jωΩ) ∝1/R K

H SI = H 90 [1 + (17 .79 × 10− 9 )] +17 .79 H = Ω / (jω) ∝R K
j ω

VJ =
h
2e

nfJVS

いため、実際の標準供給や国際比較においては無視

できるレベルである。このジョセフソン効果の普遍

性は極めて高い精度で、ある場合には 10–19 のオーダ

まで確認されている 14)。 

5.2 量子ホール効果抵抗標準

量子ホール効果は、磁場中の 2 次元電子系のホー

ル効果が量子化される現象である。主には GaAs/
AlGaAs へテロ構造基板や MOSFET の界面に形成さ

れる高い移動度を有する 2 次元電子系が用いられる。

このような 2 次元電子系を 1 K 程度の低温に冷却し、

磁場を印加すると、磁場に対するホール抵抗（ホー

ル電圧を素子に流す電流で割った量をホール抵抗と

呼ぶ）は、階段状に量子化される。この様子を図 3
に示す。ちなみに温度が高くなると、量子効果は喪

失しホール抵抗は通常の 3 次元系と同じく磁場に対

ある。この定電圧は、照射する高周波の周波数を fJVS

とすると、以下の式で表される。 

     　　　(9)
VJ =

h
2e

nf JVS

=
1

KJ
nf JVS

ただし、n は整数であり、シャピロステップの次数と

素子上のジョセフソン接合数（集積度）の積である。

つまり、照射する高周波を正確に定めれば、あとは

基礎物理定数であるプランク定数と電気素量（組み

合わせてジョセフソン定数）のみにより決まる普遍

的電圧を得ることができる。ここでジョセフソン定

数 KJ ≡ 2e/h は、1990 年から改定前までは 3 節の式 (3)
の協定値が使われ、改定後は式 (6) の定義値が利用さ

れている。ちなみに周波数の不確かさは極めて小さ

図2　集積したジョセフソン接合素子とシャピロステップ：

(a) 524 288 個の NbN/TiNx/NbN ジョセフソン接合を集積

した素子。 fJVS = 16 GHz で動作する。 (b) シャピロステッ

プの模式図。 

表 1　 SI 改定における電気関係量の校正値の相対変化量

図 3　量子ホール素子と量子ホール効果の様子 : (a) 量子

ホール素子。(b) 量子ホール効果。左側の軸がホール抵

抗 RH、右側の軸が対応する縦抵抗 Rxx 量子ホール状態の

を示すとき、縦抵抗は非散逸状態（抵抗ゼロ）となる。
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これから分かる様に、電子を一つづつ量子ドットと

呼ばれる、電位的に孤立した数十 nm オーダの微細構

造へ導入する。ドットは極めて小さいため電子のエ

ネルギー準位は離散的となる。つまり、ドットに電

子が入ると自らのクーロン相互作用（キャパシティ

ブな効果）で2つ目の電子は入らない。この状態をクー

ロンブロッケードと呼ぶ。その量子ドットの電位を

対応するゲート電圧を用いて制御することでソース

―ドレイン間で一つ一つの電子の移送を制御する。

この単一電子移送素子の動作の様子を「ポンプ」に

例え、単一電子ポンプと呼ぶこともある。

正確な周波数でこの動作を行うと、正確な電流が

式 (4) の形で発生できるという仕組みである。ジョセ

フソン電圧標準の説で述べた様に、周波数標準は十

分に小さな不確かさで決まる。

単一電子ポンプとして、金属による量子ドット構

造を用いたもの、GaAlGa/GaAs ヘテロ構造基板の 2
次元電子系上の量子ドットを利用したもの、同じ 2
次元電子系上の微細構造と表面弾性波を利用したも

の、超伝導ギャップを利用したもの、シリコン中の

不純物準位を用いたものなど様々な単一電子ポンプ

が開発され研究されている 17)。また、単一電子ポン

プにより発生した量子電流とジョセフソン効果によ

る量子電圧、量子ホール効果による量子抵抗をオー

ムの法則を通じて比較するという、いわゆる量子メ

トロロジートライアングル（量子計測三角形）実験

も勢力的に行われている。 

6. まとめ
以上、電気標準における改定前の SI、改定 SI およ

びそれらにおける基礎物理量の取り扱いや相互関係

の説明を行なった上で改定 SI の影響を述べた。また

して線形に増加する。この量子化ホール抵抗 RH は下

式で表される。 

     　　(10)
RH =

h
ie 2

=
RK

i

ここで、i は自然数であり、「占有率」と呼ばれる物

理量に対応する。つまり、適切に磁場を与えれば、

基礎物理定数であるプランク定数と電気素量（組み

合わせてフォン・クリッツィング定数）のみにより

決まる普遍的抵抗を得ることができる。ここでフォ

ン・クリッツィング定数 RK ≡ h/e2 は、1990 年から改

定までは 3 節の式 (3) の協定値が使われ、改定後は式 
(6) の定義値が利用されている。通常は i = 2 の量子状

態を利用するため、量子化ホール抵抗の改定前後の

値はそれぞれ、

     　　(11)

　

（改定前）：RK−90

2
= 12 906 .403 5 Ω

（改定後）：RK

2
= 12 906 .403 729 652 25 Ω

となる。この値もジョセフソン効果の場合と同じく、

基礎物理定数のみによって決定され、その普遍性は 
10–11 のレベルまで確認されている 15)。最近ではより

高温で、より低磁場で利用できるグラフェンの量子

ホール効果も研究が進んでおり、標準への応用研究

も盛んである。

 5.3 量子電流標準

前節までで説明したジョセフソン効果電圧標準と

量子ホール効果抵抗標準を直接組み合わせて、電流

標準が実現可能である 16)。しかし、通常その形で電

流の「校正」をすることは実施されておらず、何ら

かの適切な値の「標準器」を校正しそれらを組み合

わせることで電流標準が実現している。いずれにせ

よこれらは 3 節で解説したアンペアの実現方法のう

ちの一つ目である。

これ以外に、二つ目の方法として、電気素量つま

り電子を一つ一つ計数し、単位時間当りに移送され

る電荷でアンペアの実現が可能である。従来は被測

定量であった電気素量が改定 SI で定義量となるため、

この手段による電流の標準は SI に極めて忠実な実現

方法として注目を集めている。以下にその原理につ

いて述べる。

単一電子（単電子）トンネリング効果は電子を孤

立させ周囲の電位を適切に調整することにより、電

子一つ一つを制御しながらエネルギー的な障壁を通

過させる効果である。その素子の写真を図 4 に示す。

量子
ドット

1 µm 

ee
e e

e

e

図 4　単一電子ポンプ：GaAlAs/GaAs ヘテロ構造の

2 次元電子系に形成された量子ドットを用いたもの。
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15）  F. Schopfer and W. Poirier: Testing universality of the 
quantum Hall effect by means of the Wheatstone bridge, J. 
Appl. Phys., 102, 054903 (2007)
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3 つの量子電気標準、すなわちジョセフソン効果電

圧標準、量子ホール効果抵抗標準、及び単一電子ト

ンネリング効果による単一電子ポンプを用いた量子

電流標準を解説した。前者 2 つは、完全に確立した

技術といっても良いが、量子電流標準は研究途上で

ある。よって、実際の電流標準では、ジョセフソン

効果と量子ホール効果を用いその組み合わせで電流

標準が実現されている現在の状況が当面継承される。

単一電子トンネリング効果はその関連分野も含め波

及効果は大きいためその発展が期待される。

改定 SI による校正値の変化は産業界には多くの場

合影響を与えないことを説明したが、現場での電気

計測精度への要求が高まるにつれその技術も向上し、

同時に量子効果を用いた標準もより簡便になりつつ

ある。今回の改定は将来産業界で量子標準が積極的

に利用される場合への重要な布石になっている。量

子センシング・超精密リアルタイム測定の研究は電

気計測に留まらず、全ての物理量へ波及する。改定

前の協定値に基づく電気標準の閉じた体系から、改

定 SI では他の物理量と調和した精密電気計測が確立

することになる。今後の研究開発動向を見据えると、

この SI 改定は長期的に多大な恩恵を与えるであろう。
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1 はじめに
2019 年 5 月 20 日、 国 際 単 位 系（Le Système 

International d'Unités、SI）の基本 7 単位のうち、4 つ

の単位の定義が改定された 1)。キログラム（kg）、ア

ンペア（A）、モル（mol）と並んで、本稿で解説する

熱力学温度の単位ケルビン（K）もその一つである。

キログラムの場合と同様に、基礎物理定数の値によ

る定義への改定に向け、各国標準研究機関の温度標

準関係者が定義に用いる定数の値の高精度決定に取

り組んできた。

国際度量衡委員会の温度に関する技術諮問委員

会である、第 27 回の測温諮問委員会（Consultative 
Committee for Thermometry, CCT） が 2014 年 5 月、

パリ郊外セーブル市にある国際度量衡局（Bureau 
International des Poids et Mesures, BIPM）において開催

され、定義改定のための技術的達成条件が国際度量

衡委員会への勧告として採択された 2)。そして 2017
年 6 月の第 28 回 CCT ではこの条件が満たされたこ

とが確認された。翌 2018 年 11 月開催の第 26 回国際

度量衡総会（Conférence Générale des Poids et Mesures, 
CGPM）においてケルビンを含む SI の４つの基本単

位の新定義が採択され、2019 年 5 月 20 日に発効する

ことが決定された。

SI が誕生した 1960 年以来、基本単位の一つと

し て 組 み 込 ま れ た 熱 力 学 温 度（Thermodynamic 
Temperature）の単位ケルビンの定義は水の三重点温

度に基づいていた。キログラム原器と比べると歴史

が浅いとはいえ、この 50 余年の間に物質固有の性質

に基づく定義の限界が見え始め、より普遍的な物理

定数の値による新たな定義へ移行することとなった。

その一方、我々が日常測定している温度は「1990
年 国 際 温 度 目 盛（International Temperature Scale of 
1990、ITS-90）」（４章で詳述）と呼ばれる、国際的

な協約として定められている温度である 3)。国際温度

目盛は 1927 年に最初の目盛が採択されて以来、約 20
年に一度のペースで大幅な改訂が行われ、1990 年に

改訂が行われてからは、約 30 年に亘って現在の国際

温度目盛 ITS-90 が使われている。 
本解説ではケルビンの定義改定の背景を解説する

とともに、これに向けた各国の取組を紹介する。さ

らに熱力学温度と国際温度目盛の関係を解説したの

ち、将来の温度標準の体系について展望を試みる。

2. SI単位ケルビン
2.1 新しいケルビンの定義
新しい定義では熱力学温度の単位ケルビンは「ボル

ツマン定数 k を単位 J K-1（kg m2 s-2 K-1 に等しい）で

表わしたときに、その数値を 1.380 649 × 10-23 と定め

ることによって定義される」4)。従来の定義（次節参照）

がケルビンを水の三重点温度を厳密に 273.16 K と規

定した物質の性質に依存したものであったのに対し、

新しい定義ではボルツマン定数という基礎物理定数

の値を厳密に規定した普遍的な定義に移行する。

新しいケルビンの定義の中には、キログラム、メー

トルおよび秒という熱力学温度以外の基本単位が使

われている点、戸惑う方もいるのではなかろうか。

しかし、他の量でも同様のケースがあり、これまで

も真空中の光速を用いて定義されているメートルは

その定義に秒を内包（光速の単位は m s-1）している。

新しい定義のもとではアンペアも同じ（電気素量の

単位は A s）で、キログラムの場合にはメートルと秒

を内包（プランク定数の単位は kg m2 s-1）している。

一方、参照が循環的になっては定義として成り立た

ない。この点、キログラム、メートル、および秒の

定義にはケルビンは内包されないため、循環的とな

らず、定義として成立する。さらに、キログラムもメー

トルも秒も、その定義実現精度はケルビンのそれよ

り高いため、実用上も問題はない。

2.2 これまでのケルビンの定義とその課題

SI における熱力学温度の単位ケルビン（K）は「水

の三重点の熱力学温度の 1/273.16」と定義されてきた。

さらに、セルシウス度（℃）で表記したセルシウス

温度の値はケルビン（K）で表記した熱力学温度の値

から 273.15 引いたものと定義されている 5)。新しい

定義でもこの関係は変わらない。

三重点とは図 1a）の水の状態図に模式的に示すよ

うに、気相・液相・固相の三相が共存する状態であ

る。氷点や水の沸点が圧力に依存して変動するのに

対し、水の三重点では温度・圧力共に一意に決まる

ため、これらに比べ再現性に優れている。温度計の
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量衡局のセルとの温度差が精密に測定された。そし

て各国国家標準と国際度量衡局の標準との差および

その不確かさが求められた。

その結果、標準偏差で 50 μK、最も高い温度を示す

セルと低い温度を示すセルの差で約 170 μK と、良い

一致が確認された。温度が 273.16 K であるから、当

時の定義実現の再現性としては大雑把に 1 ppm を切

るオーダと言える。

ところが、差の測定結果をグラフ化してみると、図

2 のようになった。これはそれぞれの国家標準と国際

度量衡局との差とその不確かさを（正規分布を仮定

して）確率密度分布で表し、その和として求めた全

体の確率密度分布である。0 μKと約100 μK付近にピー

クを持つ 2 つの分布が重ね合わされているように見

える。その後、この 2 つのグループに分かれた原因が、

水分子を構成する水素と酸素の同位体組成の扱いの

違いによるものであることが明らかになった。

水の三重点温度は分子を構成する同位体の種類

により変動し、複数の同位体が混在する場合はそ

の組成比に依存することが知られている 7)-10)。基準

の組成比としては VSMOW（Vienna Standard Mean 
Ocean Water）があるが、同位体組成を評価しそれが

VSMOW の時のものに補正して温度を報告した国々

が温度が高い方の分布を構成し、補正を行わなかっ

た国がもう一方の分布を構成していた。このように

各国の対応が分かれた理由はケルビンの定義の曖昧

さにあった。同位体組成の補正を行うことは ITS-90
の補足文書 7) で推奨されていたものの、ケルビンの

定義あるいは ITS-90 の定義そのものには明示されて

いなかったため、各国で統一した扱いが行われなかっ

たのである。

この結果を受け、曖昧さを排除する目的で以下の

校正には水の三重点セルを用いる（図 1b））。これは

二重構造のガラス製容器で、内管は上端が解放され

て温度計が挿入できるようになっている。内管と外

管の間には真空引きしたのちに純水が封入されてい

る。内管の中に冷却用器具や寒剤を挿入して適切に

冷却し、内管を均一に取り囲む氷の層を形成するこ

とで、セル内に固相、液相、気相の三相が共存する

状態、すなわち、三重点が実現される（図 1b）, c））。
これを精密に温度制御した液体温槽中に保持するこ

とで、1 ヶ月以上の長期間に亘って水の三重点を実現

することが可能となっている。温度計が検出するの

は温度計挿入孔の底の方の温度であるため、水の深

さによる静水圧の影響を補正して使用される。

2002 年から 2004 年にかけて水の三重点セルの国際

比較が実施された 6)。世界 20 カ国の標準研究機関の

水の三重点セルが国際度量衡局に集められ、国際度

温度計挿入孔

水蒸気水蒸気

水

氷

 
a) 水の状態図 

b) セル外観   c) セル構造

約612 Pa

273.16 K
(0.01 ℃)

水
(液相)

氷
(固相)

水蒸気
(気相)

101 325 Pa

三重点

氷点
（0 ℃）

1気圧での
沸点

（99.974 ℃）

温度

確
率
密
度

国際度量衡局のセルからの温度差 / µK

図 1　水の三重点セル（写真・図提供：産業技術総合研

究所（産総研））: 水の三重点は温度・圧力共に一意に決

まるため再現性に優れ、ケルビンの定義に用いられてい

た。温度計の校正に使用される水の三重点セルでは上部

の気相との界面に三相が共存する三重点が実現される。

図 2　水の三重点セルの国際比較結果（BIPM の許可に

より転載）6) : 各国国家標準と国際度量衡局の差を確率密

度分布で表したもの。0 μK と約 100 μK 付近にピークを

持つ２つの分布が重ね合わされている。当時のケルビン

の定義の曖昧さがもたらした結果である。
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p(T) は熱力学温度 T に依存した圧力としている。状

態方程式の左辺、圧力と体積の積は、その体積中に

おける理想気体分子のエネルギーに比例した量を表

していると捉えることができる。

定積気体温度計（Constant Volume Gas Thermometer, 
CVGT）と呼ばれる温度計は (3) 式の状態方程式を利

用して熱力学温度を測定する。ヘリウムガス等の温

度による圧力変化を体積一定のもとで捉え、p(T)、V、
N の測定値と k の値から熱力学温度 T を求めるもの

である。なお、(3) 式は有限の圧力や密度を持つ実気

体では分子間相互作用を考慮したビリアル展開を用

いて記述できることが知られており、実際にはこの

形で用いる 13)-16）。次節以降で扱う他の気体温度計で

も同様である。

このように、熱力学温度を測定するということは、

物質に内在する熱エネルギーに比例した量、この例で

は ( p(T ) V ) / N を捉えてそこから熱力学温度 T を求め

る行為に相当する。エネルギーは単位 J（kg m2 s − 2 に等

しい）で表されることから、単位 J K − 1（kg m2 s − 2 K − 1

に等しい）で表わされるボルツマン定数 k の値を厳密

に決めることは単位 K の大きさを決定することにな

る。ボルツマン定数 k を用いたケルビンの定義はこ

のように解釈できる。

新しいケルビンの定義の特長としては下記が挙げ

られる。

●　物質固有の性質に依存せず、定義の普遍性が得ら

れる。

従来の定義は「水」という物質固有の性質を利用

していたため、精密な熱力学温度の実現には、ガ

ラスのセルに密封される水の同位体組成分析が必

須であった。またセル内での水のガラスからの汚

染の懸念もあった。新しい定義ではこのような問

題から解放される。

●　特定の温度域・温度計を優遇しない。

従来の定義では水の三重点温度の実現精度のみ

が他の温度より飛びぬけて高く、水の三重点温度

から離れると急速に精度が低下した。さらに、一

次温度計（後述）によっては水の三重点温度を測

れないため定義を直接実現できなかった。新しい

定義ではどの温度でも直接定義が実現可能である。

●　水の三重点の実現不確かさに制約されない。

従来の定義では水の三重点温度の測定が必須で

あり、その実現の不確かさが、他の熱力学温度の

実現の不確かさに影響を与えていた。新しい定義

ではこのような制約はない。

新しい定義は従来の定義のいくつもの課題を克服

VSMOW における同位体組成比の値を記載した補足

が 2005 年にケルビンの定義に追加された。「この定

義は、下記の物質量の比により厳密に定義された同

位体組成を持つ水に関するものである：1 モルの 1H 
あたり 0.000 155 76 モルの 2H、1 モルの 16O あたり

0.000 379 9 モルの 17O、および 1 モルの 16O あたり 
0.002 005 2 モルの 18O。」5)

現在、水の三重点セルに封入する純水は封入時に

サンプルを取得して同位体組成分析を行い、それに

よる実現温度への影響を補正して用いられている。

また、不純物分析も行い、その実現温度への影響も

不確かさに反映している。しかし、長い年月に亘っ

て使用する標準器に求められる安定性を考えた場合、

セルを構成するガラスに含まれる成分の溶出による

純水の汚染をどう防ぎ、その影響をどう評価するか

ということを含め、不純物の影響という課題は相変

わらず残っている 11), 12)。

従来のケルビンの定義は上記補足により同位体組

成の曖昧さはある程度は解消したものの、現状のガ

ラス製のセルを用いた水の三重点の実現では、物質

固有の性質に基づく定義の限界は排除出来ず、次に

述べる物理定数の値による定義改定に向けた各国の

活動を後押しすることとなった。

2.3 新しいケルビンの定義の意味と特長

ボルツマン定数 k の値を用いて熱力学温度 T の単

位が定義できるのは何故であろうか。それを次の例

を用いて考える。理想気体の場合、個々の分子は他

の分子と衝突する時以外は自由に動き、1 個の単原子

分子の平均の運動エネルギーは、その質量 m と二乗

平均速度 kTvm
2
3

2
1 2 =  

= 1
3

2  

p(T ) V = NkT    

p Nm
V v

を用いて、

         　　　
(1)kTvm

2
3

2
1 2 =  

= 1
3

2  

p(T ) V = NkT    

p Nm
V v

と表されることはよく知られている。つまり、熱力

学温度 T とは物質に内在する熱エネルギーに比例し

た状態量である。

一方、理想気体の分子 N 個を体積 V の容器に入れ

た場合、その圧力 p は、質量 m と二乗平均速度を用

いて次式で表される。

     　　　(2)

kTvm
2
3

2
1 2 =  

= 1
3

2  

p(T ) V = NkT    

p Nm
V v

気体の物質量 n、および、アボガドロ定数 NA から、 
N = n NA であり、また、ボルツマン定数 k は、気体定

数 R とアボガドロ定数 NA から、k = R / NA の関係が成

立する。これらを用いると、(1) 式、(2) 式から次式の

いわゆる理想気体の状態方程式が得られる。

p(T ) V = N k T     　　　(3)
ここで、V は気体の体積が温度に拠らず一定とし、
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の報告の標準不確かさが 1 ppm に迫り、それを反映

した CODATA 2010 の推奨値は 1 ppm を満たした。さ

らに LNE-Cnam は 2015 年には測定ガスの Ar を 4He
に変更し、液体ヘリウムのコールドトラップにより

不純物を除去するとともに残留 3He を精密に質量分

析することで不確かさを低減し、2017 年には共鳴器

を 0.5 L から 3 L に大型化して不確かさ 0.6 ppm を達

成した 21)。2013 年の英国国立物理学研究所（National 
Physical Laboratory, NPL）の報告も 1 ppm を下回った

ものの、当初 LNE-Cnam の値との間に不一致があっ

た。その後、Ar ガスの同位体組成に関する新たな測

定により報告値が 2017 年に改訂され、良好な一致を

得るとともに 0.7 ppm の不確かさを報告している 22)。

これ以外では微妙に軸をずらした球体共鳴器を用い

たイタリア計量研究所（Instituto Nazionale de Ricerca 
Metrologica, INRiM）23) の結果、および円筒形の共鳴

器を用いた中国計量科学研究院（National Institute of 
Metrology, NIM）24) の結果もボルツマン定数 k の調整

値の算出に寄与している。

一方、AGT 以外の温度計による測定では、ドイツ

物理工学研究所（Physikalisch-Technische Bundesanstalt, 
PTB）による誘電率気体温度計（Dielectric Constant 
Gas Thermometer, DCGT）を用いた測定で 2013 年に

は 4.3 ppm（2015 年には圧力測定の不確かさを再解析

して 4.0 ppm）の不確かさが報告されており 25)、2017
年には三組の異なるキャパシタの結果を用いること

で 1.9 ppmの不確かさが達成されている 26), 27)。さらに、

NIM と NIST のチームによるジョンソン雑音温度計

（Johnson Noise Thermometer, JNT）を用いた測定では

する特長をもつ。定義改定は直ちに我々が測定する

温度に影響を及ぼさない一方で、将来的には、特に

水の三重点温度から離れた温度域では、大きなメリッ

トが期待できる。

2.4 ケルビンの定義改定のための技術的条件

定義改定の前後で SI における熱力学温度の単位ケ

ルビンの大きさに不連続が生じてはならない。そこ

で、10 年以上の歳月をかけ、水の三重点温度に基づ

く従来のケルビンの定義によるボルツマン定数の精

密測定に各国標準研が精力的に取り組んだ 17), 18)。

ボルツマン定数の測定には、一次温度計が用いら

れた。（各種一次温度計に関しては次章で解説する。）

先に示した CVGT であれば、p(T)、V、N の測定値と (3)
式を用い、熱力学温度 T が精度よく分かっている状

態の測定に適用することによりボルツマン定数 k の

値を測定することができた。このため、温度の実現

不確かさが最も小さい水の三重点温度における測定

が行われた。

k の値は様々な測定データを総合して求めた不確

かさを持つ値として Committee on Data for Science and 
Technology（CODATA、科学技術データ委員会）の

推奨値に与えられてきた 19)。ケルビンの定義改定

が本格的に議論されるようになった 2005 年当時、

CODATA によるボルツマン定数の推奨値の標準不確

かさは 1.7 × 10-6 であり、水の三重点温度の再現性と

比べて一桁近く大きかった。そこで、定義改定に向

けてボルツマン定数 k の値がクリアすべき次の２つ

の条件が 2014 年の第 27 回 CCT 会議で採択された（勧

告 T1）2)。

１）k の CODATA 調 整 値 の 不 確 か さ が 1 × 10-6 

（1 ppm）を下回ること。

２）k の値の決定が少なくとも二つの根本的に異なる

方法に基づいており、それぞれ少なくとも一つの結

果は 3 × 10-6（3 ppm）より小さい相対標準不確かさ

を持つこと。

2017 年に報告された CODATA の k の調整値と

その算出に寄与した測定結果を図 3 に示す 19)。こ

こに示すとおり、k の値の相対標準不確かさは 
0.37 × 10-6 であり、第一の条件が満たされた。音響

気体温度計（Acoustic Gas Thermometer, AGT）を用

いた測定結果が最も小さな不確かさを得ている。長

年、球形共鳴器を用いた 1988 年の米国標準技術研

究 所（National Institute of Standards and Technology,  
NIST）20) の測定が最も不確かさが小さかったが、疑球

形音響共鳴器を用いた 2011 年のフランス計量研究所

- 工芸院（Laboratoire National de Métrologie et d’Essais 
- Conservatoire national des arts et métiers, LNE-Cnam）

図 3　2017 年 CODATA のボルツマン定数の調整値およ

びその算出に用いられたデータ 19) : 年代順。中央のバン

ドは± 5 × 10-7、外側のバンドは± 15 × 10-7 を表す。各

データのキャプションは測定機関、年、および用いられ

た気体の種類。
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１） 音響気体温度計（Acoust ic  Gas Thermometer,   
AGT）20)-24)

理想気体中の音速の二乗は、下記 (4) 式で示すよう

に気体を構成する分子の二乗平均速度、ひいては kT
に比例する。 

      　　　(4)kT
m

Tw
gas

02 )( γ
=  

00 /)()( αεε −= kTTp  

ν∆= kTRTU 4)(2  

1)exp(

12)( 5

2

−
=

Tk
ch

hcTL

λ
λλ

 

ここで、w(T) は熱力学温度 T における音速、mgas は

気体の平均分子質量、γ0 は理想気体の比熱比である。

音速の測定には、多くの場合、金属製の疑球形音

響共鳴器が用いられ、この中に測定試料気体の Ar ま
たは He を入れ、マイクロ波共振周波数測定による共

鳴器の精密な寸法計測と音響共鳴周波数測定による

音速測定が行われる。疑球形を用いるのは、マイク

ロ波共振三重項ピークを分離し寸法測定精度を高め

るためである。

室温付近で用いる一次温度計としては、現在では、

AGT が最も高精度であり、ボルツマン定数の決定お

よび室温を含む温度域の熱力学温度と国際温度目盛

の差（次節で解説）の精密測定に向けた開発が精力

的に行われている。詳細は、レビュー記事 27) や三澤

による AGT の解説 13) があるのでそちらを参照された

い。

２） 誘電率気体温度計（Dielec t r ic  Const ant  Gas 
Thermometer, DCGT）17), 26)

定積気体温度計同様、理想気体の状態方程式に基

づく温度計である。(3) 式の状態方程式において数密

度 N / V を誘電率 εとの関係 ε = ε0 + α0N / V を用いて

置き換えれば、状態方程式は

 p(T) = kT(ε － ε0) / α0   　　　(5)
と書き換えられる。ここで、ε0 は真空の誘電率で、

その値は真空の透磁率と空中の光速により決められ

るものであり、α0 は用いた気体の分子分極率である。

圧力変化による気体で満たしたキャパシタの静電容

量の変化を測定する。4He ガスを用いた場合、α0 は第

一原理計算により 0.1 ppm の不確かさで求められてい

る。したがって、圧力 p(T) と誘電率 εの測定から熱

力学温度 T を求めることができる。

３） ジョンソンノイズ 温 度 計（ J o h n s o n  N o i s e  
Thermometer, JNT）28), 29)

電子の熱運動に起因して抵抗体に生じる熱雑音

（ジョンソンノイズ）の測定に基づく温度計である。

周波数が十分低い領域では周波数に依存しないホワ

イトノイズとなり、二乗平均雑音電圧〈U 2〉はナイ

キストの定理に基づき

 〈U 2〉(T) = 4kTRΔν   　　　(6)
と表すことが出来る。ここで、Δνは測定周波数帯域幅、

R は抵抗である。近年、AC ジョセフソン接合を利用

2015 年に 3.6 ppm あった不確かさが 2.7 ppm に低減さ

れた 28)。測定帯域幅の拡大と 100 日間におよぶ積分

時間が寄与している。なお、産業技術総合研究所（産

総研）においても超電導集積回路を用いた独自技術

による JNT の開発が行われ、不確かさが 10.2 ppm で、

ボルツマン定数の調整値との一致が確認されてい 
る 29)。以上により定義改定のための第二の条件も、

二つならず三つの根本的に異なる手法に基づく測定

により満たされた。

以上の結果を受け、2018 年の第 26 回 CGPM で

新定義が決議された 1) ことは冒頭で述べたとおり

である。このようにして求められたボルツマン定

数の値は 1.380 649 03 × 10-23 J K-1、その不確かさは 
0.000 000 51 × 10-23 J K-1（ 相 対 標 準 不 確 か さ で 
0.37 × 10-6、水の三重点温度で約 0.000 1 K に相当）で、

不確かさは水の三重点温度の実現不確かさに近づく

ことができた。この値からボルツマン定数の定義値

を決めたのが前述のケルビンの定義に用いられてい

る値、1.380 649 × 10-23 J K-1 である。一方、ボルツマ

ン定数が定義値になったかわりに、水の三重点温度

の 273.16 K は定義値ではなくなり、約 0.000 1K（相

対標準不確かさ 0.37 × 10-6）の不確かさを持つとと

もに、今後、新しい定義に基づいた熱力学温度測定

により精密に求められるものとなった。

 3. 一次温度計による熱力学温度の測定
前節で理想気体の状態方程式で記述される系を用

いる温度計 CVGT に言及した。この例ように、熱力

学温度と他の独立した量の関係が、温度に依存する

係数や不明な係数を含まない状態方程式で記述され

るとき、この物理系を用いて他の量の測定から熱力

学温度を求めることが可能となる。このような物理

系に基づく温度計を一次温度計と呼ぶ 30),31)。一次温

度計でない温度計を二次温度計と呼ぶ。我々が日常

使用している白金抵抗温度計、熱電対、サーミスタ、

ガラス製温度計などは全て二次温度計である。一次

温度計はケルビンの定義に基づき直接熱力学温度を

測定できる半面、日常求められる温度測定を行うに

は再現性や使い勝手の面で適していない。これに対

し、二次温度計は一般に使い易く、再現性に優れる

ものの、一次温度計もしくは一次温度計を用いて決

定された温度参照点などで校正して初めて正確な温

度測定が可能になる。

現在、主要国の標準研究機関では、先の CVGT 以

外にもいくつかの一次温度計の開発が進められてい

る。その原理を下記にごく簡単に説明する。なお、

より詳細は解説文献 13)、32) などにあるので、興味のあ

る方にはこちらを参照いただきたい。
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ラーシフトがマックスウェル－ボルツマン分布に

従うことを利用するドップラー幅温度計（Doppler 
Broadening Thermometer, DBT）41)、DCGT と 同 様 の

原理に基づき、比誘電率をマイクロ波の屈折率（す

なわち伝搬速度）から求める屈折率気体温度計

（Refractive Index Gas Thermometer, RIGT）、Fermi 分布

を利用する光電子分光温度計 42)、気体の振動回転ス

ペクトルを利用する回転状態分布温度計（Rotational-
state Distribution Thermometry, RDT）43) など、各種一次

温度計の開発が進められている。

上記の方法により、技術的には熱力学温度の測定

は可能であるが、その測定システムは大型であり、

取り扱いも複雑である。また、高精度に熱力学温度

を測定するためには、一つの温度点においても、一ヶ

月を超えるような長期の測定が必要となることが多

い。そのため、一つの国で、全ての温度領域において、

途切れることなく熱力学温度を測定出来るようなシ

ステムは未だ構築されていない。また、温度計測に

おける再現性に関しては、白金抵抗温度計のような

二次温度計の方が、現時点でも良いという現状があ

る。そのため、現場での温度計測のためには、より

使い易く、かつ、再現性が良い、実用的な温度の標

準が必要となっている。次節で紹介する国際温度目

盛は、その実用的な温度標準であり、国際的に広く

普及している。

4. 熱力学温度の近似：国際温度目盛
Ar や酸素などの三重点、各種純金属の凝固温度や

He および H2 の蒸気圧点などのような物質の相転移

温度の高い再現性を利用した温度計校正用の参照点

のことを温度標準の世界では「温度定点」と呼ぶ。

温度定点の熱力学温度は、前章で紹介した一次温

度計で測定される。2 章で述べたようにボルツマン定

数の決定という目的のため各国標準研究機関が研究

開発に注力した結果、水の三重点温度では 1ppm を下

回る精度で熱力学温度の測定が可能になった。しか

し、他の温度では一次温度計の測定精度は、例えば、

Ar や酸素などの三重点などの再現性に未だ到達して

いない。熱力学温度により途切れのない温度目盛を

一つの国で実現するのも、まだ出来ていない状況で

ある。このため、前章で述べたとおり、現場での温

度計測のためには、より使い易く、かつ、再現性が

良い、実用的な温度の標準が必要である。 
そこで、温度定点を活用し、白金抵抗温度計など

再現性の優れている二次温度計を用いた国際温度目

盛が、実用的な温度標準として、メートル条約の下

で古くから国際協約として定められてきた 44)。国際

温度目盛は複数の温度定点を定義定点としその温度

した疑似ノイズ源を用い、この疑似ノイズと抵抗体

の熱雑音を切り替えて比較測定する技術が開発され

ている 28), 29)。相関を持つ導線やアンプからの雑音の

除去、装置のドリフトの影響排除が可能になるメリッ

トがある。

４） 絶対放射温度計（Absolute Radiation Thermometer, 
ART）32)

ART は一般の放射温度計と同様に下記プランクの

放射則に基づき分光放射輝度 Lλ の測定を通じて温度

T を測定する。
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ここで、c は真空中の光速、h はプランク定数、λ
は波長を表す。波長 λは測定光学系で決まり、他は

物理定数として与えられる。ただし、分光放射輝度

Lλ の測定は容易ではなく、途中光路の損失や光学系

の視野サイズ・視野角、さらには検出器の絶対応答

特性が不明であり、このままでは可能ではない。こ

のため、一般の放射温度計は既知の温度 T0 での校正

を経て測定を行う。すなわち、校正温度 T0 の黒体の

分光放射輝度を予め測定し、放射温度計の光検出器

が捉える光量信号比から分光放射輝度比 Lλ(T)/Lλ(T0)
を求める相対測定を行うことで、光路の損失や検出

器の絶対応答特性などを相殺し温度 T を求めている。

これに対し、Lλ(T0) の情報を必要とせずに放射温度

計の光検出器が捉える光量信号から Lλ(T) を絶対測定

して T を求めるのが ART である。別途絶対分光放射

輝度特性を精密評価した波長可変一様光源を用いて

絶対校正する方法などが開発されている 32), 33)。

現状 ART は可視光あるいは近赤外光の波長域で実

用化され、約 1000 ℃以上の高温域の熱力学温度測定

に適用されている。ケルビンのボルツマン定数によ

る新しい定義に移行するメリットの一つとして、特

定の温度域を優遇しないことを挙げた。特に高温域

では国際温度目盛を上回る精度が ART による熱力学

温度測定で実現されている 34)。この温度域では筆者

らの提案した金属 - 炭素系高温定点群 35) の開発が進

み、2750 ℃までの温度域に再現性が 0.2 ℃を下回る

温度定点が複数得られるようになっている 36)。メー

トル条約加盟主要国および欧州国立標準研究機関協

会のワーキンググループ活動として行われた各国が

協調して ART による温度値の決定に取り組んだ 37) 結

果は 2016 年に公表され 38),39)、その後、国際度量衡

委員会の測温諮問委員会（Consultative Committee for 
Thermometry, CCT）のドキュメントにも反映されてい 
る 30),40)。

これら以外にも、気体の吸光スペクトルのドップ
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以前は高温域の補間計器として熱電対が用いられて

いたが、銀の凝固点（961.78 ℃（1234.93 K））を境に

白金抵抗温度計と放射温度計でカバーされる定義と

なり、熱電対は国際温度目盛の補間計器ではなくなっ

た。

1990 年に改訂が行われてからは、約 30 年に亘って

現在の国際温度目盛 ITS-90 が使われているが、ITS-90
ではその施行後の研究により、水の三重点、平衡水

素の三重点、および、ネオンの三重点など、その定

義定点の温度が同位体組成により影響を受けるとい

う問題があった 9)。ITS-90 が定められてから約 20 年

経過した頃、その問題を解決するように、まず、水

の三重点と平衡水素の三重点を実現する同位体組成

が定義された 48)。その後、ネオンの三重点を実現す

る同位体組成が定義された 49)。それらの同位体組成

の定義は、最新の研究結果を基に CCT によりとりま

とめられ、ITS-90 自身を改訂せずに、ITS-90 の技術

附属書（Technical Annex）として Web 上で公開され、

必要に応じて更新がされている。現在の最新のもの

は 2017 年 6 月 28 日付けのものである 50)。

この他にも、ITS-90 には様々な課題があることが

指摘されている 34), 46)。一つは、ITS-90 と 1 K 以下の

暫定低温度目盛 PLTS-2000 を融合して一つの国際温

度目盛にすることである。次に、ITS-90 の 0 ℃以下

の温度目盛を実現するのに必須の温度定点である水

銀の三重点（-38.8344 ℃（234.3156 K））に課題がある。

これは、水銀の水俣条約に伴い、水銀自体の取り扱

いが国際的に難しくなってきていることに関係して

いる。また、白金抵抗温度計で定義されている Al の
凝固点（660.323 ℃（933.473 K））から Ag の凝固点

の温度域は高温に曝される温度計の安定性に課題が

ある 51)。さらに、962 ℃以上の放射温度計で定義され

ている温度域では銅の凝固点（1084.62 ℃（1357.77 K））

から高温には温度定点が定義に用いられていないた

め、温度が高くなるにしたがって目盛実現精度が劣

化するという課題がある。 
この他、ITS-90 の本質的な課題として、定義が唯

一とならない「ノンユニークネス」がある 52)。ITS-90
は定義実現方法に柔軟性を持たせることを意図して

同じ温度に対し複数の定義が重複して存在する構成

を採用している（図 4 参照）。ノンユニークネスとは

目盛定義そのものの持つ曖昧さであり、補間計器を

用いた定義に基づく限り避けられない本質的な課題

である。温度域によっては目盛実現技術の向上によ

りノンユニークネスの大きさが目盛の実現不確かさ

の支配的な要因となり、より高精度な温度計測を行

うためには、ノンユニークネスの低減が求められる

状況になりつつある。

値を不確かさを持たない定義値として与え、さらに

これら定点間を補間する温度計（補間計器）と補間

式を定めることで途切れのない目盛を定義している。

現在用いられている 1990 年国際温度目盛（ITS-90）3)、

および、2000 年に行われた低温域拡張である暫定低

温度目盛（Provisional Low Temperature Scale（PLTS-2000
目盛）45)）を合わせると、下限温度 0.9 mK から目盛

が定義されている。高温側は放射温度計を計器とし、

プランクの放射則に基づく定点からの補外で定義さ

れており、上限はない。ITS-90 の定義に用いられる

定点温度（概略値）と補間計器および定義の温度レ

ンジ・サブレンジを模式的に図 4 に示す。

先に述べたように、国際温度目盛は約 20 年に一度、

大幅に改訂されてきた。これまでの目盛改訂では、

まず、既存の温度定点がより性能の優れたものと入

れ替えられるとともに新しい温度定点が追加されて

きた 47)。例えば、1948 年の国際温度目盛の改訂では、

温度定点として、氷点が、氷点よりも 0.01℃高い水

の三重点に置き換えられた。1990 年の改訂では、金

の凝固点（約 1064 ℃）の約 20 ℃高温側に銅の凝固

点（約 1085 ℃）が追加されるなどした。時の経過と

ともに一次温度計の測定技術が向上し、データの蓄

積も多くなり、国際温度目盛と熱力学温度の不一致

が顕著になってくる。この不一致を解消するように、

温度定点の定義値と、温度定点間を補間する補間計

器・補間方法の改訂がおこなわれた。 
ITS-90 が導入された際には、例えば金の凝固点温

度が -0.25 ℃動くこととなった。熱力学温度の最良近

似になるように補間方法も見直され、例えば、ITS-90
以前では、水の沸点が 100 ℃であったが、ITS-90 の

改訂で水の沸点は定義定点でなくなるとともに、そ

の値は 99.974 ℃と 0.026 ℃低くなった。また、ITS-90

図 4　ITS-90 の構成（BIPM の許可により転載）46) : 定義

定点および補間計器。補間計器のレンジの重複、サブレ

ンジの選択肢を許すことで定義の柔軟性を持たせてい

る。定点温度は概略値。
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国際温度目盛に従っており、その国際温度目盛は、

これまで、熱力学の最良近似の温度目盛として定め

られている。現在使われている国際温度目盛 ITS-90
の実現方法は 文書“Mise en pratique for the definition 
of the kelvin”に記載されていたが、今回の SI 単位の

定義改定に伴い、新しい定義に従って熱力学温度を

実現するための方法が別途追記され、改訂版“Mis-en-
pratique for the definition of the kelvin in the SI”が 2019
年 5 月 20 日に発行された 30)。この改訂版には、ITS-
90 に関しては、下記のように明記されている 30)。

「国際温度目盛で与えられた定点温度は、それぞれの

温度値に関して厳密であり（不確かさはない）、固定

値である（目盛が生存している間、値は変わらない）。

結果として、ボルツマン定数によるケルビンの定義

改定は、国際温度目盛の温度値または実現の不確か

さに影響を与えない。」

すなわち、今回の SI におけるケルビンの定義改定に

関して、実用的な温度標準である ITS-90 は影響され

ることはない。このため、ITS-90 に基づく温度計を

用いている一般ユーザにとっては、その測定結果は、

定義改定によって直ちに影響を受けることはない。

一方、ITS-90 において放射温度計では、銅の凝固

点から高温側には ITS-90 の温度定点がないため、温

度が高くなるにしたがって目盛実現の精度が劣化す

るという課題があった。３章で述べたように、962 ℃
以上の高温域では既に一次温度計の精度が ITS-90 の

精度を上回ってきているとともに、定義改定により、

高温域では新しい定義に従った方法で熱力学温度に

基づいた温度計測が行い易いというメリットがある。

また、産総研が 962 ℃以上の高温度域で開発してき

た金属 - 炭素系高温定点群は、その熱力学温度値も公

表されている 40)。このため、962 ℃以上の放射温度計

の標準供給では、金属 - 炭素系高温定点群を使うこと

で、温度目盛の不確かさを低減出来るとともに、熱

力学温度に基づいた温度目盛として、放射温度計の

標準供給が可能となる技術が確立されている。従来

の ITS-90 に基づく放射温度計による高温温度計測よ

りも、不確かさが低減出来るというインパクトは大

きく、国際的にも、962 ℃以上温度域の放射温度計の

標準供給は、熱力学温度に基づく方法へと移行して

いく動きが既に始まっている。 
この他、約 20 K よりも低い温度域では、第 3 章で

紹介した、ジョンソンノイズ温度計の他にクーロン

ブロケード温度計により、新定義に基づく温度計測

が行いやすく、熱力学温度に基づいて、標準供給や

温度計測が行われていく可能性が高いと考えられて

国際温度目盛は熱力学温度の最良近似の温度目盛

となるよう、最新の研究結果を基に改訂をしながら、

再現性の良い温度定点と二次温度計により維持され

てきた。一方、CCT では各国標準研究機関による一

次温度計を用いた熱力学温度と ITS-90 の差（T-T90）

の測定結果を集める作業を継続的に行っている。改

訂から 20 年以上経過し、その間の測定結果をグラフ

化したのが図 5 である 53)。ITS-90 と熱力学温度の差

として、例えば室温近辺で ITS-90 は熱力学温度と約

0.004  K ずれていることが明らかになってきた。 
これらの課題を抱える ITS-90 であるが、ケルビン

の定義改定という重大な出来事が決着したことで、

今後、上記 ITS-90 の課題の解決に向けた研究や、熱

力学温度と ITS-90 の差の精密測定が進んでゆくと考

える。 

５. 今後の見通しと社会へのインパクト
先の章で説明したように、一般的に広く使われて

いる温度計の温度目盛は、実用的な温度標準である

b）80 K 以下の拡大

図 5　T - T90 の推定値（BIPM の許可により転載）53) : 黒
丸は各温度における測定の平均、エラーバーは標準不確

かさ。実線の平滑関数は黒丸をフィッティングして得ら

れた。不確かさの範囲を超えた ITS-90 の熱力学温度か

らのかい離が明確になってきた。

a）全温度域の概観



51

して概要を紹介した。また、熱力学温度の最良近似

として国際協約により定められている温度の実用的

な標準である、国際温度目盛に関して解説するとと

もに、その課題についても紹介した。今回の熱力学

温度の単位ケルビンの定義改定は、国際温度目盛に

は影響しないため、一般ユーザーの温度計測へは直

ちに影響を及ぼすことはない。

その一方で、20 K より低温域、および、1235 K
（約 962 ℃）よりも高温域では、今回の定義改定によ

り、熱力学温度が活用しやすくなり、特に、高温域

での放射温度計を用いた温度計測では、世界的に熱

力学温度に基づくものへと移行が始まりつつあるこ

とを紹介した。温度計のユーザーが最も多い 20 K か

ら 1235 K（約 962 ℃）までの温度域においては、標

準供給や温度計測を熱力学温度に基づいて行うとい

う理想的な体系に、未だ到達していない。そのため、

今回の定義改定は、より理想的な温度標準（次世代

標準）や温度計測を目指した研究の幕開けとなって

いる。理想型に到達するには、長い道のりが必要で

あることは想像に難くないが、今後もより良い標準

や計測技術を開発・維持・供給し、社会に貢献する

ために、努力を続ける必要があると考えている。
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物質量の単位「モル」の基礎解説とアボガドロ定数にもとづく新たな
定義を導いた計測技術
倉本　直樹

産業技術総合研究所 計量標準総合センター 工学計測標準研究部門 質量標準研究グループ長

1 はじめに
　「物質量」は物質の量をその構成要素（原子、分子

など）の個数に着目して表したものである。単位は

モルであり、その記号は mol である。キログラム（質

量）、メートル（長さ）、秒（時間）、アンペア（電流）、

ケルビン（温度）、カンデラ（光度）と共に国際単位

系（SI）の基本単位の役割を担う 1)–3)。特に、化学の

分野で重要な単位であるが、キログラムあるいはメー

トルといった日常生活と密接に関連した基本単位と

比べると、そのイメージは非常につかみづらい。そ

こで本稿ではまず、物質量、モル、さらに、それら

と密接に関連するアボガドロ定数について概説する。

　また SI は単純な世界共通の「ものさし」ではなく、

新たな技術革新を導くための高精度な人類共有の知

的基盤である。このため、基本単位の定義には多く

の分野の英知が結集され、その時代の最も高精度な

技術が用いられてきた。より高い普遍性と再現性を

求めて、基本単位の定義は普遍的な物理定数にもと

づいた定義へと変遷してきている。モルも、2018 年

までは炭素原子の質量を基準として定義されていた

が、2018 年 11 月に開催されたメートル条約の最高

議決機関である国際度量衡総会（General Conference 
on Weights and Measures）での決議を受け、現在では、

普遍的な物理定数であるアボガドロ定数を基準とし

て定義されている。そこで本稿では、モルの定義の

変遷、新たな定義を導いた計測技術、定義改定の物

理学・化学への影響などについて解説する。

2 炭素原子に基づくモルの定義
物質の量を表現する際には質量や体積で表すこと

が多い。ただし、化学反応の解釈においては、関与

する原子や分子の個数に着目して物質の量を表現す

るとわかりやすい。例えば、水素を燃やすと、水素

分子 2 個と酸素分子 1 個が反応して、水分子 2 個が

できる。ただし、原子や分子のサイズや質量はきわ

めて小さい。後述するように、我々が実際に取り扱

うスケールの物質中には 1024 のオーダー、すなわち、

1 兆の 1 兆倍の数の原子や分子が含まれている。この

ため、実際の数で個数をいちいち表現するのは大変

不便である。そこで、一定の個数の集団を単位として、

粒子の個数を表すと都合が良い。ちょうど鉛筆 12 本

を 1 ダースとして、鉛筆の本数を表すのに似ている。

このような考えのもと1971 年の第 14 回国際度量衡総

会でモルが新たな SI の基本量である「物質量」の単位と

して承認され、「モルは 0.012 kg の 12C の中に存在する原

子の数に等しい要素粒子を含む系の物質量であり、単位

の記号は mol である」と定義された。「12C」は質量数（原

子核に含まれる陽子の数と中性子の数の和）12 の炭素を

意味する。この以前のモルの定義では、12 g の 12C に含

まれる要素粒子の数のことをアボガドロ定数と呼び、記

号「NA」で表した。この定数は 1 mol あたりの数を表す

ので mol–1 の単位を伴う。このモルを用いることで、莫大

な数の原子や分子を、例えば「1 mol の炭素」のように簡

単に表すことができる。

「モル」の語源はラテン語の「塊」を意味するmolesと
されている 4),5)。一方、「アボガドロ定数」の名称は、一

定温度、一定圧力、一定体積の気体には、気体の種類

によらず同数の分子が含まれることを提唱したアボガドロ

（Amedeo Avogadro, 1776-1856）に由来する。ただし、ア

ボガドロが生きていた時代には、どれくらいの数の分子が

気体に含まれているかを検証するすべはなかった。アボガ

ドロの死去から半世紀以上が経過し、20 世紀になってか

らようやくペラン（Jean Perrin, 1870-1942）やミリカン（Robert 
Millikan, 1868-1953）によってアボガドロ定数を求めるた

めの実験が行われた。1908 年にペランは懸濁微粒子の

沈降平衡の実験から、アボガドロ定数を 6.8×1023 mol–1

と見積もった 6)。さらに、微粒子のブラウン運動の観察

などの複数の異なる測定手法からもこれに近い値を得

た。一方ミリカンは 1917 年に、帯電した油滴を浮遊させ

るのに必要な電場の強さから電気素量を測定し、すでに

測定されていたファラデー定数を用いて、アボガドロ定数

を 6.062×1023 mol–1 と見積もった 6)。複数の原理的に異

なる方法を用いて測定されたアボガドロ定数がほぼ同じ大

きさであったことは、原子や分子が確かに実在することで

のみ説明がつく。このため、20 世紀初頭に行われたこれ

らの歴史的な測定は、原子や分子の存在を実証し、観察

することができないものの実在を証明することはできない

とする実証主義の立場から原子や分子の存在に懐疑的で

あった科学者との論争に終止符を打った。

3 物質量と濃度
「物質量」から組み立てられる身近な量として「濃

度」がある。「モル分率」や「モル濃度」（正確には
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ガドロ定数の値が定義に含まれていなかったことで

ある。モルは要素粒子の個数に着目した量である物

質量の単位であるが、個数ではなく、質量にもとづ

いて（12 g の 12C）定義されていた。もし、アボガド

ロ定数の値を定めてしまうと、仮に 12C の原子の数をなん

らかの方法で数えて 1 mol 集めることができたとしても、

その方法には不確かさがあるため、厳密には 12 g には

ならない。このような二重定義からくる問題を避けるため

に、以前のSIでは1 molの物質に含まれる要素粒子の数、

すなわちアボガドロ定数を定めていなかった。 
では、なんらかの方法で、質量の基準をしのぐ精度で

アボガドロ定数を測定できるようになったとしたらどうだろ

うか。その場合、アボガドロ定数を基準としてモルの定

義を改定することができる。実際にアボガドロ定数の高

精度化が多くの国家計量標準機関で進められてきた。た

だし、その目的は、モルではなく質量の単位であるキロ

グラムの定義改定であった 2),3),13) –18)。2018 年以前、キロ

グラムは国際度量衡局（International Bureau of Weights 
and Measures: BIPM）が保管する国際キログラム原器

によって定義されていた。国際キログラム原器は白

金イリジウム合金製の分銅であり、1889 年の国際度量

衡総会で質量の単位として承認されて以来約 130 年間、

同一の分銅が質量の国際基準として使用されていた。何

らかの理由で国際キログラム原器の質量が変化しても、

それを厳密に 1 kgとするのが以前の定義であった。ただ

し、表面汚染などの影響により国際キログラム原器

の質量の過去 100 年間にわたる長期安定性は約 50 μg
程度であると推定されていた。これは 1 kg に対して

相対的に 5 × 10–8 の変動幅に相当し、近年の計測技

術の進展においては無視しえない大きさとなっていた 1)。

このため 1995 年に開催された第 20 回国際度量衡総会で

は、キログラムを普遍的な物理定数に結びつけるための

道を拓くための新しい研究を、各国の国家計量標準機関

が実施することが勧告された。これを受けて実施された

研究の一つが、アボガドロ定数精密測定である。

6 アボガドロ定数精密測定
アボガドロ定数は自然現象を記述するために不可

欠な「基礎物理定数」の一つである 13)。例えば、原

子や分子のミクロな特性からの我々の身のまわりの

マクロな現象を統計力学により演繹する際に重要な

のは、「アボガドロ定数」程度の莫大な「個数」の原

子や分子が存在することである。すなわち、アボガ

ドロ定数はミクロの世界の「粒子」とマクロの世界

の「物質」をつなぐ重要な役割を担う。

以前のモルの定義にもとづけば、アボガドロ定数

を十分小さな不確かさで測定することで、12C 一個の

質量を正確に導くことができる。この原子の質量を

それぞれ「物質量分率」および「物質量濃度」）などの計

算方法を学生時代に学習された方も多いと思う。近年、

環境分析などで、種々の物質の濃度の正確な測定が求め

られている。産業技術総合研究所 計量標準総合センター

（National Metrology Institute of Japan: 産総研（NMIJ））
では凝固点降下法、重量法、滴定法、電量法などによっ

てモルの定義に基づく濃度計測を実現しており、そ

れらに連鎖するかたちで値付けされた様々な標準物

質が分析機器の校正用に供給されている 7)–9)。

4 12 gの炭素 12が基準となった経緯
以前のモルの定義において、水素や酸素ではなく「炭

素」の、1 g や 10 g 等のきりの良い質量ではなく「12 g」
が用いられていたのには、原子量測定の歴史が関与して

いる 10)。原子 1個あたりの質量は 10–23 g 程度であり、原

子の質量を実際の質量で表記するのは不便である。そこ

で、ある特定の原子の質量を基準とした比として、原子

の質量を表す考え方が導入された。この原子の相対質量

のことを原子量（相対原子質量）と呼ぶ。ドルトン（John 
Dalton、1766 ～ 1844）は水素を基準とし H=1 とする

20 種類の元素の原子量表を発表したが、その値はあ

まり精密ではなかった。その後、ベルセリウス（Jöns 
Berzelius、1779 ～ 1848）は、それまでに知られてい

た元素の原子量を主にそれらの酸素化合物の分析に

より測定し、酸素を基準とし O=100とする精度の高い

原子量表を発表した。しかし、O=100とすると原子量

1000 以上の元素がでてきてしまう。これを防ぎ、さらに、

最も軽い水素の原子量を1に近づけるために、O=16 を基

準としたスタス（Jean Stas、1813 ～ 1891）による原子量

表が国際的に使用されるようになった。

その後の素粒子物理の発展により、自然界の多くの元

素には同位体が存在することが明らかになった。すなわ

ち同じ元素でも、質量数の異なる原子が存在する。酸素

にも 16O，17O，18O の三種類の同位体が存在する。こ

れをうけ、物理学の分野では 16O=16 を基準とした。

一方、化学の分野では三種類の同位体の混合物であ

る天然の酸素の原子量を 16 とした。物理学と化学の

分野で異なる原子量が用いられているのは非常に不

便であり、共通の基準を利用するための協議が実施

された。フッ素 19F=19 を基準とする案などが検討さ

れたが、最終的には 12C=12 を基準とする新たな共通

の基準が採用された。質量分析器を用いた様々な原子

の原子量測定における 12C の優位性がその主な理由であ 
る 11),12)。この 12C=12を基準とする国際的な合意が、以前

のモルの定義にはそのまま反映されていた。

5 物理定数に基づく定義への移行
以前の 12C に基づくモルの定義の重要な点は、アボ
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響を小さな不確かさで測定することは容易でない。

一方、真球度の高い球体の体積は様々な方位から

の直径測定平均値より小さな不確かさで決定でき 
る 18)。さらに、試料の質量が約 1 kg の場合、キログ

ラム原器との比較によってその質量を正確に測定す

ることができる。このため、測定用試料としては、

質量が約 1 kg のシリコン単結晶球体が用いられる。

図 2 は産総研が所有する質量約 1 kg のシリコン単結

晶球体である。直径は約 93.6 mm であり、その真球

度（最大直径と最小直径の差）は 83 nm である。

また、自然界のシリコンには同位体 28Si，29Si，30Si がそ

れぞれ約 92 %，5 %，3 % の割合で存在するが、各同

位体のモル質量は十分に小さい不確かさですでに求めら

れているので、同位体の存在比を質量分析計で測定すれ

ば、シリコンのモル質量を求めることができる。格子定

数は X 線干渉計により高精度に決定できる 19)。

2003年、産総研は図2のシリコン単結晶球体を用い、

アボガドロ定数を当時の世界最高精度である 2 × 10–7

で測定することに成功した 20)。ただし、この精度は

国際キログラム原器の質量の長期安定性より一桁大

きいものであった。ボトルネックとなったのはモル

質量測定であり、その精度を飛躍的に高めるために

は、それまで用いてきた自然界に存在するシリコン

結晶ではなく、人工的に 28Si だけを濃縮したシリコ

ン結晶を用いる必要があった。そこで海外の 7 つの

研究機関と協力して、28Si だけを濃縮したシリコン

単結晶からアボガドロ定数を決めるための国際研究

協力「アボガドロ国際プロジェクト」を 2004 年から

開始した 21)–23)。産総研、BIPM、イタリア計量研究所

（Istituto Nazionale di Ricerca Metrologica, Italy: INRIM）、

オーストラリア計量研究所（National Measurement 
Institute, Australia: NMI-A）、英国物理研究所（National 
Physical Laboratory, UK: NPL）、米国標準技術研究所

（National Institute of Standards and Technologies, USA: 

基準にしてキログラムをある決まった個数の 12C の質

量として定義することが可能であると考えられた。

X 線結晶密度法はシリコン単結晶を用いてアボガドロ

定数を高精度に測定する方法である 2),3),15)–18)。シリコン単

結晶は、図 1に示す単位格子から構成されている。単位

格子の一辺の長さ a は格子定数とよばれ、単位格子の

体積は a3 として与えられる。また単位格子には 8 つの原

子が含まれる。従って、シリコン単結晶試料の体積をV、
質量を mとすると、試料に含まれるシリコン原子の数は

8V/a3 で与えられる。シリコンのモル質量（1 mol あたりの

質量）を M(Si)とすればアボガドロ定数 NA は、

  
(1)　( )

A 3

Si8 MVN
a m

=

として求められる。X 線結晶密度法の根本的な原理

は、単結晶試料に含まれる原子数の計測である。こ

のため、入手が容易であり、高純度で無転位な単

結晶が入手可能なシリコン単結晶を用いる。高精

度に体積を測定するのに好都合な試料形状として

は、立方体あるいは球体が考えられる。立方体の

場合、角やエッジの部分の欠落が体積に及ぼす影

図 1　シリコン結晶の単位格子：図中の 18 個の原子の

うち、角の原子（8 個）は 8 つの単位格子で共有されて

いる。面の原子（6 個）は 2 つの単位格子で共有され

ている。これらを考慮すると 1 つの単位格子には 8 個 
[=8×(1/8)+6×(1/2)+4] のシリコン原子が含まれる。

図 2　産総研がアボガドロ定数決定に用いた自然同位体

比 1 kg シリコン単結晶球体：直径は約 93.6 mm である。

現在は我が国の密度の国家標準として使用されている。

図 3　1 kg 28Si 単結晶球体：アボガドロ定数高精度度測

定のためにアボガドロ国際プロジェクトによって製作さ

れた。1 個あたりの製造費用は約 1 億円である。
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倉本らによって開発されたレーザー干渉計を示す 24)–29)。

球体は二枚の石英ガラス製エタロン板とスペーサーから

なるエタロン（図 5）内に置かれる。レーザー光はエタロ

ン板を介して球体に照射され、球体とエタロン板から反

射したレーザー光によって同心円状の干渉縞が形成され

る。この干渉縞を CCD1とCCD2 で撮像・解析すること

で球体とエタロン板とのギャップd1 および d2 を決定する。

干渉縞の解析には、光源である外部共振器型ダイオード

レーザーの光周波制御技術を利用した位相シフト法を用

いる。また、球体下方に格納された機構によって球体を

持ち上げ光路から取り除くことができる。ビーム1をシャッ

ターで遮ることで、機構に設けた穴を通過したビーム 2
の二枚のエタロン板からの反射光によって干渉縞が形成

される。この干渉縞を CCD3 で観測し、位相シフト法で

解析することでエタロン板の間隔 L を測定する。球体の

直径は D =        L    ‒ (d1+d2)として求められる。位相シフト法

の詳細については次節で述べる。球体の下部には方位制

御機構があり、球体を回転させることで様々な方位から

の直径を測定することができる。 

6.1.2 位相シフト法
レーザー干渉計では光周波数の制御によりπ/3 ずつ位

相を 6 回変化させて取り込んだ合計 7 枚の干渉縞画像か

ら位相を決定する。CCD で測定した干渉縞の強度をそ

れぞれ I1，I2，I3，I4，I5，I6，I7とすると4 番目の画像を取り

込んだ際の位相 ϕは次式で表される 24)。

     (2)　( )2 3 5 61

1 2 3 4 5 6 7

3
tan

2
I I I I

I I I I I I I
φ −

 + − −
= 

− − + + + − −  

NIST）、ドイツ物理工学研究所（Physikalisch-Technische 
Bundesanstalt, Germany: PTB）、標準物質計測研究所

（Institute for Reference Materials and Measurements, EU: 
IRMM）が参加し、それぞれの機関が得意とする分野

を担当する国際分業によりプロジェクトを遂行した。

産総研は、特に、シリコン単結晶球体体積測定にお

いて主導的な役割を果たした。

アボガドロ国際プロジェクトでは、28Si の存在割合を

99.99 % にまで高めた 28Si 単結晶を 5 kg 作成された 23)。

AVO28 と名付けられたこの 28Si 単結晶から研磨され

た直径 94 mm、質量 1 kg の球体を図 3 に示す。この

球体の体積と質量を産総研、PTB、BIPM で測定した。

6.1 シリコン球体体積測定

6.1.1  レーザー干渉計

図 4 は、この球体の体積を測定するために産総研の

図 4　レーザーの光周波数精密制御によってシリコン球

体の直径をサブナノメートルの精度で計測するレーザー

干渉計（上図）とそのブロック図（下図）

図 5　シリコン球体直径を測定するためのエタロン：二

枚の石英ガラス製エタロン板およびスペーサーより構成

される。エタロン板はスペーサーにオプティカルコンタ

クトによって固定されている。
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射シールド内部は球体と放射シールドとの熱交換を

高めるために黒く塗装されている。

図 7 は球体の下部に設置した球体温度測定システムを

示す。球体は 3 本の PEEK 製のピンによって支持され、

微小白金抵抗温度計（直径 2 mm、長さ15 mm）を挿入

した 3 つの小型の銅ブロックが非常に弱い力で球体に接

触している。銅ブロック表面は、球体表面が温度測定中

に傷つくことを防ぐために PEEK でコーティングされてい

る。微小白金抵抗温度計は、国際温度目盛（ITS-90）の

温度定点（水の三重点、ガリウムの融点）を実現した定

点セルで直接校正することができ 32)、球体温度制御用ア

クティブ放射シールドと組み合わせることで 0.0006 °C の

不確かさで球体の温度を測定することができる。

式（1）によってアボガドロ定数を求めるためには、

同一の温度における格子定数と球体体積が必要であ

る。球体体積は産総研と PTB で、格子定数は INRIM
で測定され、各測定で用いられている温度計は各研究

所で ITS-90 に準拠して校正されている。アボガドロ

国際プロジェクトでは、これらの温度計をPTBに集め、

それらのノンユニークネスがアボガドロ定数測定に及

ぼす影響を検討した 33)。各温度計は同一の温度定点セ

ルで校正された後、20 °C に制御された恒温槽に挿入

され、温度測定値の差が評価された。三本の温度計に

よる測定値の差の標準偏差は 52 μK であった。このば

らつきのアボガドロ定数測定の不確かさへの相対寄与

は 5.6 × 10 ‒10 であり、無視できるほど小さい。

6.1.4 球体体積測定

図 8 に 2 個の 28Si 単結晶球体について様々な方位か

ら実施した直径測定の結果を示す。球体表面にほぼ

均一に分布する約 2000 方位から測定を実施し、平均

直径から球体体積を 2.0 × 10 ‒8 の相対標準不確かさで

決定した。この不確かさは直径測定精度に換算する

と 0.6 nm である。図 1 に示した単位格子の一辺の長

さ、すなわち、格子定数は約 0.5 nm である。つまり、

原子間距離レベルの精度で約 94 mm の球体直径を測

それぞれの CCD で決定した位相の 2 次元分布を Zernike
多項式で近似し、その極値から L，d1，d2 を求める 24)。

球体とエタロン板との間隔は約 13 mmであり、位相シ

フト法による測定を行うためには少なくとも10 GHz の光

周波数掃引が必要である。このために開発した光周波数

チューニングシステムを図 4 の下図に示す 27)。このシス

テムでは、長さの国家計量標準として産総研で維持・管

理されている光周波数コム 30),31) を光周波数標準として

用いている。この光周波数コムに位相ロックされた He–
Neレーザーからのビームが約 40 m のファイバーによって

レーザー干渉計に送られる。このビームとのビート信号

を計測・制御することで、外部共振器型ダイオードレー

ザーの光周波数を 20 GHz の範囲で 33 kHz の不確か

さでチューニングできる。これは球体直径に換算すると 
7 × 10‒  11 の相対不確かさに相当する。精密直径測定技

術はこのような極めて高い精度の光周波数制御技術に支

えられている。

6.1.3 球体温度測定

シリコン結晶は室温において約 3 × 10–6 K–1 の熱膨張

係数をもつ。このため、球体の直径を高精度に測定する

ためには、球体の温度を一定に保ち、できるだけ小さな

不確かさでその温度を測定する必要がある。図 6 は球

体およびエタロンなどを格納する真空チャンバーを示す。

体積測定は 20 °C で実施し、真空チャンバーの側面と上

下面には 20 °C からわずかに低い温度に保った冷却水を

循環させる。真空チャンバー内部には銅製のアクティブ放

射シールドが備えられている。放射シールドの側面およ

び上下面にはフィルムヒーターおよび温度計が組み込まれ

ている。ヒーターに印可する電流をアクティブに制御

し、放射シールドの温度を 20 °C に保つことで、球体

の温度も 20 °C に制御できる。図 4 に示すように、放

図 6　シリコン球体の直径を計測するレーザー干渉計を

格納する真空チャンバー：放射シールドの温度を制御す

ることで、球体の温度を制御する 24),25) 。

図 7　球体温度計測システム：ITS-90 に準拠して校正さ

れた微小白金抵抗温度計を挿入した銅ブロックが、球体

に弱く押しつけられている 24),25) 。
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アボガドロ定数の精密測定を目的とするシリコン

球体体積測定用レーザー干渉計の開発は、INRIM、

NMI-A、 韓 国 標 準 科 学 研 究 所（Korean Reserach 
Institute of Standards and Science: KRISS）、中国計量科

学研究院（National Metrology Insituite, China: NIM）で

も行われたが、国際キログラム原器の質量の長期安

定性である 5 × 10 ‒8 をしのぐ精度での体積測定に成

功したのは、産総研と PTB のみであった。 

6.2  球体質量測定

産総研では真空天びんを用いて 28Si 単結晶球体の質

量を測定した。球体の質量はほぼ 1 kg であり、我が

国の質量の国家標準であった日本国キログラム原器

を基準として値付けされた 1 kg ステンレス基準分銅

の質量と直接比較された。28Si 単結晶球体とステンレ

ス分銅の質量はほぼ一緒であるが、材質が異なるためそ

れらの体積は大きく異なる。このため、空気中で測定を

実施した場合、この二つの物体への空気浮力の影響の差

を評価する必要があるが、その厳密な評価は簡単ではな

い。真空天びんによって質量比較を真空条件下で実施す

ることで、空気浮力の影響を評価する必要がなく、球

体質量を 6 μg、相対値にすると 6 × 10 ‒9 という非常

に高い精度で測定することができた 35)。また BIPM
は 2013 年から 2015 年にかけて国際キログラム原器

を基準として、各国の白金イリジウム分銅の臨時校正

（Extraordinary Calibrations）を実施した。日本国キロ

グラム原器の国際キログラム原器へのトレーサビリ

ティは、この臨時校正によって確保されている 36)。 

6.3  球体表面分析

シリコン球体表面は、酸化膜などからなる厚さ数 nm
の表面層に覆われている（図 10）。式（1）を用いて正確

にアボガドロ定数を求めるためには、表面層を除く、シ

リコン原子だけからなる部分（シリコンコア）の質量と体

積を決定する必要がある。そこで、アボガドロ国際プロジェ

クトでは、分光エリプソメトリー、X 線反射率法、X 線蛍

定できる。この世界最高レベルの精度での測定の実現に

は、産総研が独自に開発した高精度な光周波数チューニ

ング技術および球体温度測定技術が大きく貢献した。

球体直径測定用レーザー干渉計の開発は PTB におい

ても実施された 34)。産総研のレーザー干渉計と同様に、

光周波数制御にもとづく位相シフト法によって球体直径

を測定する。ただし、位相シフト法のアルゴリズムは大き

く異なる。また、球面エタロンを用いることで、球を回転

させることなく多方位からの直径測定が可能である。図 9
は二つのレーザー干渉計の測定原理の違いおよび 28Si 単
結晶球体について実施した測定結果の比較を示す。二つ

レーザー干渉計による測定結果は不確かさの範囲で一致

しており、アボガドロ国際プロジェクトにおける球体体積

測定の信頼性が極めて高いことを示す。

図 8　様々な方位からの直径測定値を、平均直径からの偏差を強調して描画した球体形状三次元図 : 平均直径は約

94 mm であり、直径の最大値と最小値の差は、一方の球体（左）では 69 nm、もう一方の球体（右）では 38 nm
である 28) 。

 

93.710809 93.710810 93.710811 93.710812 93.710813
平均直径 / mm

PTB

NMIJ

AVO28-S5c

1 nm

93.701524 93.701525 93.701526 93.701527 93.701528
平均直径 / mm

PTB

NMIJ

1 nm

AVO28-S8c

図 9　（上）産総研（NMIJ）と PTB で開発されたレーザー

干渉計の測定原理の比較（下）二つのレーザー干渉計で測

定された二つの 28Si 単結晶球体（AVO28-S5c，AVO28-S8c）
の平均直径の比較：データ上のバーは標準不確かさを表す。
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6.5　格子定数測定
28Si 単結晶の格子定数の測定は INRIM で実施され

た。X 線干渉計を用い、光の波長を基準として 1.8 ×

10 ‒9 の相対不確かさで格子定数が測定された 19)。また

産総研では、結晶内での格子定数の分布を高エネル

ギー加速器研究機構に設置した自己参照型格子比較

器によって評価した 45)。

6.6　アボガドロ定数の決定

これまでに、28Si 同位体濃縮単結晶を用いた測定に基

づき、次の 4 つのアボガドロ定数の値が報告されている。

2011 年、アボガドロ国際プロジェクトは 28Si 同位

体濃縮結晶（AVO28）を用いて求めた最初のアボガ

ドロ定数の値を報告した 23)。測定には AVO28 から研

磨された二つの球体、AVO28-S5 および AVO28-S8、
が用いられ、この球体の体積、質量、表面、格子定数、

モル質量が評価された。2013 年から 2015 年にかけて

BIPM で実施された各国キログラム原器の臨時校正の

結果をうけ、その値は次のように更新された 46)。

光分析法などの複数の表面分析技術を用いて 28Si 単結晶

球体表面に存在する物質の化学組成、厚さ、質量などを

評価した 37)。産総研では、X 線光電子分光法と分光エリ

プソメトリーによる球体表面分析システムを開発した（図

11）38),39)。いずれの装置もシリコン球体の回転機構を備 
え、球体の全表面を分析できる。このシステムにより、

球体表面層の組成を決定し、さらに球体表面層の厚さを

0.1 nm の精度で測定した。6.2と 6.3 で解説した球体の

質量と体積の測定結果を表面層分析結果で補正し、シリ

コンコアの質量と体積を決定した 40)。

 

表面層：数 nm

球体直径 約 94 mm

炭素汚染層

水

二酸化シリコン（SiO2）

シリコン
コア

シリコン

図 10　真空中での 28Si 単結晶球体表面層モデル：表面層

は化学吸着水層、炭素汚染層、SiO2 層などからなる 40)。

6.4　モル質量測定

自然体同位体比シリコン結晶のモル質量を求めるため

に、IRMM はシリコン結晶を多段階の化学処理によっ

て SiF4 ガスに変換し、ガス質量分析計を用いて 3 種

類の安定同位体、28Si，29Si，30Si の存在比を測定してい 
た 41)。しかしモル質量測定の精度は 2.4 ×10–7 と国際

キログラム原器の質量の長期安定性と比べて一桁大きく、

基礎物理定数によるキログラムの定義改定を実現するた

めのボトルネックとなっていた。アボガドロ国際プロジェ

クトによる 28Si 同位体濃縮結晶の製作をうけ、PTB では

多重検出器誘導結合プラズマ ICP 質量分析計を用いたモ

ル質量測定を実施した 42)。この手法では、シリコン結晶

を水酸化テトラメチルアンモニウムなどの溶媒に溶かすだ

けで良く、自然同位体比のシリコンが混入するリスクが前

出のガス質量分析法と比べて極めて低い。さらに 28Si の
存在比が 99.99% 以上に高められた特殊な結晶の測定に

適した新たな同位体希釈分析法が開発された。この方法

では 28Si の存在比を直接測定するのではなく、微量成分

である 29Siと 30Siを測定し、それ以外の同位体を 28Siと
することでモル質量を求めた。これらの改良によってモ

ル質量の相対標準不確かさは 4.3×10 ‒9 にまで向上した。

同様の測定は産総研 43) および NIST 44) でも実施され、3
つの研究機関の測定値は不確かさの範囲で一致した。

 

図 11　産総研で開発したシリコン単結晶球体表面分析

用 X 線光電子分光法システム（上）と分光エリプソメー

ター（下）：いずれの装置も球体回転機構を備え、球体

全表面を分析できる。また X 線反射率法により値付けさ

れた膜厚標準物質で校正することで、国家計量標準にト

レーサブルな表面分析が可能である 38),39) 。
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NA（NMIJ-17）= 6.022 140 78(15) × 1023 mol–1　　　   (9)

7　  プランク定数に基づくキログラムの
定義改定案

キログラムの新たな定義案としては、原子の数か

ら質量を決めるアボガドロ定数に基づくもののほか

に、光子のエネルギーと質量を関連づけるプランク定

数にもとづくものも検討されていた 13)。キッブルバラ

ンス法はプランク定数を実験的に直接決定する手法で

ある。この方法では、主に電気的な測定から、ジョセ

フソン効果と量子ホール効果に基づいてプランク定数

を測定する。カナダ国立研究機構（National Research 
Council, Canada: NRC）はこの方法を用いて 1.0 × 10–8

の相対不確かさでプランク定数を 2017 年に決定し

ている 50)。NIST、フランス計量研究所（Laboratoire 
National de Métrologie et d'Essais, France: LNE）などでも

開発が進んでいる。キッブルバランス法の詳細につい

ては、本書の質量にかかる解説を参照いただきたい。

キログラムの定義を改定する上で、アボガドロ定数 NA とプ

ランク定数 hのどちらをを用いて表現すべきなのかが議論され

てきたが、両者の間には次の厳密な関係が成立する。

     (10)　( ) 2

A

e
2

α

∞

=
cM

N h
R

ここで、M(e) は電子のモル質量、αは微細構造定

数、R∞ はリュードベリ定数、c は真空中の光さである。

左辺の NA と h の積はモルプランク定数とよばれ、4.5
× 10–10 の相対標準不確かさで求められている 51)。こ

の不確かさは、これまで紹介してきた h や NA の測定

の不確かさと較べて十分に小さく、原理的にはどち

らの定数を用いても矛盾なくキログラムの定義を改

定することが可能であった。ただし、プランク定数

を基準とした方が特に電気標準において利便性が高

い。このため、2011 年に開催された第 24 回国際度量

衡総会において、国際キログラム原器を将来廃止し、プ

ランク定数を不確かさのない固定された値とし、キログラ

ムの定義を改定する方針が決議された 52)。一方、アボ

ガドロ定数を固定された不確かさのない値とするこ

とでモルの定義を改定する方針も決議された。

8　  モルの新しい定義の基準となるアボ
ガドロ定数の決定

2014 年に開催された第 25 回国際度量衡総会では、

モルおよびキログラムの定義の改定にかかる審議を

2018 年に開催される第 26 回国際度量衡総会で実施

できるよう各国の国家計量標準機関が準備を進める

ことが提案された 53)。審議の結果、定義改定前後の

整合性を示す実験データが順調に揃うことを条件に、

NA（IAC-11）= 6.022 140 99(18) × 1023 mol–1　   　(3)

測定の相対標準不確かさは 3.0×10–8 である。測定精度

は自然同位体比のシリコン結晶を用いた場合と比較して一

桁向上し、国際キログラム原器の長期安定性を上回った。

ただし、二つの球体の表面は銅やニッケルによって汚染

されており、表面層の質量を高い精度で決定することが

できなかった。この球体表面の金属汚染が、アボガドロ

定数測定の主要な不確かさ要因の一つであった。

これを受けてアボガドロ国際プロジェクトでは、

二つの球体を再研磨し、表面の金属汚染を取り除い

た。さらに、再研磨後の球体、AVO28-S5c と AVO28-
S8c、を用いて、より高精度な測定を実施し、次の値

を 2015 年に報告している 46)。

NA（IAC-15）= 6.022 140 76(12) × 1023 mol–1　　  (4)

相対標準不確かさは 2.0 × 10–8 にまで向上した。

上述の二つの値の測定後に、X 線光電子分光法を用

いた表面分析システム（図 11）が産総研で開発され

た。これをうけて、産総研は AVO28-S5c の体積、質量、

表面の評価を新たに単独で実施し、2017 年に次の値

を報告した 40)。

NA（NMIJ-17）= 6.022 140 84(15) × 1023 mol–1　　    (5)

この値を求めるための主要な測定を産総研が単独で実

施したことから、データ名には著者が所属する産総研

計量標準総合センターの英語名の略称であるNMIJ が
用いられている。なお、格子定数、モル質量などには、 
NA（IAC-15）を決定する際にアボガドロ国際プロジェクト

で測定された値が用いられた。

一方、PTB は AVO28 よりも 28Si 濃縮度の高い結

晶（Si28-23Pr11）を独自に入手し 47)、2 つの球体、 
Si28kg01a および Si28kg01b を製作した。PTB と産総

研でこの新たな結晶についての測定が実施され、次

の値が 2017 年に報告された 48)。

NA（IAC-17）= 6.022 140 526(70) × 1023 mol–1　　　    (6)

相対標準不確かさは 1.2 × 10–8 にまで向上した。

またアボガドロ国際プロジェクトは、NA（IAC-11）、
NA（IAC-15）、NA（NMIJ-17）の導出に用いたモル質

量と格子定数を最新の測定に基づき補正した。これ

を受けて、2018 年に 3 つの NA の値は次のように補正

された 49)。

NA（IAC-11）= 6.022 140 95(18) × 1023 mol–1　　　　   (7)
NA（IAC-15）= 6.022 140 70(12) × 1023 mol–1　　　　   (8)
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NA（CODATA 2017）= 6.022 140 758(62) × 1023 mol–1 (11)

さらに同じ 8 個のデータを用いて、次のプランク

定数の調整値を決定した。

h（CODATA 2017）= 6.626 070 150(69) × 10–34 J s    (12）

これらの調整値の相対不確かさは 1.0 × 10–8 であり、 
1 kg に換算すると 10 μg である。これは、国際キログ

ラム原器の質量の長期安定性である 50 μg を大きく凌

いだ。

9　 モルの新しい定義
2018 年 11 月に開催された第 26 回国際度量衡総会

では、上述の調整値の不確かさをゼロとする定義値

に基づく新しいモルとキログラムの定義への移行が

この提案は承認された。2015 年に開催された第 104
回国際度量衡委員会では、定義の改定に必要な基礎

物理定数の決定に際し、2017 年 7 月 1 日までに論文

としてアクセプトされたデータのみを対象とするこ

とが決議された 53)。この締切までに報告されたデー

タを用いた新たな定義の基準となる基礎物理定数の

決定は、科学技術データ委員会（CODATA）によっ

て実施された 54)。

図 12 および表 1 に、CODATA による新たなモル

の定義の基準となるアボガドロ定数の決定に貢献し

た 8 個のデータを示す。8 個のうち、4 つが 7 章で紹

介した X 線結晶密度法によって決定されたアボガド

ロ定数であり、残りの 4 つがキッブルバランス法に

よってされたプランク定数から式（10）によって導

出されたアボガドロ定数である。二つの異なる方法

によって測定されたアボガドロ定数は良く一致した。

CODATA はこれら 8 つの高精度な測定値の重み付き

平均として、次のアボガドロ定数の調整値を決定した。

 

NIST – 15（米国）

IAC – 11

NRC – 17（カナダ）

IAC – 17
NIST – 17（米国）

NMIJ – 17（日本）

LNE –17（フランス）

CODATA 2017

IAC – 15

アボガドロ国際プロジェクト（IAC）で産総研
が貢献したデータ

産総研が独立に測定・報告したデータ

Naoki Kuramoto et al., Metrologia,
vol. 54, pp. 716−729 (2017)

上記の8つのデータから決定された調整値

この調整値の不確かさをゼロとした値が、
新たなモルの定義の基準となるアボガドロ
定数の定義値

: X線結晶密度法
: キッブルバランス法

報告論文（出版年） データ ID 測定を実施した研究機関 量 値 相対標準不確さ

ささ Schlamminger et al. (2015) 55) NIST-15 米国標準技術研究所 h 6.626 069 36(38) × 10−34 J s 5.7 × 10−8

Wood et al. (2017) 50) NRC-17 カナダ国立研究機構 h 6.626 070 133(60) × 10−34 J s 9.1 × 10−9

Haddad et al. (2017) 56) NIST-17 米国標準技術研究所 h 6.626 069 934(88) × 10−34 J s 1.3 × 10−8

Thomas et al. (2017) 57) LNE-17 フランス計量研究所 h 6.626 070 40(38) × 10−34 J s 5.7 × 10−8

Azuma et al. (2015) 46) IAC-11 アボガドロ国際プロジェクト NA 6.022 140 95(18) × 1023 mol−1 3.0 × 10−8

Azuma et al. (2015) 46) IAC-15 アボガドロ国際プロジェクト NA 6.022 140 70(12) × 1023 mol−1 2.0 × 10−8

Bartl et al. (2017) 48) IAC-17 アボガドロ国際プロジェクト NA 6.022 140 526(70) × 1023 mol−1 1.2 × 10−8

Kuramoto et al. (2017) 40) NMIJ-17 産業技術総合研究所 NA 6.022 140 78(15) × 1023 mol−1 2.4 × 10−8

 

図 12　CODATA によるアボガドロ定数の調整値決定に採用された 8 つの測定結果：調整値（CODATA 2017）の不確か

さをゼロとした値が、現在のモルの定義に使われている定義値である。

表 1　CODATA2017特別調整におけるプランク定数 hおよびアボガドロ定数 NAの決定に採用されたデータ54)： hとNA は式 （10）
によって換算可能である。このため、hと NA の調整値の決定のいずれにも、これら 8 つのデータの全てが用いられた。

 

NIST – 15（米国）

IAC – 11

NRC – 17（カナダ）

IAC – 17
NIST – 17（米国）

NMIJ – 17（日本）

LNE –17（フランス）

CODATA 2017

IAC – 15

アボガドロ国際プロジェクト（IAC）で産総研
が貢献したデータ

産総研が独立に測定・報告したデータ

Naoki Kuramoto et al., Metrologia,
vol. 54, pp. 716−729 (2017)

上記の8つのデータから決定された調整値

この調整値の不確かさをゼロとした値が、
新たなモルの定義の基準となるアボガドロ
定数の定義値

: X線結晶密度法
: キッブルバランス法

報告論文（出版年） データ ID 測定を実施した研究機関 量 値 相対標準不確さ

ささ Schlamminger et al. (2015) 55) NIST-15 米国標準技術研究所 h 6.626 069 36(38) × 10−34 J s 5.7 × 10−8

Wood et al. (2017) 50) NRC-17 カナダ国立研究機構 h 6.626 070 133(60) × 10−34 J s 9.1 × 10−9

Haddad et al. (2017) 56) NIST-17 米国標準技術研究所 h 6.626 069 934(88) × 10−34 J s 1.3 × 10−8

Thomas et al. (2017) 57) LNE-17 フランス計量研究所 h 6.626 070 40(38) × 10−34 J s 5.7 × 10−8

Azuma et al. (2015) 46) IAC-11 アボガドロ国際プロジェクト NA 6.022 140 95(18) × 1023 mol−1 3.0 × 10−8

Azuma et al. (2015) 46) IAC-15 アボガドロ国際プロジェクト NA 6.022 140 70(12) × 1023 mol−1 2.0 × 10−8

Bartl et al. (2017) 48) IAC-17 アボガドロ国際プロジェクト NA 6.022 140 526(70) × 1023 mol−1 1.2 × 10−8

Kuramoto et al. (2017) 40) NMIJ-17 産業技術総合研究所 NA 6.022 140 78(15) × 1023 mol−1 2.4 × 10−8

 



64

義における Mu は次式で与えられる。

     (14)　A
u 2

r

2
(e)

N h RM
c Aα

∞=

微細構造定数
A

u 2
r

2
(e)

N h RM
c Aα

∞=
、リュードベリ定数 R∞、電子の原子

量 Ar(e) は実験的に測定される量であり、それらの測

定値に応じて Mu も変化する。定義改定直後の現時点

では、その値は依然として 1 g mol–1 であるが、 
4.5 × 10–10 の相対不確かさをもつ 9),59)。このため、

M(12C) は定義改定前のように厳密に 12 g mol–1 ではな

く、4.5 × 10–10 の相対不確かさをもつ。他の多くの

核種の相対原子量は 10–11 レベルの相対不確かさで求

められており 60)、それらのモル質量の不確かさも、

僅かではあるが定義改定のために増加した。ただし、

その増加の程度は非常に小さく、ほとんどの化学計

測や 3 章で記述したモルの実現においては無視でき

る 9),59)。

11　 おわりに
アボガドロ定数を基準とする定義に移行すること

により、モルの定義は質量から切り離され、要素粒

子の個数に基づく直接的でわかりやすいものとなっ

た。また、原理的には原子や分子などの個数を絶対

測定することで「モル」を実現することが可能であ

り 9),59)、現時点で最も高精度な原子数の計測方法が本

稿で紹介した X 線結晶密度法である。原子数の計測

にもとづくモルの実現を可能とした今回の定義改定

が、アボガドロ定数のオーダーの原子や分子などを

高精度にカウントし、物質量や濃度などを直接絶対

測定する技術につながるブレイクスルーを生む契機

となることを期待したい。 
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     (13)　( ) ( )12 12
r uC CM A M= ×

ここで Ar(
12C) と M(12C) はそれぞれ 12C の原子量とモ

ル質量である。以前の定義の下では、Mu は厳密に 
1 g mol–1 と定義され、12C のモル質量 M(12C) は厳密に

12 g mol–1 であった。一方、（10）式から、現行の定
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光度の単位「カンデラ」および測光・放射標準

蔀　洋司

産業技術総合研究所 計量標準総合センター 物理計測標準研究部門 光放射標準研究グループ長

1 はじめに
カンデラ（cd）は光度の単位であり、国際単位系（SI）

の基本単位の一つである。光度は、人間の視覚を加

味した光の強さを表す量で、明るさの知覚を定量化

する際の指標となる。人間の持つ五感（視覚・聴覚・

嗅覚・味覚・触覚）の中で、一般的に最も多くの情

報を与えるのが視覚であると言われている。視覚は、

眼の網膜上での光子と分子の相互作用に基づく光生

物学的効果の一つであり、我々人類は、明るさや色

に代表される視覚情報を、昼夜を問わず得るための

手段として、最初は炎を、後にランプなどの人工光

源を照明として利用してきた。そうした中で、光に

よる視覚刺激を定量的に測定・評価する手段が必要

となり、様々な照明環境を再現性よく正確に評価す

る目的から、測定の基準となる測光標準の整備や国

際協調が進められ、高度な計量標準の体系が運用さ

れてきた。

光度およびその関連量は、対象となる光に対して、

人間の視覚情報に基づく重み付けを伴う測定量であ

ることから、純粋な物理量ではなく心理物理量に区

分される。このためカンデラは、SI の中ではやや特

殊な単位であるが、視覚情報を加味した光の定量化

は我々の日常生活に密接に関連したものである。そ

うした重要性が、カンデラを SI 基本単位の一つとし

て位置付ける根拠を与えている。

長年に渡る世界的な研究の集大成として、2018 年

11 月の第 26 回国際度量衡総会（CGPM）の決議に基

づき、質量、電流、温度、物質量の各基本単位の定

義が大幅に改定された。この定義改定は、人工的な

器物に依存しない単位系の実現をはじめ、多くの科

学的な価値を持っているが、もう一つ大きな変革が

あった。今回の改定に伴い、国際単位系（SI）にお

ける 7 つの基本単位は全て、基礎物理定数（または

常用定数）に基づく定義へと表現が改められた。カ

ンデラについても今回、視感効果度 Kcd（単位 lm W-1）

に基づいて定義する表現へと修正する改定が決議さ

れた。

本稿では、カンデラの定義および実現方法につい

て紹介すること主眼としつつ、他の SI 基本単位と比

べると“一見”風変わりな印象を受けるカンデラに

ついて正しく理解するために必要となる、測光量の

基本的な考え方について解説すると共に、測光・放

射測定に係る単位を考える上で不可欠となる、主要

な測光量および放射量の標準（本稿では測光・放射

標準と総称）とそれらの相互関係について解説する

ことを目的とする。加えて、関連する最近の研究成

果についても紹介する。

2 測光量および放射量
2.1  測光量、放射量とは

X 線への移行領域の波長（約 1 nm）から，電波へ

の移行領域の波長（約 1 mm） までの波長範囲の電磁

放射を光放射（Optical Radiation）と称する。これに

対して、光（Light）には、視覚系に生じる明るさ及

び色の知覚・感覚を意味すると共に、人の目に入っ

て直接に視感覚を起こすことができる放射、即ち可

視放射という狭義の定義がある 1)-3)。一般的な光のイ

メージとしては可視放射以外の波長域の放射、例え

ば 紫外放射（UV）や赤外放射（IR）も含まれると広

義に考えられることもあり、慣用的な使われ方や技

術分野による解釈の幅があるが、例えば照明工学の

分野では、国際的には狭義の定義が採用されている。

本稿で測定対象として取り扱っている光放射は、主

として紫外域、可視域、近赤外域（概ね 200 nm から

2500 nm の波長域）についてである。また本稿では、

光放射と光を努めて使い分けて記載している一方で、

例えば「光源」、「分光」、「発光」などの一般に確立

した用語もあり、それらはそのまま使用している点

にご留意頂きたい。

光放射は電磁放射であり、自由空間を伝搬する。

この伝搬されるエネルギーを基準に光放射を定量化

したものが放射量であり、放射量に対する測定を放

射測定（Radiometry）と呼ぶ。放射量において最も基

本的な量は放射束である。放射束は、放射によって

単位時間当たり伝搬するエネルギー、言い換えると

放射パワーを表す量であり、W（= J s-1）の単位で表

される。

自由空間を伝搬する光放射の計測は、空間、時間、

波長の 3 つの要素を同時に加味する必要がある。レー

ザなどの単色性の極めて高い光放射を対象とする場

合を除き、光放射の多くは、単色性に乏しく輝線で

はない連続スペクトルを持っているため、波長の関

数として捉える必要がある。つまり、単位波長あた
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可視放射の定義波長範囲になっている。V(λ) の値は

可視域において（V’(λ)は 380 nmから 780 nmの範囲で）

1 nm 刻みの数表として定義されている。その間の波

長での値が必要な場合は、線形補間によって求める。

V(λ) は、明るさの知覚を与える網膜内の視細胞のう

ち錐体細胞の応答に起因するものであり、波長 555 
nm で最大値となる。それ以外の波長では、555 nm か

ら離れるにつれて値が 0 に近付く釣り鐘型の関数形

状である。波長 555 nm の光は緑色の知覚を与えるた

め、人の眼は緑色の光に対する感度が最も高く、青

色や赤色に対する感度が低いことになる。一方で、

V’(λ) は視細胞の中の桿体細胞の寄与に基づくもので

あり、ピーク波長が短波長側にシフトし、507 nm で

ピークを与える。

V(λ) および V’(λ) に基づき、放射量と測光量の間に

厳密な数値関係を確立する方法は、国際照明委員会

（CIE）において長年検討されてきたものであり、現

在、CIE 物理測光システムとして標準化されている 4)。

CIE は当時の研究成果の集大成として、1924 年に明

所視の分光視感効率 V(λ) の値を初めて定めた 5)。そ

の後、内外挿や平滑化などの諸検討を経て、1972 年

に国際度量衡委員会（CIPM）で採択された 6)。同様に、

暗所視の分光視感効率 V’(λ) は 1951 年に CIE で勧告

され 7)、1976 年に CIPM で採択された 8)。このように

して確立した V(λ) と V’(λ) が、現在の測光体系の根幹

を支えており、1979 年以降、カンデラの定義に基づ

く各種測光量および放射量の体系の根幹となってい

る。

明所視条件において、前述の放射束 Φe に対応する

測光量は光束 Φv（単位：ルーメン lm）であり、CIE
物理測光システムでは分光放射束 Φe,λ(λ) と V(λ) を用

いて、

りの放射量を加味することが必要であり、これを分

光放射量と言う。単位は波長 λを nm 単位で表し W 
nm-1 とすることが多い。分光放射量を波長積分した

結果が放射量を与える。放射束 Φe に対応する分光放

射量は分光放射束 Φe,λ(λ) であり、両者は、以下で示

される微分・積分の関係で表される。

 
(1)　

(2)　
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∞

0
∙ d
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その他の放射量は、放射束と幾何学的な量（面積，

立体角など）および時間の組合せで定義される（2.2
参照）。

一方で、人間の視覚に対して光放射が与える影響

に基づき光放射を定量化したものが測光量であり、

測光量に対する測定を測光（Photometry）と言う。明

るさなど、光が人間の視覚に与える影響の定量化は

古くから人類とって重要であり、度量衡の観点では、

放射測定よりも測光の方が歴史は古い。初期の測光

は、肉眼での直接的な比較測定（視感測光）に基づ

き行われていた。現代の測光は、光検出器に基づく

物理測定により行われているが、視覚応答（感度）

は人それぞれに異なることから、正確な測光を実現

するために、光が人間に与える知覚を定式化する関

数を内在させた体系が必要となる。このため測光に

おいては、人間の目の感度を代表する特性を有する

測光標準観測者を定義し、測光標準観測者の目の感

度を、波長に対する２つの代表的な関数（分光視感

効率関数）として定めている。

一つは明所視の標準分光視感効率関数 V(λ) であり、

これは、主に 5 cd m-2 以上の輝度レベルの明所視（い

わゆる明るい条件下）での測光に用いられる。厳密

には、V(λ) は、錐体細胞が密である網膜の中心部分

（中心窩）に光が結像した観察状態（中心視）に対応

した分光視感効率関数であり、その時の視野範囲に

由来して 2 度視野における標準分光視感効率関数と

も称される。もう一つは暗所視の標準分光視感効率

関数 V’(λ) であり、0.005 cd m-2 以下の輝度レベルの暗

所視（いわゆる暗い条件下）での測光に用いられる。

暗所視条件は、網膜の桿体細胞に由来した分光視感

効率関数であり、中心窩には殆ど分布していないた

め、暗所視条件は網膜の中心から外れた領域を使っ

た観察状態に対応したものであり、これを周辺視と

呼ぶ。

図 1 に、明所視および暗所視の標準分光視感効率

関数 V(λ) および V’(λ) を示す。人間の眼が感度を持つ

波長は 360 nm から 830 nm の可視域であり、これが 図 1　標準分光視感効率関数 V(λ) および V’(λ)
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離に比べて大きさが無視できる程度に小さい光源）

への近似ができる場合のみ定義可能な量で、光源か

ら張られる円錐の立体角要素 dΩ 内を伝播する放射束

の密度として、次式で表される。なお、本稿の主題

であるカンデラ（cd）は、放射強度に対応する測光

量である光度の単位である。

(6)
　

　

e =
d e

e = dΩ

e =

e = ∙ cos

Φ
E

M

L

I

dA

dA

d eΦ

d eΦ

d eI
dA θ

放射発散度 Me は、表面のある点を含む面積要素 dA
から放射される放射束の面積密度であり、次式で表

される。(5) 式と同じ表式となるが、対象としている

場所が異なっている点に注意が必要である。

 (7)　

　

e =
d e

e = dΩ

e =

e = ∙ cos

Φ
E

M

L

I

dA

dA

d eΦ

d eΦ

d eI
dA θ

放射輝度 Le はやや特異な量であり、光源の中心か

ら張られる円錐の立体角要素内を伝搬する放射束に

ついて、光源の面積要素 dA に対する密度として定義

される量である。実際の定義としては、光源を点と

見なせず、その広がりを考慮する必要がある場合の

取り扱いとして、光源の面要素 dA から観測方向への

放射強度 dIe を考えた時の面積密度として、次式で表

される。

 
(8)

　

　

e =
d e

e = dΩ

e =

e = ∙ cos

Φ
E

M

L

I

dA

dA

d eΦ

d eΦ

d eI
dA θ

ここで、θは光源の面上の法線と観測方向との角度で

ある。

放射発散度および放射輝度については、自発光の

場合に加えて、反射体や透過体上の面要素および放

射束が通過する仮想的な面（空間上の像面）にも適

用可能であり、反射面、透過面、仮想面を二次光源

と考える。また、光源から発せられる放射束を全空

間について積分した量を全放射束と呼び、対応する

分光放射量は分光全放射束、測光量は全光束である。

さらに、表 1 で示した量に加えて、時間積分した量や、

光子数で表現する量も定義されている 9)。

光放射は、分光分布や空間伝搬特性が多様で、こ

 (3)　
　

v = m ∫ e ,λ ( )
∞

0
∙ ( ) ∙ d

′v = ′m ∫ e ,λ ( )
∞

0
∙ ′ ( ) ∙ d

Φ K V

Φ K VΦ

Φ λ λ λ

λ λλ

で与えられる。ここで Km は最大視感効果度である。

Km の値はカンデラの定義から、Km = 683 lm W-1 とな

るが、これについては 3.1 で述べる。同様に、暗所視

条件について

 (4)　
　

v = m ∫ e ,λ ( )
∞

0
∙ ( ) ∙ d

′v = ′m ∫ e ,λ ( )
∞

0
∙ ′ ( ) ∙ d

Φ K V

Φ K VΦ

Φ λ λ λ

λ λλ

という関係が成立する。ここで Φ’v の単位は同じ

くルーメン（lm）であり、(3) 式で示した光束と

等価な関係にあるが、導出に用いた分光視感効

率関数の違いを明示するため暗所視光束と称す

る。また K’m = 1 700 lm W-1 と与えられる。(3) 式
で導かれた Φv についても、必要に応じて明所

視光束と称する場合もある。また、(3) 式および 
(4) 式から分かるように、測光量では加法性が成立す

る。

2.2  測光量および放射量の代表的な量および単位

2.1 では、単位上もっとも単純な放射束 Φe を出発

点に、類似次元の単位を持つ分光放射束 Φe,λ(λ) と光

束 Φv の関係を取り上げたが、光放射の空間伝搬特性

は多様であるため、上記の量を面積や立体角で規格

化した量が、光放射の定量化において必要不可欠で

ある。表1に主要な放射量および対応する分光放射量、

測光量ならびにそれらの単位を示す。以下、放射量

を例として、放射束から各量がどのように定義上、

組み立てられるかについて示す。分光放射量、測光

量についても同様の考え方で各量が定義されている。

放射照度 Ee は、ある面要素 dA に入射する放射束

の面積密度であり、次式で表される。

 
(5)

　 
　 e =

d e

e = dΩ

e =

e = ∙ cos

Φ
E

M

L

I

dA

dA

d eΦ

d eΦ

d eI
dA θ

放射強度 Ie は、点光源（照射を受ける面までの距

表 1　代表的な測光量および放射量とその単位、量記号

放射量 単位波長で規格化した放射量 対応する測光量

名称 量記号 単位 名称 量記号 単位 名称 量記号 単位

放射束 Φe W 分光放射束 Φe,λ(λ) W nm-1 光束 Φv lm

放射照度 Ee W m-2 分光放射照度 Ee,λ(λ) W m-2 nm-1 照度 Ev
lx

(= lm m-2)

放射強度 Ie W sr-1 分光放射強度 Ie,λ(λ) W sr-1 nm-1 光度 Iv
cd

(= lm sr-1)

放射発散度 Me W m-2 分光放射発散度 Me,λ(λ) W m-2 nm-1 光束発散度 Mv lm m-2

放射輝度 Le W sr-1 m-2 分光放射輝度 Le,λ(λ) W sr-1 m-2 nm-1 輝度 Lv
cd m-2

(= lm sr-1 m-2)
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ついて Kcd = 683 cd sr kg-1 m-2 s3 という正確な関係を

示唆している。この関係式を反転させると定義値

Kcd, h, ∆νCs と関連付けられたカンデラに関する正確

な式が得られる。

 (9)　

　

V nm(555.017 )

K

K K

KK

V λ
V

V

V

λ

λ
V λ

1 cd = ( cd

683
)  kg m2 s− 3  sr − 1

1 cd 
= ( 1

(6.626 070 15 × 10 -34 )× (9 192 631 770 )2×683
)  (Δ Cs)2   Kcd  

≅2.614830… × 10 h10 (Δ Cs)2  K cd

m = cd ∙
( m )
( cd )

=
683  lm

nm
 W− 1

( 555.017 ) 

= 683 .002  lm W− 1 ≈ 683  lm W− 1

′
m = cd ∙

′ ( ′
m )

′ ( cd )  

=
683  lm W− 1

′

= 1700 .13  lm W− 1 ≈ 1700  lm W− 1

hv

v

これは次と等しい。

 
(10)　

V nm(555.017 )

K

K K
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V λ
V

V

V

λ

λ
V λ

1 cd = ( cd

683
)  kg m2 s− 3  sr − 1

1 cd 
= ( 1

(6.626 070 15 × 10 -34 )× (9 192 631 770 )2×683
)  (Δ Cs)2   Kcd  

≅2.614830… × 10 h10 (Δ Cs)2  K cd

m = cd ∙
( m )
( cd )

=
683  lm

nm
 W− 1

( 555.017 ) 

= 683 .002  lm W− 1 ≈ 683  lm W− 1

′
m = cd ∙

′ ( ′
m )

′ ( cd )  

=
683  lm W− 1

′

= 1700 .13  lm W− 1 ≈ 1700  lm W− 1

hv

v
この定義は、1 カンデラは、所定の方向における、

周波数 540 × 1012 Hz の単色放射を放つ光源の光度

であり、その方向における放射強度が (1/683) W sr-1

であることを意味している。」

これにより、1979 年の第 16 回 CGPM での決議以降

有効であったカンデラの定義が廃止されたが、上記

の補足説明の最終段落は、1979 年のカンデラの定義

そのものであり、今回のカンデラの定義改定は、視

感効果度を定数とする表現への修正であり、技術的

な内容を何一つ変えていない。

カンデラの定義は一見すると分かりにくい内容と

映るが、これは、ある特定の周波数の光放射におけ

る放射量と測光量の関係を厳密に結びつけるもので

ある。単色放射の波長ではなく周波数で表現してい

るのは、伝搬媒質の屈折率による影響を排除するた

めである。周波数 540 × 1012 Hz の単色放射は、標準

大気 11)（気温 15 °C、気圧 101 325 Pa で、二酸化炭素

の体積組成が 0.045 % である乾燥空気）中での波長が

λcd = 555.017 nm となる。従って、カンデラの定義は、

標準大気中において波長 555.017 nm で 1 W の放射束

を持つ単色放射の光束が 683 lm であることと同義で

ある。つまり、波長 555.017 nm で (1/683) W sr-1 の放

射強度を持つ単色放射の光度は 1 cd となり、これは

従前のカンデラの定義で用いられた表現である。

次に、カンデラの定義を周波数 540 × 1012 Hz の単

色放射以外に拡張する考え方について述べる。測光

量の導出には標準分光視感効率関数が必要であるこ

とは 2 章で述べたとおりであるが、V(λ) および V’(λ)
はそれぞれ λm = 555 nm、λ’m = 507 nm でピーク（つま

り値が 1）となる。ここで、ある光放射について光束

Φv（暗所視では Φ’v）を放射束 Φe で除した値 K（暗

所視では K’）を考えると、これらは V(λ) および V’(λ)
の各ピーク波長で最大値を与え、これを最大視感効

果度 Km（暗所視では K’m）と呼ぶ。また、カンデラ

の定義で用いられている、周波数 540 × 1012 Hz の単

色放射に対する視感効果度（定数）を特に Kcd と称す

る。Kcd と最大視感効果度 Km および K’m との関係は

下記の式で表される。

れらが均一とみなせる場合は極めて少ない。そのた

め、最もシンプルな単位を持つ放射束のみで放射特

性を評価することは現実的ではなく、表 1 に示した、

放射束の波長微分や空間微分の単位次元を持つ量が

必要となる。また、光源や検出器の受光面の応答が

均一とみなせる場合も同様に少なく、光源と受光面

に対して定義される量が必要になる。さらに、前述

のとおり物理量としての放射量と、心理物理量とし

ての測光量の双方が必要となる。これらが、測光・

放射測定には非常に多くの測定量が存在し、各々の

量が相互に組み合わされる複雑な体系となっている

所以である 10)。図 2 に、測光・放射測定における主

要な測定量について、点光源から放射される放射束

を起点に、面積や立体角を介して関連付けられる測

定量の相互関係を模式的に示す。

3　 光度の単位「カンデラ（cd）」
3.1  定数（Kcd）に基づく新しい定義の表現

2018 年 11 月の第 26 回国際度量衡総会（CGPM）

の決議に基づき、7 つの SI 基本単位の一つである光

度の単位「カンデラ（cd）」は、2019 年 5 月 20 日以降、

以下の定義で与えられることとなった。

「カンデラ（記号は cd）は、所定の方向における光

度の SI 単位であり、周波数 540 × 1012 Hz の単色放

射の視感効果度 Kcd を単位 lm W-1（cd sr W-1 あるい

は cd sr kg-1 m-2 s3 に等しい）で表したときに、その

数値を 683 と定めることによって定義される。こ

こで、キログラム、メートルおよび秒は h、c およ

び ∆νCs に関連して定義される。」

ここで h はプランク定数、c は真空中の光の速さ、

∆νCs はセシウム 133 原子の外乱を受けていない基底

状態の超微細構造遷移周波数である。さらに、上記

の定義には以下の補足が付記されている。

「この定義は、周波数 540 × 1012 Hz の単色放射に

図 2　点光源から放射される光放射とその主要な測定量

との関係図（括弧内は対応する測光量）
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果度から導出される測光量と等価な測光量を与える。

これは、(11) 式および (12) 式の最大視感効果度の導

出原理そのものである。

3.2  カンデラの歴史

度量衡としての測光・放射測定は、1729 年の光度

計の開発に遡ることができる 12)。この光度計は、2 つ

の光源でそれぞれ照射された半透明のスクリーン上

の輝度を肉眼で観測し、輝度が等しくなるように光

源の距離を変えるものであり、逆二乗則の概念に基

づく光度の比較測定の原型となるものである。その

後、ランバートの余弦則 13) などの測光の基本理論や、

より精緻な視感測光器の開発が進められた．

測光単位は、原料、質量、消費速度が厳密に定め

られた標準蝋燭の仕様書が 1860 年に英国で設定さ 
れ 14)、その蝋燭 1 本あたりの水平光度を、光の強さ

の単位としたのが起源と言われている。この時に用

いられた単位は Candle（燭）であった。その後、よ

り安定な燃焼炎としてガス灯（ペンタン灯など）が

用いられるようになり、英米仏の 3 カ国により 1909
年、当時国ごとに独自運用されていた光度の単位統

一が合意され、International Candle（国際燭）が設定

された。日本で光度単位が定められたのは 1911 年で

あり、電気試験所がペンタン灯の標準状態における

水平光度の 1/10 を 1 電試燭と規定したのが始まりで

ある 15)。しかし、燃焼炎に基づく標準は、国際的に

合意された光度の単位を運用する上では、安定性や

再現性に依然として多くの課題があった。

19 世紀の中頃から既に、金属への通電に伴う発光

を光度の基準とする研究が行われており、後に白金

の凝固点における単位面積あたりの発光量に基づい

て、光度の単位を定義する方法が提案された。この

原理をもとに、1930 年に米国国立標準局（NBS）に

おいて、中心に細管構造を持つ酸化トリウムのルツ

ボに白金を充填した構造を有する黒体放射炉が開発

された 16)。日本でも電気試験所が、同様の原理によ

る白金点黒体標準器の開発に成功した 17)。当時、黒

体標準器を用いて一次標準を実現できた研究機関は日

本を含む数カ国のみであり、そこで得られた測定デー

タが、光度の一次標準として、白金の凝固温度におけ

る黒体の輝度を国際的に採用する根拠となった。

白金点黒体標準器に基づく新しい光度の単位（ブー

ジ・ヌーベル）の定義を採択する方針自体は、1937
年の時点で固まっていたが、第二次世界大戦の影響

により、1948 年まで延期された。1948 年の第 9 回

CGPM において、

「ブージ・ヌーベルの大きさは、白金の凝固温度に

おける完全放射体の輝度が 1 cm2 あたり 60 ブージ・

 (11)　

 (12)　V nm(555.017 )

K

K K
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V λ
V

V
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λ
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1 cd = ( cd

683
)  kg m2 s− 3  sr − 1
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= ( 1

(6.626 070 15 × 10 -34 )× (9 192 631 770 )2×683
)  (Δ Cs)2   Kcd  

≅2.614830… × 10 h10 (Δ Cs)2  K cd

m = cd ∙
( m )
( cd )

=
683  lm
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 W− 1
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= 683 .002  lm W− 1 ≈ 683  lm W− 1

′
m = cd ∙

′ ( ′
m )

′ ( cd )  

=
683  lm W− 1

′

= 1700 .13  lm W− 1 ≈ 1700  lm W− 1
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v

2.1 で示した、測光量と放射量の関係を表す (3) 式お

よび (4) 式を用いて、ここに (11) 式および (12) 式で

与えられる Km および K’m を適用することで、カンデ

ラの定義に沿って、周波数 540 × 1012 Hz 以外の単色

放射や、例えば白色光のような複数の波長成分を有

する光源の光度を求めることができる。カンデラの

定義で用いられている波長は、厳密には V(λ) のピー

ク波長と一致しないため、Kcd の値と Km の値には僅

かな差があるが、その差は一般的な測光標準の不確

かさを考慮すると十分に無視し得る程度であり、実際

の測光において、Km = 683 lm W-1、K’m = 1 700 lm W-1

として差し支えない。

ここで、カンデラの定義において、2 つの異なる分

光視感効率関数を適用しているのに、なぜ一つの単

位で運用できるのか、という点について補足したい。

図 3 は、K(λ) = Km × V(λ)、K’(λ) = K’m × V’(λ) で与え

られる分光視感効果度（lm W-1）であり、これは各波

長の単色放射 1 W あたりの光束の値に相当する。図

3 から分かるように、λcd = 555.017 nm の波長で両者

が 683 lm W-1 となるように規格化されており、これ

によって、測光量と放射量の関係は保持され、使用

した分光視感効率関数を明示することで、基準とな

る明所視の標準分光視感効率関数および最大視感効

図 3　カンデラの定義に基づく分光視感効果度 K(λ) およ

び K'(λ)
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な単位であり、放射束を基本単位とする考え方も成

り立つ。しかしながら、冒頭に述べたとおり、視覚

刺激を定量化する手段として人間の眼が光源を直視

した状況をモデル化した測定に端を発し、脈々と受

け継がれてきた光度という量が我々の生活に与える

影響は極めて大きく、その実用上の意義、歴史的な

蓄積などを勘案し、単位系の組み立てが改良される

ことによる混乱を避ける意味も含め、カンデラが現

在も SI 基本単位の一つとして維持されていることは、

測光・放射測定に係る単位を考える上で忘れてはな

らない、重要な側面である。

3.3  カンデラの定義に基づく測光量の考え方

1979 年にカンデラの定義が決議された時点では、

国際単位系（SI）の枠組みの中で，カンデラやルー

メンなどの測光量の単位を与えることができる量は、

波長に対する重み付けの関数として 2.1 で示した V(λ)
および V’(λ) を用いた場合に限られていた。一方で、

CIE は人間が持つ複雑な視覚効果に関する多くの研究

成果をまとめており、V(λ) や V’(λ) とは異なる分光視

感効率も勧告している。こうした分光視感効率関数

に対する重み付けを加味した量を SI の中で取り扱う

必要性は、1979 年の決議の中でも謳われている。

カンデラの実現方法は、CCPR が作成した“Mise 
en pratique”文書 24) にまとめられているが、より具体

的な SI での測光量の単位の運用について定めた通則

文書 25) が CCPR と CIE の合同文書として出版されて

いる。この通則文書の改訂版（2019 年 5 月以降に出

版予定）では、V(λ) および V’(λ) 以外の分光視感効率

関数に対象を拡張した、測光量の取り扱いが記載さ

れることになっている。さらに、測光通則の改訂版

の内容を踏まえて、近い将来、CIE 物理測光システム

を定めた国際規格 4) も改訂される予定である。

拡張された取り扱いの代表例は、明所視と暗所視

との間の輝度レベルに相当する薄明視領域での分光

視感効率の取扱いについてである。CIE は、長年の研

究成果をまとめ 2010 年に CIE 薄明視測光システムを

提唱した 26)。これは、網膜中の錐体細胞と桿体細胞

の双方が、輝度レベルに応じて一定の割合で寄与す

る視覚モデルに基づいており、0.005 cd m-2 から 5 cd 
m-2 の間にある薄明視領域での分光視感効率関数を、

下記のように輝度レベルに応じて V(λ) と V’(λ) の線型

結合によって、
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と与えるものである。ここで、m は順応係数、M(m)
は規格化関数で Vmes; m(λ) が 1 になるように選ばれる。

順応係数 m は、順応輝度レベルに応じて逐次計算に

ヌーベルになるような量に相当する」

という 1937 年に提案された定義が採択され、さらに

翌年、ブージ・ヌーベルに代わる新しい単位名称と

して Candela（カンデラ , cd）とすることが CIPM で

承認された 18)。（注：ブージ・ヌーベルは日本語では

新燭と称されていた）

その後カンデラは、1960 年に国際単位系（SI）基

本単位の一つとなり 19)、定義の明確化のための見直

しが提案され、

「カンデラは、101 325 N m-2 の圧力の下での、白金

の凝固点の温度における黒体の 1/600 000 m2 の表面

の垂直方向の光度である」

という定義に、1967 年の第 13 回 CGPM で修正され 
た 20)。

白金点黒体標準器に基づくカンデラの定義は、酸

化トリウムという放射性物質を使うことに起因する

開発・運用の困難さや、国際比較での仲介器として

用いられる標準電球と比較すると安定性が著しく悪

いことなどから、実際には、カンデラを実現できる

国家計量標準機関は極めて少なく、より実現性が高

く高精度な実現が可能な方法について研究が進めら

れた。その方向性は、「特定の光源に依存しないカン

デラの定義の実現」であり、そのアプローチとして、

電力置換型放射計を用いた放射束の絶対測定により、

放射量と測光量の関係を求める方法が提案された。

日本でも電子技術総合研究所（電総研）が独自の電

力置換型放射計を開発し、V(λ) に合致した分光応答

度を有する放射計に基づく測定により、最大視感効

果度 Km を 683 lm W -1 と求めた 21)。その後、測光・放

射測定諮問委員会（CCPR）において幾つかの国家計

量標準機関から報告された Km の測定結果を総合し、

最良推定値として最終的に、当時の電総研が得た値

と同じ値である Km = 683 lm W -1 が CIPM で採用され

た 22)。一連の研究成果を踏まえて、1979 年の第 16 回

CGPM において、新たなカンデラの定義として、

「周波数 540 × 1012 Hz の単色放射を放出し，所定

の方向におけるその放射強度が 1/683 W sr-1 である

光源の、その方向における光度」

が採択された 23)。3.1 で述べたとおり、上記の定義を、

その意味を全く変えることなく、普遍的な定数によっ

て定義する表現へと修正したものが、最新のカンデ

ラの定義である。

最新の定義を含め 1979 年以降のカンデラの定義の

基本的考え方は、特定の単色放射に対して、放射束

と光束の間に成立する一定の数値関係を定義するこ

とであり、この点からは、光束を基本単位とする方

が直感的である。また、2.1 および 2.2 で述べたとおり、

測光量および放射量の体系上では放射束が最も単純
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別に SI の中で固有の単位を与えられていると言

うことである。光放射が与える光化学的および光

生物学的作用は数多く存在し、その中には人体に

大きな影響を与えるものも少なからず含まれてい

る（例えば、紅斑、青色光網膜傷害、網膜熱傷害な 
ど 30））が、こうした光化学的・光生物学的な作用量

を光放射の観点で定量化する際には、分光放射量を

対象となる効果（の波長依存性）を与える作用関数

で重み付けした放射量として表現する。例えば次式

のように、作用関数 Z(λ) を加味した放射束 Φe,z を求

める場合には、分光放射束を Φe,λ(λ) とすると、

(15)
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と表され、単位は W である。放射量の単位を用いる

ことから、特に異なる作用関数を用いた結果を比較

する際などには、使用した作用関数を明示すること

が不可欠である。

4　 日本の測光・放射標準
4.1  カンデラの実現方法
4.1.1 カンデラの定義と実現
かつてのカンデラの定義は、白金点黒体標準器を

実現しない限り自ら単位を設定できず、その実現が

極めて困難であったのに対し、現行の定義では、特

定の周波数の光放射に対する放射量と測光量の数値

関係が根拠となっており、一次標準としての実現方

法の選択肢が増え、不確かさの低減の可能性が増し

たことに大きな意味がある。ここでは、カンデラの

定義に基づき光度の単位を実現する方法について説

明する。分光視感効率関数を加味した心理物理量と

いう SI の中での得意な位置付けを持つこともあり、

現行の定義内容と相まって、異なる単位を経由する

一見複雑な実現方法となる点が特徴である。

より導かれる 26)。

薄明視の分光視感効率関数 Vmes; m(λ) に基づく測光

量は、3.1 と同じ考え方に基づき、例えば薄明視光束

Φmes; m は、
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と導出され、単位はルーメン（lm）である。ここで、

Φe,λ は分光放射束、λcd = 555.017 nm である。図 4 に

薄明視領域における順応係数 m に依存した分光視感

効果度の変化を示す。3.1 で示した考え方と同様に、 
λcd = 555.017 nm で Kcd = 683 lm W-1 に一致するように

規格化されており、各々の m の値に対応する分光視

感効果度のピークが測光量の導出に必要となる最大

視感効果度を与える。ここで、CIE 薄明視測光システ

ムは、周辺視における視作業性に関する実験に基づ

き導かれた概念であるため、中心視の条件には適用

できない点に注意が必要である。中心視に対応した

測光量の導出には、輝度レベルによらず V(λ) が用い

られる。

このほか、図 5 に示す、前述の中心視より広い視

角を加味した 10 度視野分光視感効率 V10(λ)
27) は、特

に色の評価に関連して用いられているが、上記と同

様な考え方で測光量の単位が与えられ、測定量は 10º
光束（他の測光量も同様）と称する。さらに研究用

途に限定すると、色覚細胞の波長応答特性の研究に

基づき波長 460 nm より短波長域の V(λ) の値を見直し

た分光視感効率関数 VM(λ) 28) や（図 5 参照）、CIE が

勧告したその他の分光視感効率関数 29) も、加法性が

成立する場合、使用した関数を明示することを条件

に、同様の扱いが認められている。

ただし、網膜応答に由来する刺激であっても、非

視覚的効果に対して測光量の単位は使用できな

い。これは測光・放射測定の分野においては、視

覚刺激に由来する量のみが、その重要性を鑑み特

図 5　CIE 物理測光システムで使用されるその他の分光

視感効率関数の例（縦軸は対数表示）図 4　薄明視測光システムにおける分光視感効率関数
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温度で動作させることにより、周辺から光吸収体へ

の熱放射の影響も抑制されるほか、極低温環境下で

は物質の比熱が小さくなるため温度測定の感度向上

も実現している。

4.1.3 光放射検出器の分光応答度校正

4.1.2 に基づき絶対校正された放射束 Φe を持つレー

ザ放射を、光放射検出器（以下、検出器の略）に入

射させてその出力電流を測定することにより、分光

応答度（A/W）を求めることができる。分光応答度

は検出器への入射放射束に対する感度を表す量であ

り、分光応答度が値付けされた検出器を用いること

で、様々な光源の測定が可能になる。

しかし、極低温放射計に基づき決定される放射束

Φe は、測光・放射測定の中で最も不確かさが小さく、

0.01 % のオーダも実現可能であるが、前述のとおり

極低温放射計の動作には特殊な条件が必要であるた

め、測定対象となる放射束には、高い指向性および

ビームクオリティが求められるため、実質的にレー

ザからの光放射にほぼ限られてしまう。さらに、測

定可能な入射放射束の範囲（パワーレベル）にも制

限がある。このため、検出器の分光応答度は、特定

の波長、特定のパワーレベルでしか得られない。こ

のため、測光・放射測定で一般に対象とするような、

多様な分光分布を有する光源の測定に供するために

は、放射束レベルの拡張および波長範囲の拡張が必

要となる。

限られたパワーレベルでの校正結果を範囲外に

拡張するためには、使用する検出器の応答がどの

程度のパワーレベルまで直線的な振る舞いをする

か（応答非直線性）を知ることが必要不可欠であ

る。図 7 に重畳法に基づく応答非直線性測定の

概略を示す 33)。重畳法では、放射束のほぼ等し

い 2 つの光放射（Φe1 および Φe2）を交互に入射さ

せ、検出器からの出力信号 S1、S2 を測定する。次 
に、2 つの光放射を同時に入射（Φe1 + Φe2）させた際

4.1.2 極低温放射計による放射束の絶対測定

カンデラの定義に基づき光度の単位を実現する方

法として様々な方法が研究されてきたが、主流となっ

ているのは、電気標準に基づく電力との比較により

放射束を決定する手法で、1990 年代中頃から液体

ヘリウム温度の環境下で熱型の光吸収体を動作させ

る極低温電力置換型絶対放射計（以下、極低温放射 
計）31)が用いられている。日本では 1994年に電総研（当

時）が極低温放射計を導入し、現在も測光・放射測

定の一次標準として運用されている 32)。

図 6 に極低温放射計の外観および受光キャビティ

の概略を示す。液体ヘリウムタンクの内部に受光キャ

ビティが設置されており、外部から放射束と電力を

交互に与えることができる。入射した放射束 Φe（W）

の吸収に伴う受光部の温度上昇と、直流電流印によ

る電力 P（W）による受光部の温度上昇とが等しくな

るように、与える電力を調整することにより、当該

電力を電気標準にトレーサブルになるように決定す

れば、放射束を高精度に校正可能である。

極低温放射計では、入射放射束と電力の等価性の

成立が前提であり、そのために、極低反射体をアス

ペクト比の高い円筒形状の内面に施したキャビティ

構造を有する光吸収体を用いることで 99.99 % を超え

る高い吸収率を実現している。さらに、熱絶縁性の

高い超伝導材をヒータ配線に用いることで、給電線

路での電力損失を抑えつつ、電力を与えるためのヒー

タの発熱がリード線を通して受光キャビティ外に流

出する熱損失を抑えている。さらに、液体ヘリウム

図 7　重畳法による応答非直線性の測定

図 6　極低温放射計の外観（上）および受光キャビティ

の概略（下）
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て分光応答度を求めることができる。さらに、モデ

ル関数に基づく方法に加えて、ランプ等の白色光源

と分光器を組み合わせた、ほぼ単色で平行な光放射

を発生可能な分光光源装置を用いて、極低温放射計

を用いてレーザ波長点で分光応答度が校正されたト

ラップ型検出器を、応答特性の波長依存性が極めて

少ない検出器（例えば熱型検出器）と比較することで、

レーザ波長点以外での分光応答度を導くことができ

る。熱型検出器に基づく方法は、特に、モデル関数

の適用が困難な紫外域および近赤外域への波長範囲

の拡張でも用いられる。

このようにして分光応答度の校正波長範囲が拡張

されたトラップ型検出器は、分光応答度標準として、

比較測定に基づく分光応答度の校正基準として用い

られている。なお分光応答度の比較測定は、分光光

源装置から発せられる単色放射を用いて、出射波長

を選択してトラップ型検出器と校正器物とに交互に

照射し、その出力信号を比較測定することで行われ

る。

4.1.4 光度標準の設定

4.1.3 に基づき、可視域において分光応答度が校正

された検出器（シリコンフォトダイオード）が得ら

れる。これに面積既知の精密アパーチャと標準分光

視感効率関数 V(λ) に近似した応答を得るための光学

フィルタ（V(λ) フィルタ）を組み合わせて、測光用

の標準検出器（V(λ) 受光器）を構成する（図 8（b）
参照）。この時、V(λ) 受光器の基準面（精密アパーチャ

のエッジ部に相当）の照度 Ev（lx）に対応する応答（出

力電流）を i0（A）とすると、V(λ) 受光器の照度応答

度 sv（A/lx）は、
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と表される。ここで、s’(λ) は分光応答度標準に基

づいて校正された V(λ) 受光器の分光応答度（A/W）、

A は、精密アパーチャの面積（m2）、Φrel,λ(λ) は測定対

象の相対分光分布（分光放射束 Φe,λ(λ) の相対値）、Km

は最大視感効果度である。(17) 式の分母は、測定対象

から精密アパーチャ面上に放射される光束（lm）に

相当し、それを精密アパーチャの面積で除すること

で照度（lx）となる。分子の積分記号の中は、同じ光

束に対する V(λ) 受光器からの出力電流（A）である。

2.2 で述べたとおり、照度はある面要素に入射する

光束の面密度であり、直接には光源の放射特性に関

する情報を与えないが、光度（cd）が点光源を前提

に定義されている量であることから、照度（lx）との

間に、

の出力信号 S1+2 を測定し、これらの比較から、放射束

と検出器出力の間の直線性の程度が評価される。こ

のとき、検出器の応答非直線性 FNL は、

 
(16)

　

　
NL = 1+ 2

1 + 2
− 1F

S
S S

で与えられる。(16) 式に基づく評価を、パワーレベ

ルを変えながら繰り返すことで、各パワーレベルで

の応答非直線 FNL が得られる。特定のパワーレベルで

の分光応答度の校正結果に kNL を加味することで、広

いパワーレベルへと測定可能範囲を拡張することが

できる。産業技術総合研究所（産総研）では、可視・

近赤外域のレーザ波長点において 7 桁超のパワーレ

ベルで応答非直線性の評価が可能 34) である。

分光応答度の校正対象としては、シリコンフォト

ダイオードが用いられることが多い。特に、複数の

シリコンフォトダイオードを内蔵し，互いに表面反

射を入射させるような三次元配置とすることで，検

出器全体としての反射率をゼロに近づけ，可視波長

域では外部量子効率がほぼ 100 % となるように設計

されてトラップ型光検出器（図 8(a)）が、理想的な特

性を有する検出器として、測光・放射測定における

仲介標準器として用いられている 35)。

波長範囲の拡張については、シリコンフォトダイ

オードの場合、可視域における分光応答度の理論モ

デルの研究が成熟しており 36),37)、レーザ波長点に対し

て得られた離散的な分光応答度をモデル関数に最少

二乗フィッティングすることで、可視域の全域に渡っ

図 8　（a）トラップ型検出器（三素子反射型）、

V(λ) 受光器の（b）外観および（c）構成
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能改善や特性評価が順次進められ、20 世紀初頭に炭

素フィラメント電球が、1930 年頃にタングステンフィ

ラメント電球が光度値を維持する標準電球として用

いられるようになった。日本は、高性能な標準電球

の開発にこれまで大きな貢献を果たしてきており 41)、

現在でも、光度をはじめとする主要な測光・放射標

準を維持し、比較測定における仲介標準器として広

く使われている。図 10 は産総研で用いられている光

度標準電球（55 V-330 W 型）である。

現在、日本の光度標準の相対拡張不確かさ（k=2）
は 0.58 % である。また、標準値の国際整合性につい

ては、基幹比較（CCPR-K3.a）において、国際参照

値（Key Comparison Reference Value: KCRV）に対して

-0.09 % という良好な結果が得られている 42)。

(17) 式の照度応答度の算出で用いる相対分光分布に

は、一般照明用のタングステンフィラメント電球の

相対分光分布を代表する CIE 標準イルミナント A の

値が用いられる。これは、約 2 856 K の温度における

黒体放射に由来する 43)。このため、カンデラの実現

に用いられる光度標準電球は、CIE 標準イルミナン

ト A に近似した相対分光分布を有する必要があるが、

実際には僅かな差が生じる。また、一般の光源の測

光においては、多くの場合、光度標準電球とは異な

る相対分光分布を持つ光源が測定対象となる。測光

に用いる V(λ) 受光器は、理想的には標準分光視感効

率関数 V(λ) と相似形の分光応答度を有することが求

められるが、光学フィルタとシリコンフォトダイオー

ド等の検出器の組み合わせでこれを実現することは

極めて困難であり、一部の波長域で僅かな差を生じ

る。この分光応答度の差は、上記の相対分光分布の

差を反映して測光誤差を与えるため、下記で求めら

れる色補正係数 C を考慮する必要がある。

 (19)　λ

λkT

λs tΦ Φ Vλ λ λ λ λ λ
=
∫ rel , , ( ) ∙ ′( ) ∙∞

0 × ∫ rel, , ( ) ∙ ( ) ∙∞
0

∫ rel , , ( ) ∙ ( ) ∙∞
0 × ∫ rel, , ( ) ∙ ′( ) ∙∞

0

e ,λ( ) =
2ℎc

e

2

5 ∙
1

ℎc/
 −  1

s d

L

d
λ λs tΦ Φλ

λ λ

λ λ λ λ λV
C

d ds

ここで、Φrel,s,λ(λ), Φrel,t,λ(λ) はそれぞれ光度標準電球と

被校正対象光源の相対分光分布、s’(λ), V(λ) はそれぞ

れ V(λ) 受光器の相対分光応答度と標準分光視感効率

関数である。

4.2  その他の主要な測光・放射標準
4.2.1 標準量の組み立て・拡張
光放射の測定では、波長、空間、時間の広がりを

考慮した様々な測定量が必要であり、それらが相互

に関連して、組み立て量の関係を構築している。各々

の組み立て量の実現には、上記の 3 要素を加味した

拡張が必要であり、カンデラから都度、これらの単

位を組み立てることは実用的見地から得策ではない。

 (18) 　

　

v = 0 =
∫ rel , ( ) ∙ ′( ) ∙∞

0

mv ∫ rel , ( ) ∙ ( ) ∙∞
0

=
∙

2 ∙ 0

Φ

Φ λλ

λ

λ λdA

K
s

s

VE

vE vI

i
λλλ d

cos
d

θ
Ω

という関係が成立する。ここで d は光源の発光点か

ら V (λ) 受光器の基準面までの距離（測光距離 m）、

Ω0 は単位立体角（1 sr）、θは光軸と受光器法線との

角度である。(18) 式の関係を逆二乗則と言い、測光・

放射測定の分野において広く用いられる基本法則の

一つである。(17) 式および (18) 式に基づき、V(λ) 受
光器で得られた照度の測定値から、対象光源の光度

が求められる。

産総研におけるカンデラの実現は、図 9 に示すよ

うに、照度応答度 sv（A/lx）が値付けされた V(λ) 受光

器（図 8（b））を用いて、光度標準電球（図 10）によっ

て与えられる照度を、所定の測光距離 d（m）で測定

することによって行われている 38)-40)。

1879 年のエジソンによる白熱電球の発明以降、性

図 10　光度標準電球の（a）外観、および（b）
測光ベンチ上での点灯時の様子

図 9　V(λ) 受光器に基づくカンデラの実現
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長側にシフトし、測光・放射測定で良く用いられる

紫外・可視・近赤外域の測定に適した条件に近付く

ことが分かる。

図 11（b）に、産総研が保有する高温黒体放射炉の

外観を示す。炉心部分に開口が狭く奥行きの広い高

アスペクト比な構造を有する黒鉛製の放射体が設置

されており、3 000 °C 近傍までの温度上昇が可能であ

る。

分光応答度が校正された検出器を用いた、国際温

度目盛（ITS-90）による銅の凝固点などの温度既知の

定点黒体放射炉との比較により、(20) 式に基づき高温

黒体放射炉の温度を決定できる 45)。そして、黒体放

射炉の温度とプランク放射則により、分光放射照度

標準に代表される、紫外・可視・近赤外の波長域で

の分光放射量の一次標準となる。

4.2.3 配光測定に基づく全光束、分光全放射束標準
全光束は、全空間に放射される光束すべてを測定対

象とした、光源の特性を表す基本的な測光量であり、

単位はルーメン（lm）である。高精度な全光束の測

定値は、省エネルギー性能の指標となる光源効率（あ

る光源に投入した電力に対する全光束の比）を評価

する際に必要不可欠である。

全光束は、1) 光源を中心とした球面上における照

度の積分値、または 2) 立体角 4π sr にわたる光源か

らの光度の積分値、という形で表現される。ここで、

図 12（a）のような光源の中心から一定距離の仮想球

また、パワーレベルなどの違いも考慮する必要があ

る。このため、測光・放射測定で必要とされる主要

な測定量について、対応する標準を設定し、仲介標

準器に値を維持し、校正体系を構築することが重要

である。以下、主要な測光・放射標準の実現に関し

て述べる。

4.2.2 黒体放射炉に基づく分光放射標準
分光放射量は波長微分に相当する量であるため、

検出器に値づけられた分光応答度からこれを求める

場合には、所定の波長前後の狭い波長幅の放射のみ

を切り出し、波長幅 0 の極限での（放射束／波長幅）

を求める必要があるが、条件に合致した理想的な特

性を持った検出器の実現は現実的でない。このため

分光放射量に関する測定の基準としては、nm-1 の

次元をもつ標準が必要であり、多くの場合、黒体放

射が用いられている。黒体放射からの分光放射輝度

Le,λ(λ) は、プランクの放射則に基づき黒体の温度を決

定する事で一意に決まり 44)、以下の式で表わされる。

(20)　

　

λ

λkT

λs tΦ Φ Vλ λ λ λ λ λ
=
∫ rel , , ( ) ∙ ′( ) ∙∞

0 × ∫ rel, , ( ) ∙ ( ) ∙∞
0

∫ rel , , ( ) ∙ ( ) ∙∞
0 × ∫ rel, , ( ) ∙ ′( ) ∙∞

0

e ,λ( ) =
2ℎc

e

2

5 ∙
1

ℎc/
 −  1

s d

L

d
λ λs tΦ Φλ

λ λ

λ λ λ λ λV
C

d ds

ここで h はプランク定数（J s）、c は光の速さ（m s-1）、

k はボルツマン定数（m2 kg s-2 K-1）、T は黒体の温度（K）

である。図 11（a）は、(20) 式から導かれる分光放射

輝度を示しており、黒体の温度が高いほど分光放射

輝度のピーク強度は増大し、かつピーク波長は短波

図 11　（a）温度の異なる黒体からの分光放射輝

度の比較、および（b）高温黒体放射炉の外観

図 12　（a）照度の空間積分のイメージ、およ

び（b）配光測定装置の外観
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を、分光放射照度標準に基づき校正する。この校正

結果に基づく配光測定を行うことで、測定対象光源

によって生ずる相対分光放射照度 Erel,λ(λ) の空間分布

が得られるので、それらを (21) 式と同様の原理で空

間積分することで、相対分光全放射束 Φrel,λ(λ) となる。

分光全放射束 Φe,λ(λ) と相対分光全放射束 Φrel,λ(λ) と
の関係は、係数 a を用いて、

 
(22)

　

　
e ,λ ( ) = × rel ,λ ( )

= v

m ∫ rel ,λ ( )∞
0 ∙ ( ) ∙ d

Φ

Φ
Φ

VK

Φλ

λ λ λ

λa

a
と表されるので、分光全放射束の絶対値を求めるた

めには、係数 a が分かれば良い。ここで、測定対象

光源の全光束 Φv と、相対分光全放射束 Φrel,λ(λ) の関

係を考えると、(3) 式に基づき、

 (23)　

　

e ,λ ( ) = × rel ,λ ( )

= v

m ∫ rel ,λ ( )∞
0 ∙ ( ) ∙ d

Φ

Φ
Φ

VK

Φλ

λ λ λ

λa

a

となり、(22) 式と (23) 式から分光全放射束標準が実

現される。

4.2.4 カロリメータに基づくレーザパワー標準

測光量および放射量の体系上、最も単純な単位を持

つ量は放射束 Φe で、その単位は W である。前述の

通り、測光・放射標準を構築する上において、放射

束の絶対測定技術の果たす役割は極めて大きく、現

行のカンデラの定義に基づく実現方法の第一ステッ

プとなっている。こうした重要性に加えて、単色性

が高く、位相・偏光・放射の広がりなどの波に関わ

る諸特性が制御された光源であるレーザに対する高

精度な放射束測定は、レーザの最も重要な性能評価

指標を得る手段として必要不可欠である。しかし、

4.1.2 で示した極低温放射計は、レーザからの放射束

（レーザパワー）の絶対測定の用に供されるものであ

るが、測定可能な入射放射束レベルに制限がある。

そこで、極低温放射計では対応が難しい高いパワー

レベルに対応したレーザパワー測定を可能とするた

めの一次標準として、常温型の電力置換式熱型検出

器（レーザカロリメータ）が用いられる。図 13 に産

総研がレーザパワー測定の一次標準として用いてい

る、円筒型吸収体を持つ等温制御型レーザカロリメー

タ 49) の外観および測定原理の概要を示す。

図 13 では、熱電冷却素子に加える冷却パワーとヒー

タに加える電力のバランスを取り、受光部を等温制

御している。この状態でレーザを入射すると、受光

部での光吸収により受光部の温度が上昇して等温状

態が崩れるが、ヒータに与える電力を減少させ、入

射したレーザパワーとヒータ電力の和が冷却パワー

と等しくなるようにフィードバック制御して等温状

態を維持させる。入射したレーザパワーの絶対値は、

ヒータに与える電力の変化分に相当する。また、円

面を考え、その球面上での照度分布を Ev(θ,φ) とする

と、球面上の微少面積 dS に入射する微少光束 dΦv を

用いて、光源の全光束 Φv は、

(21)　

v = ∫ v
S

∙ d  

= 2∫ ∫ v

π π
( , )

= 0

2

= 0
∙ sin ∙ d ∙ d

Φ E

E θ θ θ
θ

φ φ
φ

d

S

と照度の積分の形で与えられる。ここで、d は光源か

ら測定点までの距離（m）である。また、(21) 式は、

逆二乗則を用いて、測定対象となる光源の光度を全

空間（4π sr）の方向で積分する表式に変換すること

もできる。言い換えると、全光束は、光度または照

度から導かれる組み立て量と位置付けられる。

(21) 式の原理の実現には、配光測定装置と呼ばれる、

V(λ) 受光器を空間的に挿引することで、測定対象光源

によって与えられる照度分布（または測定対象光源

の光度の空間分布）を求める装置が用いられる。図

12（b）に、産総研が保有する配光測定装置 46),47) の外

観を示す。この配光測定装置はアームの一端に測定

対象光源（例：全光束標準電球）を、もう一方の終

端部に V(λ) 受光器を設置する。光源中心から V(λ) 受
光器の基準面までの距離（測光距離）は 2.7 m である。

アームの回転によって V(λ) 受光器が光源を中心とし

た鉛直面内を移動するほか、独立した別の回転機構

により、光源が自身の中心軸周りを水平回転する。

また、光源設置部には、回転アームの鉛直回転に同

期した逆回転（補正回転）の機構があり、光源の姿

勢は常に鉛直下向きで一定に保たれる。これにより、

光源を中心とした半径 2.7 m の球面状の照度分布が計

測可能である。(21) 式に基づいて、水平角周りの対称

性や所定の角度ステップ内での一様性を仮定し、V(λ)
受光器によって離散的に得られた各空間位置での照

度値を空間積分することで全光束が導出される。

これまで、白熱電球に代表される従来光源の全光束

測定では、標準光源と被校正光源の相対分光分布の

差異が比較的小さいことを前提として、4.1.4 で示し

た色補正係数を加味した校正が主流であった。しか

し、従来光源に代わり普及が急速に進んでいる LED
照明では、素子や蛍光体の組み合わせに依存して多

種多様な相対分光分布の製品が存在し、色補正係数

のみでは正確な測定が困難である。こうした状況下

では、分光測定に基づく分光全放射束標準が必要と

なる。

分光全放射束標準（W nm-1）は、全光束標準と分

光放射照度標準を組み合わせることで実現されてい 
る 48)。具体的には、V(λ) 受光器の代わりに分光放射

計を配光測定装置に設置し、分光放射計の応答関数
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放射測定に基づく方法に加えて、光子数に基づいた

実現方法への言及がなされている点に注目する必要

がある 53)。

空気中の波長 λにおける、ある分光放射量 Qe,λ と対

応する光子数に基づく量 Qp,λ との関係は、

(24)　

　
e,λ( ) =

ℎ ∙ c
∙ a ( ) ∙ p,λ ( )

v = cd ∙ ℎ ∙ c
x( cd ) ∙∫ p ,λ ( )
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0
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Q Q
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V

Qλ λ λn

n
λ

λ
λλ

λ λ
で表される。ここで、h はプランク定数、c は光速、

na(λ)は波長 λでの空気中での屈折率である。これより、

対応する測光量 Qv との関係は、Kcd および所定の分

光視感効率関数 Vx(λ)、λcd = 555.017 nm を用いて下記

の式で表される。

(25)
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　言うまでもなく、上記の原理に基づいて測光・放

射測定に係る単位を実現しようとする場合、第一

義的に必要な計測技術は、光子数の精密計測とな

る。こうした背景から、現在、世界の主要な国家計

量標準機関において、高精度な光子数計測技術の開

発に関する研究が盛んに進められている。ここで

は、産総研が取り組んでいる、超伝導転移端センサ

（Superconducting Transition Edge Sensor: TES）に基づ

く単一光子検出技術の研究について紹介する。

光放射は波としての側面と粒子としての側面を併

せ持ち、光放射の周波数を v (s-1) とすれば、光子 1 個

の持つエネルギー E (J) は、プランク定数 h (J s) を用

いて E = hv で表される。よって、単位時間当たりに

到達する光子数をカウントし、hv を乗じれば放射束

Φe (W) を求める事が可能となる。光子数計測技術は

近年著しい発展を見せており、このような背景から、

光子数を元にした放射束標準の実現や SI 単位改訂を

目指した研究が各国で進められている。

図 14 に、TES による光子検出の原理を示す。TES
も極低温放射計と同じく光によって生じた熱的な擾

乱を検出原理とするが、極低温放射計では、入射し

た放射束をパワー（W）として計測するのに対し、

TES は入射した光子列のエネルギー（J）を計測する

点に違いがある。TES は、ある臨界温度で超伝導転

移を起こす金属薄膜から構成され、平衡状態では図

14（i）のように TES の動作温度が常に超伝導転移領

域にあるように調節されている。（i）の状態で光子が

TES に入射して吸収されると、光子の持つエネルギー

E により TES の温度が上昇し、図 14（ii）の状態へ

と移行する。この温度変化により TES の抵抗は大き

く変化し、これを外部電子回路で読み出すことによっ

て光子検出の信号を得る。TES は典型的に数 10 μm
角の有感面積を持ち、その熱容量は微小であること

から、単一光子を充分なエネルギー分解能で観測で

筒型吸収体の先端部と底部に取り付けられたヒータ

は，円筒内で反射した後に吸収されるレーザパワー

と電力の等価性を評価する機能を果たしている。

レーザに係る高精度な放射測定は、空間に放射さ

れるレーザのパワー測定のみならず光ファイバを経

由した系での測定や、パルスレーザに対する時間応

答を加味した評価が求められているほか、加工用の

大出力レーザから通信用などの微弱光まで、放射束

測定に求められるパワーのダイナミックレンジが極

めて広く、測定対象も多岐に渡っている 50)-52)。上述

の方式で得られたレーザパワー標準に基づき、これ

ら一連のレーザ放射測定に係る標準の拡張が行われ

ている。

5　 測光・放射標準に関する最近の話題

5.1  光子数検出に基づくカンデラの実現に向けて

前述のとおり、光度の SI 単位であるカンデラ

（cd）は、2018 年 11 月の CGPM 決議により、周波数 
540 × 1012 Hz の単色放射の視感効果度 Kcd を 683 lm/W
と定義する表現に修正された。3.1 で述べたとおり、

今回表現が修正された定義は、1979 年に決議された

従前の光度単位の定義と同義であり、放射量と測光

量を対応付ける定数である視感効果度 Kcd の値を一義

に定めることで、絶対放射測定に基づいて光度単位

を実現することを意図したものである。一方で、光

度単位をはじめとする測光・放射測定に係る単位を

実現するための考え方として、CCPR において、絶対

図 13　レーザパワー測定用カロリメータ

（a：外観、b：測定原理の概要）
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単一光子の検出効率に関する国際整合性検証 54)、光

子数から実用光強度へのトレーサビリティ確立に向

けた、TES を電熱置換に応用した pW から μW レベ

ルの新しい極低温放射計の開発 55),56) など、現在、様々

な取り組みが行われており、今後が期待される技術

である。

図 15 は、産総研で開発した TiAu 近接二重層 TES
による光子数識別器 57) により、単一波長 1550 nm の

パルスレーザの弱コヒーレント光を測定した結果で、

横軸は到達した光子のエネルギー、縦軸は到達イベ

ント数を表す。弱コヒーレント光パルスでは、各光

パルス中の光子数は、量子力学的な要請から光源側に

光子数についてのショット雑音が内在し、その光子数

は Poisson 分布となることが知られている。すなわち、

弱コヒーレントパルス光の平均光子数を μとすれば、

その分散を μとした光子数 n を含むパルス列が TES
に到達することになる。単一光子のエネルギーは hv 
で量子化されているから、TES はその整数倍である

エネルギーE = n × hvを計測することになる。よって、

図 15 の各ピークは、左端を n = 0 として、右に向かっ

て順に n = 1 から最大 8 程度までの光子数を含む光パ

ルスを計測したことを示している。このように、TES
を用いると光源の光子数状態を明確に同定すること

が可能となる。図 15 の結果から、測定の平均光子数、

パルスレーザの繰り返し周波数、TES 検出効率、レー

ザ波長が分れば、観測した光放射の放射束を求める

ことが可能であり、この実験の場合ではおよそ 1.3 ×  
10-14 W の放射束を計測していることに相当する。

5.2  測光・放射測定用の標準光源の開発

測光・放射測定の分野において標準光源の果たす

役割は極めて大きい。標準光源は、光度、光束、分

光放射照度など光源に由来する測定量に関して、絶

対測定によって実現される標準値を安定に維持する

役割を担っているほか、比較校正の際の基準に用い

られており、トレーサビリティを介在する仲介標準

器（トランスファー標準）として必要不可欠である。

また、国際比較において各国の標準値の整合性の程

度を検証する際にも、相互比較の対象として標準光

源が回覧されることが多い。

戦後から現在に至るまでの測光・放射測定におい

て、標準光源は、タングステンフィラメントに基

づく白熱光源の技術によって支えられており、特

別な製造・選定プロセスを経た白熱電球またはハ

ロゲン電球（以下、標準電球）がその主軸となっ

ている。日本は標準電球の開発にこれまで大きな

貢献を果たしており、特に、極めて良好な点灯再

現性および長期的な安定性を有する測光用標準電

きる能力を持つ。TES の温度が転移領域にある限り

は、抵抗変化量は入射した光パルスのエネルギーに

比例するため、単一波長の光パルス列を観測では光

パルス中の光子数を、単一光子の観測ではその振動

数や波長を識別できるのが TES の大きな特徴である。

光子検出器の応答度（1 個の光子に対して必ず１個

の信号を出力するか、数え落としはどの程度発生す

るか）の評価、測定器や電子回路の応答速度（人間

の視覚に対して放射が与える影響が最大になる周波

数 540 × 1012 Hz の単色放射に対する光子 1 個のエネ

ルギーは 3.58 × 10-19 J で、一般的な放射測定での放

射束レベルの下限である nW レベルでも、1 秒間に到

達する光子は 109 個のオーダとなる）など、SI 単位

改訂に向けてはいくつかの課題がある。その克服に

向け、光子検出器の応答度測定に関する国際標準化、

図 14　超伝導転移端センサ（TES）による光子検出の原

理（上）および TES 抵抗値の温度依存性の概念図（下）

(i)：平衡状態、(ii)：光子吸収により TES 温度が上昇し

た状態

図 15　超伝導転移端検出器（TES）による光子数測定結

果の一例
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の 2 点である。前者の観点からは LED を用いた標

準光源がふさわしいが、これまでに開発された白色

LED では、可視域の短波長域および長波長域の光強

度が不十分で、標準光源には適していなかった。

この問題を解決するため、産総研は LED メーカー

との共同開発により、世界に先駆けて、2π 幾何条件

の分光全放射束測定に最適化された、LED をベース

とした標準光源（標準 LED）を開発した 58)。開発し

た標準 LED（図 18）は、中心の発光部の温度を一定

に保つための温度制御機構を有し、周囲温度に対す

る光強度の変動が 1 °C あたり 0.01 % 以下と、従来型

の白色 LED に比べ、約 20 倍の点灯安定性を実現し

ているほか、高い点灯再現性を有している。典型的

な出力特性は、200 mA の定電流点灯において全放射

束が約 1300 mW、全光束が約 200 lm である。また、

スペクトル形状の最適化も行なっており、中心波長

球の供給によって、国際的に高い評価を受けてき 
た 41)。現在でも測光用標準電球は、国際比較用の仲

介標準器や、標準値を維持するための実用標準とし

て国内外で広く使われている。

こうした重要性に鑑み、産総研では、新たな測光・

放射標準の開発に際し、その使途に適した標準光源

の開発も行っている。ここでは、その代表的な成果

を 2 つ紹介する。

4.2.3 で示した分光全放射束標準の開発にあたり、

入手可能な市販のハロゲン電球に対して、点灯再現

性・安定性、分光特性、配光特性、枯化処理による

特性改善の程度などについて系統的な評価を行った。

その結果、市販のハロゲン電球であっても、適切な

枯化処理を施した上で選別することで、従来の測光

用標準電球に比肩する特性を実現し得るものがある

ことを明らかにした。図 16 は、産総研が分光全放射

束標準の仲介器として用いている標準光源である。

これは、枯化処理および選定プロセスを経た 24 V-150 
W タイプのハロゲン電球と口金変換（E11-E26）用の

専用ソケットで構成されている。典型的な出力特性

は、6.25 A で定電流点灯制御したときの全光束は約

3000 lm、相関色温度は約 3000 K で、安定性・再現性

は可視域（360 nm から 400 nm を除く）で約 0.2 % で

ある 48)。

さらに、LED 照明は、従来照明と比較してその分

光分布・空間伝搬特性が極めて多様であるため、比

較測定に基づく校正に際して、従来光源との分光特

性・空間特性の差が課題となることが多い。分光測

定に基づく校正の重要性については 4.2.2 で示したと

おりであるが、加えて、LED 素子は前面にのみ光を

放射する特性を持っており、LED 照明においても前

面のみに光を放射する配光を有する製品が多く存在

することを考慮する必要がある。一般に積分球を用

いた標準光源と被校正対象の比較測定では、図 17 に

示すように、光源の設置方法により、従来光源と同

様に光源を積分球の中心に設置する 4π 幾何条件と、

光源を積分球の壁面に設置する 2π 幾何条件がある。

このうち、4π 幾何条件については、前述のハロゲン

電球に基づく分光全放射束標準光源が校正基準とし

て用いられている。

一方で 2π 幾何条件は、前面にのみ光を放射する光

源の測定方法として適していることから、LED 照明

の評価において特に重要視されている測定方法であ

る。しかしこれまで、2π 幾何条件に適用可能で、か

つ LED 照明の評価に適した特性を有する標準光源は

存在しなかった。ここで標準光源に求められる重要

な特性は、1) 前面にのみ光を放射する配光を有する

こと、2) 可視波長域全体で十分な光強度をもつこと、

図 16　分光全放射束標準光源

（24 V-150 W 型ハロゲン光源に口金変換（E11-E26）
ソケットを組み合わせたもの）

図 17　積分球を用いた比較測定の幾何条件

（a：4π 幾何条件、b：2π 幾何条件）
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び性能向上のための付加プロセスの開発や、LED に

基づく新たな標準光源の開発といったアプローチは、

白熱光源に基づく標準光源の入手が困難になりつつ

ある現在、その重要性が増しており、この先、多方

面からの研究開発が展開され、知見の蓄積・共有が

図られることが重要である。

6　 おわりに
以上限られた紙数ではあったが、2018 年 11 月の

CGPM 決議に基づく、視感効果度 Kcd を定数として定

義する新しいカンデラの定義（従来の定義からの表

現の修正）について、測光・放射標準の実現方法や

関連する最近の研究に関する話題を交えて概説した。

紙数の関係上、標準器との比較測定に基づく校正

方法や、国内での計量トレーサビリティ体系につい

ては本稿では殆ど触れていない。また、測光・放射

標準も、ごく一部について解説しているに過ぎない。

より詳細な測光・放射標準の実現およびその過程で

開発された測定技術などについては、既報 59) を適宜

ご参照頂きたい。
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